
幸成一1＋一年度

杉並区各会計決軍審査意見書

杉並区基金運用状況審査意見書



壊力白治法第233李第．2項及び箏24玉条．第5項の規

定に基づき、・一 ｽ・成ユ7年度杉並区各会計歳入歳出決算

．及び基章運用。状涼について審査した結果、。次のとお．

り意見を付し一 ﾜす。

平成ユ8年9月5日　一

杉羊区牽査琴員　寺　坂　征　治

局

同

・同

向山清志

河野庄次郎

仲村貞子。



目　　　　　次

答会言十決算審査意見書

第王　審査の対象、期間及び方法　………・・…・・

　　王書．査の．対象・・・・………

　　2審査の期間・・…・…・…
　　3　審　一査　　の　方　　法　…∴…・一

策2審査の結果・・……・…・…・・……・・・・…

第3総括意見一…一………・・一…・・・…

各会計決算審査の概要　　・・一…・……・…・…………・・

　第ユ決．算規模………・……一・∵…・・…

．第2　一一．般一’会計………・…・…………・・…

　　圭財政事情……・・………・…
　　　（b決算収支の状況∵…・・・…………・

　　　（2）予算執行の状況　一一…．…・・・・…

　　　（3）資．金事情一…・・……二・…・

　　　（4）財政構造一一一一……・・

　　　（5）人件費．の状況　……・・……・・一・

　　　（6）人口・世帯当たりの沐況　…・…∵

　　　一（7）一債務負担行為……一・……・…

　　2歳・　．　人・……∵．II一一…．．I．

　　　（ユ）歳入ρ状況……・・…・一・・…

　　　（2）款別法軍概要……∵……・・、…・

　　　　第1款待　　別　　区　　税…

　　　　第2．款地　方　。譲　与　税…

　　　　第3款ネ1」干割。交付金…

　　　　第4款配当割交付金…
　　　　第5款株式等譲渡蕨得害著交付金…

　　　　第6款一地方消費税交付金…

　　　　第7款自動車取得税．交付金…

　　　　第8款。地一方一時．例交付金　…

　　　　第9款．特別区財政交付金…
　　　　第10款　交通安全対策特別交付金　・・．・

　　　　第1ユ款。分担金及。び負担金　・∵

…一I………．II’．一 PI……．………II’’…．………一

…∵……………’．．……’’一一一．．。．．．．’．一．一I’……．’一

■．．．■■■■■●■■■I●●●■■■■■．■．・’．・■1■．．．．．■．．．．■・・．．．．■．．．．■■

’………………I．’……II’I’．I ∴黶D．．．．．一．’一．．…．’’．

．… @’’’．．一，’．■■■．■．．’．．‘■．．．■■■■■．．．．．．．’’一．■’■．■‘．．．．．■．．

…………
諱c…・……………’・．I．．一…．………．

■■■．■■■■■■■■■■■●■■■■■・■’■■■●■■．．■．‘■■．．．．■・■．■．．．．．．’・．・

．’“’．．．．’’I．．． 諱g．’．’．∵’．．．．．“’．．’．’’’．’“’I．II．．’ 諱f．18

…一 E・……・……・・……・………二…・……・一…・20

・…・……一・・・… ＝D……・……・・・・・……………・・20

一…．…一’
P一’∵．．．’’．一I．’．．∵．’；I．・一一．．∵．．．．“一．20

…∵．．’．．．．I一’II．．．．…
撃hI’I．．“．．一．．．．…’’’’’I．’一2g

・・…………
諱E・・……・・…・…一・・・・・……・…・一22一

・一……・二…一・一…・・…」……；・…一・……・2垂

・・……・・一・・・・・……・∴……・・一……1・…一
c…

@28

’．．’．
P．’’．一一；．’∴∵一． 諱DI一’’’．．．’．一一’．一I’…．’一．．．．．．．28

・・…・…・…・・・・・………・……
諱c・・…二…・……・・29

・・・・・・・・・・・・…
@一・・・・・・・…　一・・・・・・・・・・…　…・・・・・・・…　一・　　30

・・・・・・・・・・・…
@一・・・・・・・・・…　一・・・・・・・…　一・・・・・・・・・・・・…　　　30

・∴…・…・一・・…二・・………………一・一………1・・34

・・・・・・・・・・・・・・…
@一・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　一・・・…　一・　　34

・…・… D・…・・・……・・・・・…………・一・…一……・…
R6

・・・・………一・・………＾・・・… D・一 諱E…・・…・・…　36

・・・・・・・・…
@一・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　　　37

・．・……・∴……・・・……・…・・………・……・・…・…37

川…………・・・・……・・………・・……・一……・
R7

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・… @■　　37

…：・・…・…・1一……1一…
諱c…・…・・・……∴・37

・・・・・・…
@一・・・…　二・・・・・・・…　一・・・・・・・・・・・・・・・・・…　一・・・…　　　38　一

一・…・・…・… 黶E・一一…二……・……………38

・・ 諱c…・………・・…一・・…・…・・・・……・・…・・…・∵・38

目次



第12款使用料及び手数料・・1・・…・…・・・・・・…………・……一・……・・………・39

　第13款国

　第14款都

　第15款財

　第16款寄

　第王7款繰

　第18款繰

　第19款諸

　第20款待

3歳

庫支出
支　出

産　収
陥

入

越

収

別一

金・…一…・二＝・・…．・・

金・・………・・・…

入・……………・

金…………一・

金・………・……

金・一…・……・・

入…・・……・…・・

債・一・1…・・・・…

・・・・・・・・・・… @　一・・・・・・・・・・・・・・・・…　一…　　40

・・・・
@・・・・・・・　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　　41

…………………・一…・………・
S五

一・・。・…………・……一・・…・・・…一 S王

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…
@．・・・・・・・…　　　42

・・・・・・・・・・・・・・ E・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・… @　42

……一諱c…………………一・・42・

・・・…
@“一一・・一　・・・・・・・・・・…　一・・・・・・・・…　　　43

出・・…………r…・・………・……・・・………………・一・・…・…・……。44

（1）歳出の状況一・…一………………・・……・・二・……………一・・∴・…………44

（2）款別決算概要…………・…＝・・・・・・………二……二・・一…・・………・……・………・46

　　第ユ款。議　　　会　　　費・………・一・・・……・’……二…・・・……・一・…・…・・46．

　　第2款総　　　務　　　費……………・・・……一・……・・…・・・…………・・…　46

　　第3款生活経済賢一・…。・……・………一・…・・・…、∴・………・∴・…47

　　第4款保　健　褐　祉　費・一………・………一…一……・…………………48・

　　第5款都　市　整　備　費・＝………・・……・・一＾・……・・・・・・・…………………49

　　第6款環　境　清・掃　費・一……・……・・二一一・一．…………・…………50

　　第7款教　　　育　　　費…・…………一・…一・・・・・・・・・・・・……・・…………5王。

　　第8款職　　　員　　　費・・…………・・・・…一…・；・……・・・・・………・…………52

　　第9款公　　　債　　　費・……＝……・・・・………1……・・一・…………・……　53

　　第王O款　諸　　支・　出　　金　・…・…・，・…・………一一…・一・・………………一54一

　　第11款　予　　　　備　　　　賢一……・＝一・・・・・……・・…∴……・・……・…・・…・……．54

　4．不　　用　　額…一・………・…一…・・・・・・・・・・・・………………r一・・……………　55

第3　国民健康保険事業会計　…・・…・一・・・・……・・………一・・一・…・…・・・・・・…………………　56

　．ユ。一財．政事情………。一…・……………………一・…・・一…・・……・…・……56

　　（ユ）決算収支の状況　・・二・・…・二・・…・・・……………………∴…………・……一…・一…　56

　　（2）予算執行の状況　……一…・…・……・＝・……・…・・一・・…・……・・・・・・・……………・…　56

　　（3）資金事情………・…・一・・・………・・…・・・・・…二……………・・・……一……57

　2　歳．　　　　　　入　・・…………・・・・……・・……・…・・」・・……川…・∴・…・………・…・…　58

　　（ユ）歳入の状況…・・…………・…………一……・・…一…・r・…一・…・・一・・一58

　3歳　。　一出・・・・……・……・……一・・∴……・・・……………・・・……・・．・……・…62

　　（至）歳一出の状況　…………・…一・……・・…………・一……・・一・…・……………・…　6倉　一

策4　老人保健医療会計…∵…………………一…．・・＝・・・……………’．．’．I一’…・．…I…．……．．．’一例

　ユ財政事情…・・…一…・・・・…一……・・・・・・・……・・一一一・・・………・……64

目次

　　　（王）決算収支の状況　……………・・・……・………・・・・・・……・…・………・…＝・…………　64

　　　（2）予算執行の状況　………・・二…一・・…………一一・………・・…・・・・・・………・……　64

　　　（3）資金」事情．・……・………一…一一一…・・…．一…・……・・一・1…一・……・65

　　2歳　　　入……一…一・………一……一・・・・………一……一・・…………・…一66

　　　（1）歳入の状況一一…………・・一…・…・…・・………………・∵……・・………・66

　　3歳　　　出……………・・・・……・……一…一・……・・………・・……………・…68

　　　（1）歳出の状況…・一…∵…一・・一・…・・：…一……r……・…………・・・………68

第5　介護保険事業会計　・…・………・・・・…．……………・一；……・・……・∴…・……・………・・…　70

　　1財政事情一・……………・……・…’……・…一・……………・……………70

　　　（1）決算収支の状況　…………・・・・・・……………一…・・・・・……………・・・…………・・…・・70

　　　（2）予算執行の状況一・∴…・・…一＝・………………・・・・・・……………・・・・………一r…・70

　　　（3）資金事情…・・…・・∵…・・・・……・・r…・・…・…∴・一・一……・・・………・……7ユ

　　2歳　　　人一・・…・・……・……………二…・・……………………………・一・…72

　　一二（1）歳入の状況………・・…・・・・・・…一・・∵…一・…・・・……・・…一・・・……・…………　72

　　3歳一　　　出………・……一・・…一・・………・・…………・……・二・………………76

　　　（1」）歳出の状況・……・・……一・・……………・・………・………一・……・……・…76

第6財　　産…・…………。・……………一・・一・……・∵…・・…・…・・……………・・・…一78

　．1公有財、産一……・…・・…・・…＝・・…………・・…………・…・・・………………78

　　　（1）土地及び建物………・・…・・・・・………………・・・・……………一………………．78

　　　（2）物一　権……・…’……・・……・…………・・…………∴……・・……………82

　　　（3）無体財産権一・…………………・…．・…・………一・………一……∵……・・。。82・

　　　（一4）有価証券………………………………一・・…・…・1・……一・……………82

　　　（5）出資による権利　…………・・…・…………・…・一・・…・一・・…・……一・…・…………　82

　　2物　　　晶………∵…・・・・……………∵一一…1・……・…＝…・…………・……83

　　3債　　　権・・………一・・・………………・・・・……・……・…・一・一…………83

　　4基　　．　金・・…・一…一…………・・一一・…．・・…………・…………・……・84一

基金運用状況審査意見書

第王　審査の対象、期間及び方法　…………・…一・……二…………r二…………………一・・…　87

　　1。審査の対象一…・・……・・・………一……・・・………一…一・・・……・…・・…．87

　　2審査の期間……r・…………………………∴・一・…・・一一………一一…・・87

　　3審査の方法…’・………・・・・…………・・……・・………一…一………．・一・…87

第2審査の結桑・………………・・…………・…・・・・………・・一’一・・……………一・・…87

基金運用状況審査の概要　一・一……………………・・・・・・……一…・一・・・……・………・・・・・……　89

第ユ　国民健康保険高額療養費資金貸付基金一………………・・…i・・…・……・・・・・…………一　90

第2　公共料金支払基金　・一……………・…・…・…・・…・・……・…・…・…一……・………一…　91

目次



第3　介護保険高額介護サービス費等資金貸付基金

第4　国民健康保険出産費資金貸付募金　…・・・・・・・…

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・… @　　g2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　93

凡　　　　．例

互　原則として、金額は千円を単位とし、単位未満は四捨五入としたが、端数

調整の都合上これによらないものもある。

2　表中の構成比、前年度比等について

①　小数点以下第2位を四捨五入としたが、端数調整の都合上これによらな

　　いものもある。

②一表示は、算出不能又は数値表示の困難なものを表わす。

③△表示は、マイナスを表わす。
3－

n内の数字は、重要度の順位を表示したものではない。

語句説明
①一般財源と特定財源　　　【財政構造】

　　収入の区分において、使途が制約されず、どのような経費にも使用しうるものが一般財源であり、

　使途が特定されているものが特定財源である。地方公共団体が、行政需要に円滑に対応する財政運営一

　を行うため一には、歳入に占める一般財源の割合が大きいことが望ましい。

②基準財政収入額と基準財政需要額　　ζ財政指標】

　　基準財政収入額は・各地方公共団体の財政力を合理的に測定するため・標準的な状態において徴収

　が見込まれる税収入等を一定の方法によわ算定した額である。
　　基準財政義要額は、基準財政収入額と対応して用いられるもので、地方公共団体が合理的かっ妥当

　な水準で行政を執行するための財政需要を、一定の方法により合理的に算定した額であ乱いずれも・

　実績による収入額や支出額、あるいは予算上の収入や支出の見込額とは異なるd

③義務的経費　　【財政構造】

　　法令の規定上あるいはその性質上、支出年義務付けられており任意に削減することが困難な経費で、

　人件費、扶助費、公債費がこれにあたる。

④行政財産と普通財産　　（土地及び建物】

　　行政財産は、公用又は公共用に使用し、又は使用することが決定された財産で、庁舎・試験所など

　事務事業の執行のために自ら直接使用する公用財産と、公園・学校など住民が室に利用する公共用財

　産に分類される。普通財産は、私人の立場で所有している財産である。・

⑤繰越明言宇費　　【決算収支】

　　予算として議会の承認を受けて、翌年度に繰り越して使用することができる経費である。

⑥形式収支額　　【決算収支】

　　現金べ一スでの収支の結果を表示する額である。　形式収支額＝歳入決算額一歳出決算額

⑦経常収支比率　　【財政指標】

　　経常二般財源の総額に対する経常的経費に充当された一睡財源の割合

　　経常収支比率干経常的経費充当一般財源の額÷経常一般財源総額x1O　O
　　経常一般財源は、特別区民税や地方譲与税など、経常的収入あうち使途の特定されない収入であり、

　経常的経費充当一般財源は・人件費・扶助費・公債費などのように容易に縮減することが困難な経常

　的経費に当てる財源である。

　　経常収支比率は、財政構造の弾力性を測定しようとするものであり、その適正水準は、一般的に70
　～80％の範囲内といわれている。なお、10C％を超えると一危機的な状態といわれている。

⑧減税構てん債　　【特別区債】．

　　個人佳民税等に係る減税に伴う地方公共団体の減収額を埋めるため発行する地方債で、この元利償

一還金に対しては、基準財政需要額に算定のうえ、所要の財政調整交付金が講じられること一となってい

　る。

⑨公債費比率　　（財政指標】

　　標準財政規模等に対する公債費（元利償還金、元利金支払手数料、発行時手数料等）に充当される

　一般財源の割合

　　公債費比率＝公債費充当一般財源÷標準財政規模等x王O　O
　　この比率が高いほど、公債費に起因する財政の硬直化が進んでいることを示すことになる。15％を

　超えると要注意といわれ、過去3年度間の平均が20％を超えると起債制限をうけることとな乱

目次・凡例 語句説明



⑱債務負担行為　　【財政事情】

　　債務負担行為は予算内容の一つであり・当該年度には・工事誇負契約・物件購入契約・損失補償及

　び保証契約などの支出負担行為を行い、翌年度以降の債務員握の限度額を期問を限ってあらかじめ決

　足しておく制度であ孔翌年度以降はそれぞれの予算に計上し・支出することにな乱

⑪自主財源　　【財政構造】

　　地方公共団体が自らの権能を行使して調達しうる財源で、地方税、分担金及び負担金、使用料及び

　手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入がこれにあたる。

⑫実質収支額　　【決算収支】

　　形式収支額から翌年度へ繰越すべき財源（翌年度繰越額一未収入特定財源）を控除した収支額

　　実質収支額一形式収支額一翌年度へ繰越すべき財源

⑬実質収支比率　　【財政指標】

　　標準財政規模に対する実質収支額の割合　　　　　　　　　　　　　一　　　　ノ・

　　実質収支比率＝実質収支額÷標準財政規模x　l　O　O

　　財政運営状深を半雪断寺る指標の一つである実質収支比率は、一般的には3～5％の範囲内にあるの

　が望ましいといわれている。

一⑭人件費と人件費比率　　【財政指標】

　　人件費は・歳出経費を性質別に区分する場合の・人に伴う祥費であり、普通会計では報酬・給料・
　職員手当、共済費などで、アルバイト賃金は含まない。　人件費比率＝人件費÷歳出総額

⑯単年度収支額　　【決算収支】
　　当該年度のみの収支結果をみるための額

　　単年度収支額二当該年度実質収支額一前年度実質収支額
　　単年度収支額が黒字であるとい一う一ことは、前年度の実質収支額が黒字団体の場合は、黒字額の増加

　であり、前年度の実質収支額が赤字団体の場合は、赤字額の減少を意味する。

　　逆に・単年度収支額が赤字であるということは・前年度の実質収支額が黒字団体の場合は・黒字額

　（剰余金）の減少であり、前年度の実質収支額が赤字団体の場合は、赤字額の増加を意味する。

⑯標準財政規模　　【財政指標】

　　地方公共団体の一般財源の標準的な規模を示すもので・当該団体の標準的な税収入額と普通交付税

　額を合算したもの。

⑰普通会計　　壬財政指標】

　　普通会計とは、各地方公共団体の財政状況の把握、地方財政全体の分析等ド用いる統計上の会計で
　あり、地方公共団体相互間の比較等が1可能となるよう、総務省の定める基準を用いて統一的に再編成

　したものである。

⑱未収入特定財源　　一【決算収支】

　　予算の翌年度繰越に伴う財源の一つであり、翌隼度に収入されることが確定している国庫負担金等

　であ乳繰越に伴う財源としては・．他に一般財源・既収入特定財源があ孔

名会計決算審査意見書
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第1審査の対象、期・間及び方法

1　審査の対象

（i）平成王7年度杉並区一般会言十歳入歳出決算及び証書類

（2）平成17年度杉並区国民健康保険事業会言十歳入歳出決算及び証書類

（3）一平成17年度杉並区老人保健医療会計歳入歳出決算及び証書類

（4）平成ユ7年度杉並区介護保険事業会計歳入歳出決算及び証書類・

（5）　附属書類

ア　平成17年度杉並区各会計歳入歳出決算事項別明細書

イ　平成17年度杉並区各会計実質収支に関する調書

ウ　一平成17年度杉並区財産に関する調書

2．審査の期間

　　平成18年8月2日から平成ユ8年9月今日．まで

3　審査の方。法

　　平成ユ7年度各会言十歳入歳出決算、証書類及び各附属書類g審査にあたっ・ては、財政揮営

　．の健全性、予算執行の合法性・妥当性及び計数の正確性などに主眼をおき、関係諸帳簿や・

　　証書類とρ照合を行い、関係部課が．らの説明聴取と資料の提出を求めて実施した。一。

　　　また、例月出納検査及び定期監査等の結稟も参考とした。

第．2　．審査の結果

。ユ　各会言十歳入歳出決算及び各附属書類の様式は、いずれも関係法令に準拠して調製されてい

　ると認められた。

2　各会計歳人歳出決算及び各附属書類の計数は、歳言十金出納簿、歳入歳出簿等の関係諸帳簿’

　及び予算執行票等の証書類と照合した結果、．いずれも誤りのないことを確認し．た。

3　現金及び預金は、例月出納検査の際に残高の確認、証拠書類の検査等によって誤りのな一い

　ことを再雀言忍した。

4　歳入の調定、支出負担行為及び支出命令等予算執行｛ま、全体としては適正に処理されてい

　ると認められた。一
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第3一総括意見
　1　各会計別歳入歳出決算状況

（単位＝千円）

区　　　分 i7年度． 16年度 王5年度 14年度 王3年度

歳入 138，707，940 147，375，859 ユ30．OOO，874 ユ37，24王，134 工5王，9白3，773

一　般　会　計 歳出 132，235コ042 142，b36，693 工24，079，517 132，90L106 王46，285，345

差引額 6，472，898 5，339，王66 盲，921，357 4・測・g28 5，708，428．

歳入 45，023，246 4王，580，31王 40，826，026 36，377，140 35，711，264。

・国民健康保険事業全計・ 歳出
43，606，099一 姐，080，王04 39，909，761 35，673，980 34，872，392

差引額 王．4171147 5001章07・ 916，265 703，160一 838，872

歳入 40，458，672 40，838，33章 4i，264，909 42，849，ユ23 44，ユ王1，810

老人保健医療会計 歳出 40，398，106 40，728，028 4ユ，203，382 42，328，661 44，026。．459

差弓1額」
60，566 ユ10，308 61，527 520，462一一 85，35ユ

歳入
o 。．1，059一，OOO ユ，083，OOO 1，017，OOO 目・ユ43さ2戸g

用　地　会　計 歳出一 O
耳。059，000 ユ，083，OOO 11017－OOO 9，王43，259

差弓1額． o o 一〇 o o

歳入 23，747，183 22，繍，270． 20，809，622 18－41L190 16，706，797

介護保険事業会計 歳出 23，151，056 22，436，812 20，630．257 18，353，463 王6，583，％2

差弓曄 596，ユ27 428，458 ユ79，365 57，727 122，835

歳入 247，937，041 ．253，718，776 233，984．431 235・985・5苧7 257，666，903

総　　　．額．． 歳出 239，390，303 247，340，637 226，905，9主7 230，364．210 25p，91L417

差弓1額 8，546，738 6，378，139 7－078．514 5，621，377 6．中55，・486

①最近5年間の主な推移を見ると、一般会計の規模は王β年度ρ拡大から再び縮小に転じ、

　ユ4年度とほぼ同規模となっ．た。また、国民停康保険事業会計は13年度から見て毎年規模が。

　拡大し続けており、歳入で93億ユ，198万2千円（26．ユ％）の増、歳出で87億3，370万7千円≡

　（睾5．O％）の増となっている。、介護保険事業会計でも工3年度から見て毎年規模は拡大し続

　けており、・歳入で70億4，038万6千円（42、ユ％）の増、歳出で65億6，709万4千円（39．6％）

　g増キなっている。逆に、老人保健医療会計はユ3年度から見て毎年規模が縮小し続けてい

　る。

　　なお、用地会計は予算計上がされておらず、決算数値はゼロとなっているd

一2一

2　決算の特徴

　（1）一般会計

　　　歳入総額は、ユ，387億794万円で、前年度に比し86億6，791万9千円（5．9％）の減、歳出総

　　額は、王，322億3，504万2千円で、前年度に此し98億ユ65万！千円（6．9％）一．の城となっている。

　　　形式収支額は、64億7，289万8千円で、前年度に比し至1億3，373万．2千円（21，2％）の増、

　　実質収支額は、60億5，889万8千円で、磁年度に比し8億7，426万4千円（ユ6．9％）の増であ一る。

　　【歳入】．

　　①　特別区税では、軽自動車税が微増、特別区たばこ税が減、特別区民税は、・前年度に比

　　　し2ユ億2，839万円（4．2％）の増である。

　　②地方譲与税は、前年度1F比し9億4，478万2千円（5ユ．1％）の増である。これは、自動

　　　車重量譲与税、地方道路譲与税が城となったものの、・所得譲与税の大幅な増（9億

　　　6，215万4千円）によるものである。

　　③特別区財政交付金は、一前年度より48億5，676万9千円（16．7％）の増で牟る。これは、

　　　交付金の原資となる市町村民磁法人分の大幅な増収と、交付金算定の基礎となる基準財

　　　政需要額が増額されたことによるものである。

　　④　繰入金は、前年度に比し37億4，271万4千円．．・（61－6％）の減である。これはく前年度の・

　　。繰入傘が、坤税補てん債の」括償還に併せて繰入れ乍減債基金からの輝入れがあ．り大幅

　　　増となった影響によるものである。

　　⑤　特別区債は、前年度に比し94億6，400万円（92．王％）の大幅減である。・これは、減税補

　　　てん債（借換債）の皆減、減税補てん債の発行の減等によるものである。

　　迂歳出】

　　①　総務費は、前年度に比し45億8，237万3千円（48．7％）の増である。これは、選挙費、

　　　財政管理費．（財政調整基金積立金など）・碑策経営総務費（施設整備基金積立金など）

　　　等の増によるものである。

　　②都市整備費は、前年度に比し37億2，379万9千円（35．4％）の減である。．これは、まち一

　　　づくり推進費、道路費、公園費等の減によ．るちのである。

　．③職員費は、4年連続で減少しており、前年度に比し9億7，645万5千円（2．5％）の減

　　　である。これは、職員数の減等によるものである。

　（2）　国民健康保険事業会計

　　　歳入総額は450億2，3倉4万6千円（前年度比β．3％増）、歳出総額は436億609万9千円（前年

　　度比6．i％増）であり、形式収支額・実質収支額ともユ4億ユ，714万7千円（前年度上ヒユ83－3％増）

　　である。

　（3）　老人保健医療会計

　　・歳入総額は404億5，867方2千円（前年度比O・9％減）・歳出稀額は403億9・810万6千円（前

　　年度比O．8％滅）、形式収支額・実質収支額とも6，056万6千円（前年度比4511％減）である。

　（4一）。介護保険事業会計

　　　歳入総額は、237億4，7王8万3千円（前年度比3．9％増）、歳出総額は231億5，エ05万6千円

　　（前年度比3．2％増）セあり、形式収支額・実質収支額とも．5億9，台12万．7千円（前年度比39．王

　　％士曽）である・。
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3　財政指標による財政分析

　　財政構造の弾力性及び健全性等を判断するための、普通会言十における決算状況と財政指標

　は次のとおりである。

　（1）普通会計決算状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位＝千円・％）．

．区　分 17年度 王6年度 15年度 14年度 ユ3隼度

歳入総額㈱ 138，780，699 王38，513，547 129，988，871 135，866，863 142，07王，至33

歳出総額1B 13王，637，285一 ユ33，174，381 一124，067，5王4 131，52石，835 136，362，705

歳入歳出養弓1額（A－B）． 7，ユ43，4王4 5，畠39，166 5．92王，357． 4，340，028 5，708，428

翌年度に・繰り越すべき財源． 415，823。 至55，689 250，082 3βO，708
669

実　質　収　支 6，727，59王 5，183，477 5，671，275 3，959，320 5，707，759一

基準財政需要額 94，691，830 88，838，090 S7，236，067 87，267，419一 90，437，074。

一墓準財政収入額 61，至77，6王5 60，067，808 60，071，443 6王，189，94至一 60，832．9ρ6

標準財．政規模 104，979，839 99，254，659 ．97，666，578 97，893，522一 ．王O王、O03，808

経常収支比率
（78．6）

V8．O

（89．4）

W8．4

（84．O）

W3．O

（86．6）

W5．4

（83．3）

W2，2

公債費一比率
（7．6）

V．6

（王1．8）一三1．8一 （7．8）

V．8

（9．o）

X．o

（9．1）

X．8

実質収支一 范ｦ 6．4一 5．2 5．8 一、4．O 5，7

人件費比率
30．工 30．2 33．3 。31．9 32．2

（注）！　経常収支上蝉の（）内は佳民税等減税補てん債を分母から除いたものである。

　　2　公債費比率の（）内は用地会計分を除いたものである。

　　（2）　財政指標，

　　①　経常収支比率 単位1％．
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駆．o一

一令一杉並区

�黷ｻ一一一特別区
日1．フ

㌔
㌔

㌔
㌧

、
㌔

、

≒

、
㌔

㌧

㌔
㌔

施．o

㌔

、〃．1

13年度 14年度一 15年度 16年度 1峰度

90，0

88，0

86．0

8卓．0

82．O

一令一　杉並区

二一そ一一一特別区

（注）17年度の特別区・平均の数値は、都の速報値である。一

①経常収支比率は、16年度を10．4ポイント†回り、この5年間で最も低い比率となっ

　　た。これは、分母とな乏．経常一般財源総額（特別区税、財政調整交付金、地方譲与税

　　交付金など）が74億ユ。ユ08万4千円の大幅な増となったのに対し、分子と・なる経常的

　　経費充当一般財源’（人件費、扶助費、公債養などに充当する財源）が46億4，王17万5

　　千円の城となったことによ一るものである。
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②公債費比率 単位：％

13，O

12．O

11．O
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9．o

8．O

フ．o
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㌧
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II■I■
＿二一一一｛＿

@　　畠．o 、
、

、
㌧

上
、

、
、

フ．冨

フ、7

t、直

13年度　　　何年度　　　15年度　　　16年度　　　17年度

一寺一杉並区

一一箞鼈鼈齠ﾁ別区

（注）17年度の特別区平均の数値は、都の速報値である。

①公債費比率は、！台年度を4．2ポイント下回り、この5年間ではもっとも低い数値と

　　なった。。これは、16年度に主ヒし分母総額が標準財政規模の増等により、23億9，147万

　　3千円の増となったのに対し、分子となる公債費の一般財源等に算入する、減税補そ

　　ん債の一括償還額がユ6年度に比し39億5，331万9千円減となること等1こより・分子総

　　額が、46億2，151万6千円g城となったことによるものである。

一③実質収支比率 単位：％

　フ．0

　6．5

　6．O

・一 T．彗

　5．0

　4．5

　4．0

　3．5

3，o

6．4

5．フ 5．冨．

5．！ ＿日ヨ、2

一
’’

■’．日＼

_
一

　　’’
Z一一一一一一二一一一一一一6’

A・ S．畠　4・3’

、 ’

㌔　　一A ’

’
、 ’

＼4．oノ＼一 ’

ノ

、　’A　’、■f
ヨ．5

13年度　　　1蜂度　　　15年度　　　16年度　　　17年度

（注）17年度の特効区平均の数値は、都の速報植である。

①実質収支比率は、ユ6年度を1．2ポイント上回った。これは、．分母÷なる標準財政規一

　　模か、57億2…5！8万円（5．8％）の増となっ．たのに対し、分子と一なる実質収支額が15億

　　4，41i万4千円（29．8％．）の増となったことによるものである。
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4　一般会計歳入歳出決算

　（1）決算収支

（単位＝千円）

区　　分 17年　度 16年度 15年度 M年　度 13年　度

．歳入総額A
王38，707，940 147，375，859 130，OOO，874 137，脚，134 凪993・773、

歳　　出．総　　翻　　B 132，235，042 油，036，693 124，079，5ユ7 工32，901，一106 146，285，345

形式一 緖x額C　（A－B） 草1472・898 5，339，王66一 5，92／，357 4，340，028・ 5，708，42色

継続費逐次稗越額
0 o o o o

翌年度に

繰り越す
繰越明許費繰越翻 41＃，ooo 三54，532 24号，O00 37冨，7王2

o

べき財源 事故繰越し繰越額 o o o O o
D

計 4ユ4，ooo 154，532 号48・ooo 379，・712
o

実質収支額E　（C－D） 6，058，898 5，194，634 5，673，357一 3，960，一 R16
5，708，428

単年度呼支額F（E一前年度E） 874，264 △488，723 1，713，041 △1，748，112 1，2王5，182

（注）王7年度の繰越明許費繰越額には、他に未収入特定財源が6ヨ700万円ある。

　　①　歳入・歳出総額を最近5年間でみる．と、いずれも14年度並みに減少した。歳入総額は、．

　　　16年度に比し86億6，791万9千円（5．9％）の減、歳出総額は、ユ6年度に此し98億！65万一

　　　　エ千円（6．。9％）め減であった。

　　②　形式収支額は…6年度に比し王ユ億3，。373万2千円（2i．2邦）の増、実質収卓額は、一ユ6

　　　年度に比し8億7，426万4千円（16．g％）・の増であり、いずれも、ごの5年間では最大

　　　である。

（2）歳　　入
。・ 撃戟v一　u」

．区　分 17年度 16年度 15年度 14年度 13年度

予算」現額 138コ淵、4王7 147．07η11 ．ユ29，219，684 ユ37，996，087 螂，工44，954一

調　　定　一額．

禔@入　済額

142，602，季46

P38，707，940

151，74筥，棚一

P47，375，859

i34，900．024

P3010ρO・874

142，587．823

P37，24ユ，134

王57，750，279

､5王．993，773

．1対予算 9筥．8 ioo．2 100．6 9畠．5 工01．2

収入率
対調定 97．3 97．1 96．4 96．3 96．4

不納欠損額
茁?．未済1額

406．487

R，490，O叫8

488．027

R，886，892

585．3管0

S，315，97王

667．274

S，680，550

638．204

T，一119，072

還付未済額 ・2，029 1，2S9 ・2，212 ユ，134 771

予算現額と
茁?済額との．差額一

△291，477 303．148 78王．王89 △754，953 1，848，8王9

（単位＝千円・％〕

①収入済額は、16年劇三比し86億6司79三万9千円（5．9％）の城となっている。こ．れは、

　特別区財政交付金ぺ特別区税等の増が一あるものの、特別区債、繰入金等の減によるもの

　である。

一②　不納欠損額は、工4年度から見て毎年減少し続け一ており、工6年度に比し8，154万円（16．

　7％）の減．、13年度に比し2億3，二71万7．千円（36．含％）の減である。不納欠損額の当該

　年度の内訳は、特写1」区税に係るものが87．5％を占めている。

③　収入未済額は、こg5。年間毎年減少し続けて一おり、」ユ6年度に比し3億9，684万4千円一

　．（王O．2％）の城となっ下いる。これは、諸収入す増加したものの、特にく特別区税が4．

　億L494万ら千円も減少したことによるものである。

【歳入（項別）増減の多い項】

一（単位＝千円）

区．分 17年度 至6年度 増減額
特別区財政調整交付金 34，o工7，206 29，ユ60，437 4，856，789．増分

特別区民税 52，558，892 50，430，502 2，128，390

所得譲与税 1，836，037 873，883 962，154

．特　．男1」。　区　　債 白07，OOO 至O，27i，OOO △9，464，OOO滅．分

基金繰一 ?? 2，123，024 5，816，922 △3，693，898

国庫補助金 1，083，151 2，466，809 一．△1榔。658

川6一 一7一



ア）一般財源と特定財源

（単位＝千円・％）

区　　　分 17年　度 工6年　度 15年度． ユ4年　度 13年　度

一般財源 1王3，560，876 n8，803，104 m，780，785 109，726．296 i08，889，782

1構成比 81，9 80，6 78．3 80．O 71．6

特．定一財　源 25，147，064 28，572．755 28，220，089 27，514，838・ 4睾．103，991

構成比 王8．ユ 19．4 21．7 20．O 28，4

討 138，707，940一 147，375，859 130，OOO，874 137，24王，134 15ユ．993，773

①一般財源は、ユ6年度に比し52億4，222万8千円（4．4％）の城とならている。こ．れは、

　特別区財政交付金、特別区税等の増があるものの二減債基金繰入金、繰越金等の減に

　よるものである。また、特定財源は、1阜年度に比し34億2－569万1千円．（12。ユ％）の減

　となっている。．これは、繰入金、使用料及び手数料の増があるものの、国庫支出金、

　特別区債、．都支出金等の減によるものである。一．

②一般財源の構成比は16年度をユ．3ポイント上回って、この5年間では最大になって

　いる。

イ）・自主財源とその他財源

（単位＝千円・％）

区　　　分 ユ7年　度 16年　度 15年　度 14年　度一 13．年度

自　主　財　源 69，400，363 72，396，348 66，444，645 77，997，835 78，776，949

構成比 50．O・ 49．1 51．1 56．8 51．8

その他財源 6臼，307，577 74，979，511． 63，556，229一 59，243，299一 73，216，824

構成比
5010

50．9 48．9 43．2 48．2

言十 1章8，707，940 147，375，859 ！30，OOO，874 ！37，241，ユ34 151，993，773

①自主財源は、i6年度に比し、29億9，598万5千円（4．1％）の城となっている。これ

　は、特威区税等の増があるものの、繰入金、繰越金、諸収入等の減によるものである。

　ま大、その他財源は、ユ6年度に比し56億7，193万4千円（7．6％）の城となっている。

②自主神源g箪成比は・ユ6年度に4C％台になった一が、O，9ポイント上昇し・再ぴ50．％へ

　台になった。

（3）歳　　出
（．単位＝千円・％）

区　分 工7年度 亘6年度 15年度 14年度 ユ3年度

予　算　額 138，844，884 146，824，7ユ1 ．128，807，972 工37，996，087 149，82王，365

継続費及び繰越事業費

J　越　額
工54，533 24章，OOO 41L712 o

323，589

予算現額
138，999，417 147，072，711 129，219，684 王37，996，087 150，王44，954

支出．済額 エ32，235，042 142，036，693 124，079．517 一ユ32，90王，106 146，285，345

教　行　率
95．1 96，6 96．o 96．3 97．4

翌年度繰越額 48ユ，OOO 154，532 ．248，OOO 4ユエ，7ユ2

　0
R，859，609不　用　額 6，283，375 4，881，486 4，892，167。 4，683，269

（注）17年度の繰越事業費繰越額は端数調整を行っている。

　　①支出済額は・この5年間では13年度に比しユ40億5，030万3千円（9，6％）の滅であり、

　　　16年度に比し98億五65万1千円（6．9％）の城となっている。これは、総務費、保健福祉

　　　費等の増があるのの、公債費、都市整備費等の減によるもので李る。

　　②　執行率は、王6年度に比しユー5ポイント低下し、この5年間では一最も低くなっている。

　　　これは、公債費（100．O％）、職員費（99．2％）の執行率は高かったものの、生活経済費

　　　（80二4％）、都市整備費（84．8％）などの執行率が低かったことによるものである。

一【歳出（項別）増減の多い項】

（単位＝千円）
’　　　　　一　　　　　　　　一　　　　　■　　　　1　　」

区 分 王7年　度 ユ6年度 増 減 額

政　策 経　営 費 13，641，783 9，ユ76，9王O 4，464，873
増分

社　会 福　祉・ 費 2王，374，576 19，843，7王8 1，530．858

児　董 福 祉．．費 8，549，422 8，075，3ユ3 474，l09．

公 債 費 ．9，346，755 22，175，993 △12，829，238
減分

…十　画

ｻ
△2，326，057都　市

ﾎ

貸費 ユ，316，232，

W68，028

3，642，289

1977798，　　　　　　， △ユ，109，770

一8一 一9一



ア）性質別経費

（単位1千円・％）

区　　分 17年　度 16年　度 15年　度一 14年　度 13年度．

消費的経費 94，157，530 93，391，白94 9Lgoo，974 92，272，173 104，364，574

≡構成比 7ユ．2 65－8 74．ユ 69．4 7／．3

投資的経費 7，554，544 10，572，721 1ユ，061，256 10，024，846 1－7，993，865

5．7 7．4 8．9 7．5 王2．3

その他経一費 30，522，968 38，071，978 2王，1ユ7，286 30，604，087 23，926，906

構成比 23，1 26．8 ユ7．〇一 23．O i6．4

言十 132，235，042 142，036，693 124，079，517 132，901，i06 146，285，345

①消費的経費は、ユ6年度に比し7億6，553万6千円（O．8％）の増である。これは、人

　件費、補助費等で減かあるものの、扶助費、物件費等の増によるものである。構成此

　では、この5年間では中位の比率となった。一

②投資的経費は、16年度に比し30億1，8i7万7千円（28．5％）の減・となっそいる。こ

　れは、災害復旧事業費の増があるものの、．普通建設事業費の大幅な減に一よるものであ

　る。

③　その他経費は、．ユ6年度に比し75億4，90ユ万円（19£％）の城となっている。これは二

　公一債費の大幅な減によるものである。

イ）義務的経費と政策的経費

（単位＝千円・％）

区　　　分 王7年　度 16年　度 至5年　度 14年一度 13年度
71，689，工7王 72，80L！06義務的経費

@　　構成比．

72，589，360 85，073，222 71，729，294

54．9 59．9 57．8 53．9 49，8

’政策的経費・ 59，645，682 56，963，471 52，350．223 61，21工，935 73，484，239

構成比 45．三 4o．王 42，2 46．1 50．2

計 工32，235，042 142，036，693 t24，079，5王7 132，901，106 146，285．345

①義務的経費は、ユ6年度に比し124億8，386万2千円（i4．7％）の城となっている。こ一

　れは、扶助費め増があるものの、公債費、人件費の減によるものである。

②義務的経費の構成比は、16年度に比し5．Oポイント低下し、この5年間では中位の

　比率となった。これは、16年度の減税補てん債の一括償還に伴う公債費の大幅な増に

　よるも．のである。

5　国民健康保険事業会計歳入歳出決算

（単位＝予円・％）

区　分一 17年度 16年度 15年度 14年度
13一

N度
35，7！ユ，264

歳入総額
ﾎ出総一額

45，023，246

|43，606，099

4王，580；311

S1，080，i04

40，826，026・

R9，909，76ユ

36，377，王40

R5，673，980 34，872，3筥2

形式収支額
i歳入歳出差引額）

王，417，147 500，207 916，265 703．王石O 838，872

翌年度に繰り越すべき財源
o 0

．o
o o

実質収支額
工，417，147 500，207 9王6，265 703，王石。 838，872

単年度．収支額 916，940 △416，058 2ユ3．105 △135，．712 ユO．157一

収　納　率 77．4 77．8 78．4 7呂．8 78，4

①　歳入・歳出総額はこの5年間毎年拡大しておりく歳入総額をi3年度と比較すると26、ユ％

　の上昇、歳出総額では25．O％の上昇となっている。

②　歳入総額は、！6年度に比し34億4，293万・5一千円（8．3％）の増となっている二これは．、国

　庫支出金、繰越金の減はあるものの、都支出金、療養給付費等交付金、保険料率の改定な

　とによる保険料等の増によるものである。

　　歳出総額は、16年度に比し25億2，599万5千円（6，1％）の増となっている。これは∴総

務費・給付対象年齢の引き上！ヂ等による保障給付費等の増1亨十るものであ乱

③不納欠損額は、自信6，048万3千円で、ユ6年度に比し6，．353万5千円（8，O％）の増となっ

　ている。

④　収入未済額は、4ユ億8，687万4千円で、16年度に比し2億6，533万5千円（6．8％）の増と

　なっている6

⑤　保険料収納率は77．4％と、i6年度に比しO．4ポイント低下して3年連続の低下となってお

　り、・ユ3年度と北韓すると王・Oポイントの低下であ乱保険料収納率向上は二負担の公平は

　もとより保険財政安定化の観点から重要な課題であり、未納者解消に向けた、さらなる取

　組みの強化を望むものである。あわせて、レセプト点検業務等、歳出抑制についても、な

　お一層の努力を期待するものである。．

⑥　国民健康保険事業会計は、その事業運営に関する経費の明確化を図るため設置されたも

　のであり、その趣旨に沿って全体としては適正に執行されていると認め一られる。

一10一 一至1一



○　老人保健医療会言十歳入歳出決算

（単位＝千円）

区　分 17。・・年度 16年度 15年度 王4年度 13年度

歳　入　総　額 40，458，672 40，838，336 4王，264，909 42，849，123 44，111，810

歳　麸　総　額 40，398，106 40，728，028 4王，203－382 42，328，661 44，026，459

形式収支額
i歳入歳出差引額）

60，566 110，308 6L527 520，462 85，35王’

翌年度に繰り越すべき財源
o o o o o

実質収支額
60，566 1iO，308 61．527 52G，462 85，351

単年度収支額 △49，742 48，78王 △458，935 435，1王1 △226，333

①歳入・瞬出総額は、この5年間でユ3年度が最も大きく、毎年縮小している。これは、老

　人保健法の制度改正等による影響1三去るものである。．

②．歳入総額は、」王6年度に比し3億7，966万4千円（O．9％）の城となっている。これは、国

　庫支出金、繰入金等の増があるものg、支払基金交付金の減によるものである。．

　　歳出総額1章・16年度に比し3億2・992万2千円（O・8％）の減キなってい乱これは・諸

　支出金の増があるものの、医療諸費の減によるものであ尋。

③老人保健医療会計は、高齢者の医療に係る経費の明確化を図るために設置されたもので

　あり、その趣旨に沿って適正に執行されていると認められる。

・7　介護保険事業会計歳入歳出決算

（単位＝千円・％〕

区　分 ユ7年度 三6年一度一 、15年度 14年度 13年度

歳入総額
23，747，i83

2台，865，身70 20，809，6－22 ・18，4n，ユ90 ．16，706，棚

歳出総額
23，15ユ，056 22，436，8／2 20，630，257 18，353，463 王6，583，962

形式収支額 596，127． 428，458． 179，365 57，727

（歳入歳出差引額）
王22，章35

翌年度に繰り越すべき財源
o o o o o

実質収束額・ ．596，127 428，458 王79，365 ．57，727． 122，835

単年度収支額 167，669 一249，O筥3 王21，638 △65，108 △45軍，048

収　納　率
95，2 95．5 96．！ 97．1 97．9

①　制度創設の12年度から歳入・歳出総額舛毎年増カロし、13年度と比較しても歳入で42．！％。

　の増、歳出で39．6％の増となっている。これは、65歳以上の第i号被保険者の増加に伴う

　要介護認定を受けた人の増加等によるものである。

②歳入総額は、ユ6年度に比し8億8，王91万3千円（3．9％）の増となっている。これは、諸

　収入の減はあるものの、支払基金交付金、繰入金、国庫支出金等の増によるものである。

　　歳出総額は、16年度に比し7億ユ，424万4千円（3．2％）の増となっている。これは、総

　務費の減があるものの、保険給付費の大幅な増によるものである。

③収入未決額は、ユ億4，07i万1千円で、ユ6年度に比し．840万5千円（6．4％）の増となっ

　ている。

④　介護保険給付費準備基金の年度末現在高は、3億9，333万7千円で・16年度に比し5億

　6，358万5千円の城となっている。これは、新規積立てと利子相当分の積立てによる増が

　あるものの、保険料軽減のため基金を取り崩したことによるものである。

⑤　保険料収納率は95．2％と．、16年度に比しO．3ポイント低下し、4年連続の低下とな「てお

　り、工3年度と上ヒ較すると2．7ポイントの低下である。保険料収納率向上ぽ・負担め公平は

　もとより保険財政の安定化の観点から重要な課騨であり、未納者解消に向けた、さらなる

　取組みの強化を望むものである。また・居宅介護支援費や訪問介護琴の不正請求防止のだ

　めあ事業者への調査・指導等、歳出抑制についても、なお一層の努力を期待するものであ

　る。

⑥介護保険事業会計は、その事業運営に関する経費の明確化を図るために設置されたもの

　であり、その趣旨に沿．？て全体としては適正に執行されていると認められる。

一ユ2一 一王3一



8　まとめ

　（1）総合白勺判断

　　平成17年度の日本経済は、平成14年初頭からの緩やか卒景気回復局面を持続し、踊り場か

　らの脱却に向けた動きが現れ始めた時期であっれ杉並区の財政状況も徐々に好転する中で・

区は区政を取り巻く環境変化や時代の要請に的確に対応するため、改定された「すぎなみ五

つ星プラン」（基本言十画・実施計画）に基づき、新たなスタートを切った年てあっ1た。

　　「予算の編成方針とその概要」で述べられているように・「すぎなみ五つ星プラン」に掲げ

　られた「人が育ち、人が活きる杉並区」をめざし、地域社会の活力．再生に向けて「人を割る」

　ことを重点に据え、「いきいき元気に生涯現役」、「地域ぐるみで教育立区」、「安全・安心24時間

365日」の3分野を重要施策．として、予算が編成され、区政運営が行われた年でもあった。

　　重要施策とされた3分野それぞれにおいて施策の推準が計画的1F図られる一方・9月4日

　の集中豪雨に伴う水害への対応として補正予算を編成し・緊急対策も講．じられれ

　　また、17年度は見直しが行われた行財政改革大綱及び第三次行財政改革実施プラン（スマー

　トすぎなみ言十画）の初年度であり、従来の取組み成果の上に立って、改革がさらに着実に進

展していることが見受けられた。

　　財政指標から区の財政状況を見ると、財政構造の弾力性を表わす経常収支比率は、78．O％

　（前年度88．4％）と前年度に比しユO．4ポイント低下し、適正水準といわれる70～宮0％を達成し

　た。また、同じく財政構造の弾力性を表し、起債制限を受ける基準ともなる公債費比率は、

7．6％（前年度王ユ．8％）と、前年度に比し4．2余インド低下し、財政硬直化の要・注意≒々ンと

．されるユ5％を大きく下回った。一 熕ｭ運営状況を判断する実質収支比率は6．4％（前年輩5．2％）

　であり・望ましい一キされる3～5％・を超えることとなったが・実軍収支額の増加は・財源の

有効活用面での問題もあることから、適正な範囲にとどめることが望ましい。

　　なお、経常収支比率の改善は、主に算式の分母となる特別区紋財政調整交付金等の経常

一般財源が大幅に増加したことによるものである。また、公債費比率の改善は、分母と一 ﾈる

標準財政規模が増となり・分子では減撹補てん債ρ一括償還額が減少・したことによる。仮に・

平成7年度発行の減税補てん債16億円余を一括償還しないで借換えたとすると、経常収支比

率は76－4％、公債費比率は6－1％となり、さら．に低下するこ。とになる。

　　減債基金を活用．した減税補てん．債の一括償還を行らだ結果、王7年度末の特別区債残高は

578億円余となり、i3年度から見ると254億円余も減少した。また、積立基金全体では17年度

末で420億円余であわ、前年度より65億円余の増加、財政調整基金については48億円余増加

　の195億円余となっ一でし．・る。これらは、将来を見すえた堅実な財政運営に努めたことの表れ≒

　といえる。

　一方、平成18年版「経済財政白書」は、今後の・日本経済について、「2005年央には、踊り

場的な状況を脱し、企業部門・家計部門、海外部門がバランスよく回復する中で、順調に回

復を続けている」と述べている。また、8月の月例経済報告も景気の基調判断を、本年2月

に上方修正した「回復している」で据え置き、回復基調を維持しているとしたが、米国経済
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の動向や原油価格の高騰などの不安要素もあることから、区としては、今後とも慎重な財政

運営が求められるものである。

　また、定期監査等において、契約に係る事務処理に適正を欠くことによる指摘事項及び予

算の執行手続き、土地・建物の管理等に係る注意事項が見られたが、その後ほとんどの事項一

について是正措養が図られ、加えて、監査結果に基づく破修も実施されている。

　各時眉絵書手については別途個別に判断したとおりである。

　以上から、平成工7年度の決算を総合的に判断すると・全体としては適正である。

　（．2）　区政運営についての意見・・要望

　　「すぎなみ五つ星プラン」を実現し、活力ある地域社会を築いていくためには、区が「自

立した地方政府」としての基盤を固め、「自己決定・自己責任」という基礎的自治体として

の機能を発揮していくことが重要である。

　そうしたことから・まず「スマートすぎな亭計画」で掲げた3つの戦略目標で李る・「経

営改革の目標」、r財政健全化の目標」・r職員定数削減の戸標」の達成に向け、．改芋の歩争を

更に着実なものとするよう、一層の努力を望むものである。

　また、「三位一体改革」は、現在のところ極めて不十分な内容と言わざるを得ない。．税源

．移譲をはじめとする分権改革を実効あ一るもの一とするため、さらなる取組み。の強化を望むもの

である6あわせて、超過負担の解消についても格段の努力を要望する。

　平成12年度の都区制度改革で積み残された「財政調整主要5課題」も未解決の状況にある。

区が基礎的自治体としての責任を果たしていくうえにおいても、自主財源の確保は極めて重

要な課題であるため、区長会及．び議会等の力を結集し、今後とも全力を挙げて解決に取組ん

でいただきたい。

　さらに・行財政基盤の強化の観点から、次の点に留意されるよう要望す乱

①特別区民税や国民健康保険料、貸付金などの収入未済額の合計は、前年度よりも減少し

　た一とはいえ色。億円近くに上る。この間の収納率向上への取組みを評価するものの、歳入の

　確保及び負担の公平の観点から、より一層収入未済額及び不納欠損額の減少に向け努力さ

　れたい。

②　財政援助団体等への補助金総額は40億円を超え、団体数も1700団体を超えている。今後、

　漉働化が一層推進されていく中で、補助金交由の有効性や合理性、区民サービスの質の確

　保の観点からの検証と併せ、個人情報の管理を含む適切な事務処理について十分な指導・

　一監督を望むものである。

③　成果重視のより質の高い区政の実現を目指すために・職員の能力開発・コスト意識の向

　上を図るとともに・点検体制を中心とした内部統制の強化に一層取り組まれたい。．また・

　職員の健康管理にも十分配慮されたい。

④　今後増加が見込まれる区有施設の改築需要、職員の退職増及び突発的災害等に備えるた」

　めの努力は認められるが、将来を見すえた組織横断的な行財政運営に、より一層努められ

　たい。
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各会計決算審査の概要
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表（1）各会計男臓入歳出決算額の推移

17年度 王6年度

区　　分
工5年度

決算額． 構成比 指数 決算額 構成比 ・指数 決算額一 構成比 指数

歳入 王38，707，940 55，9 91．3 147，375，859

H42，036，693

58，1

T7．4

冒7，0

X7．ユ

130，OOO，874

P24，079，517

55，6

T4．7

85，5

W4．8一般会計 歳出 132，235，042 55，2 90．4

差弓1額 6，472，898 75，7 ユ13．4・ 5，339，166 83．7
9315

5，92王．357 邑3．一7 103．7

歳入． 45，023，246 18．2 王26、ユ 4ユ，580，31ユ 16．4 圭16．4 40，826，026 17．・4 114．3

国民健康保
ｯ事業会計 歳出 43，606，099 18－2 王25．o 4ユ，080，三04 ユ6．6 117，8

T9．6

39，90宮，761 17．6 ユ14．4

P09．2差引額 1，417，147 ・16．6 168．9 500，207 7．8 916，265 12．9

歳入 40，458，672 ユ6．3 91，7

X1，8

V1．O

40，838，3台6 ユ6．1 92．6 41，264，909 17，6

奄X．2

93，5

X3．6老人保健
纓ﾃ会計 歳出

{弓1額

40，398．106

@60，566

王6，9

O．7

工6，5 宮2．5 41，203，38240，728，028

@豆10，308 1．7 ユ29．2 6ユ，527 一〇．9 72、王

．歳入
oo olo

o．o 1，059，OOO o．4 1王．6 正，083，OOO O．5

O．5．

1王．8

P1．8用地会計 歳出 o．o o．o ユ，059，OOO P．4 ］．I．6 1，083，OOO

差引額
o

o．o
皿

o o．o
］

o o．o
一

歳入 23，747，183

ﾎ3，151，056

9．6

X，7

8．9 124，6142．1

P39．6

22，865．270

Q2，436，8王2

9，0

X，1

ユ36．9

P35．3介護保険
幕ﾆ会計

20・郷・622

Q0，630，257 9．ユ 三24．4歳出

{弓1額 596，ユ27 7，O 485．3 428，458 6．7 3者8。阜 一179，365 ．2．・5 1．46．O

歳入 247，937，041 ユ。o．o 98．5 1oo．o　96，2

@95．4
｡　i26．5．

253，7ユ8，776 100．O 233，984，43王 90．8

総　　額 歳出 239，390，303 王OO．O 247，340，637 100．O 富8．6 226，905，917 ユ。o．o 90．4

差引額 8，546，738 100．O 6，378，139 100，O 94．4 7，078，514 至。o．o 104．8

（注）指数は、13年一度をユOOとした。

①　1般会計は、歳入・歳出ともユ4年度羊みに縮小した。この5年間では、ユ5年度年最小に卒っ

　てい．る。

②国民健康保険事業会言十は、歳入・歳出≒も13年度から見て拡大し続けている。

③　老人保健医療会言†停、歳入・歳出とも13年度から見て縮小し続けてい一る。

一④．用地会計は、用地g取得や資金の償還がなかったため、予算は計上されていない。

⑤一介護保険事業会計は、歳入・歳出．とも13年度から見て大幅に拡大し続けている。

⑥総額では、歳入・歳出とも16年度に比し縮小したが、ユ5年度よりも拡大している。

（単一位：千円’％）

ユ4年度 13年度

決算額 構成土ヒ 手旨数 決算額． 構成上ヒ 指数

137，24i，134 58．2 90．3 王51，993，773 59．O ユ。o

132，901，106 57，7 90．9 146，285，345 58．3 ！00

4，340，028 77．2 76．o 5，708，428 84．5
loo

36，377．王40 15．4 ユ01，9 35，71王．264 13．9

35，673，980 15．5 102．3 34，872，392 13．9

ユ00

H00

P00703，16C 王2．5 83．8 838，872 12．4

42，849，123 18．1 97．1 44，11王，810 17．王 100

､OO42，328，661 18．3 96．王 44・026・4戸g 17一D6

520．’462 9．3 609．8 85，351 1．3 100

1，107，OOO o．5 12．1 9，143，259 3．5 100

王，107，OOO O．5 12．1 9，143，259 3．6 王。o

Pooo
o．o

皿
o

o，o

王8，411，190 7．8 1！0．2 王6，706，797 6．5
100

i18，353，463 8．O 王10，7 16，583．962 616 工00

P0057．727 且．o 47．O 122，835 1．8

235，9岳5，一 T87
100．O 9王．6 257，666，903 100．O

100

230，364，210． 王。o．o 91．8 250，911，4王7 100．O ユ。o

5，62工，377 100．O 83．2 6，755，486 王。o．o 100
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1財政事情
（｛）　決算収支の状況

　表（2）決算収支の推移

至7年度一 王6年度一 ！5年度
区　　　分

金額・ 指数 金額 携数 金額 指数

歳　　　入　　　総　　　額 138，707，940 9！．3 147，375，859一 97．O 130，OOO，874 85．5

歳　　　出　　　総　　　額 ユ32，235，042 90．4 142，036，693 97．工 124，079．5王7 84．8

形式収支額（歳入歳出養弓1額〕 6，472，呂98 113．4 5，339，166 93．5 5，921，357 103，7

継続費逓次繰越額 o
’

o
■

o o

翌年度へ繰り

zすべき財源

繰越明許費繰越額 414，OOO 呈09．o ユ54，532 40．7 248，OOO 65．3

事故繰越し繰越額
o

’
o

一
o

」

計 414，OOO 109．O 154，532 一40．7 248，OOO 65，3

実　　質　　収　　支　　額 6，058，898 106．ユ 5，184，634 90．8 5，67書。357 99．4

単年度収．支額
874，264 一 A488，723 I L713，041 一

（注）　ユ　17年度の繰越明許費繰越額には、他に未収入特定財源が6，700万円ある。

　2　指数は・13年度を100としれただし・翌年度へ繰り越すべき財源の．指数は・！4年度を100とし㍍

　①形式収支額・実質収支額はともに、この5年間で最大になり、60億円を超えている。

　②単年度収支額は、当該年度の実質収支額から前年度の繰越額（実質収支額）を控除した

　　ものであり・隔年で黒字・赤字となってい乱

　（2）予算執行の状況

　表（3）予鈴執行の推移

17　　年　　度． 一ユ6．　年　　度 15　　年　　度
区　　分

金　　額 指数・ 金　　額一 指数 金　　額 指数

予算現額㈹ 王S8，999，417 92．6 147，072，71ユ 98．O 129，2ユ9，684 86，1

138，707，940 91．3 147，375，859． 97．O 130，O00，874 85．5．
歳　　決一算額帽〕

@　差弓1額B〕一㈹
?．

△2筥1，477 I 303，148 ■
78王．王89

■

・収’入　率 99．8 一
ユ。o．2

■
ユ。o．6

■

138，999，4王7 92．6 147，072，7王1 98．O 129，210，684 86，1

　■ﾎ1決算額①〕 ！32，235，042 90．4 王42，036，693 97．ユ 王24，079，517 畠4．8

差弓1鶴O一の〕 6，764，375 175．3 5，036，018 130．5 5，140，167 王33．2

翌年度繰越額 481，OOO 116．8 王54，532・ 37．5 248．OOO 60．2

出不用額 6，283，375 162，8 ・4，881，486一 120．5 4，892，167 至26．8

一報　行　率 95．1 … 96．6
． 96，O 一

・（注）指数は、13年度を王OOとした。ただし、翌年度繰越額の指数は、14年度を王00とした。

　①・収入率は、一この5年間100％前後を推移している。

　②・一不用額は大幅に増加し、この5年間で最大になっている。一方、歳出予算の執行率はこ一

　　の5年間で最も低くなっている。・

山20一　一一

（単位＝千円）

王4年度 王3年度

金額 指数 金額 指数

137，241，134 90．3 151．。993，773 100一

132，901，工06 90．9 王46，285．345
100

4，340．028 76．O 5，708，428 100一

。

■
o

一

379，712
100 o

■

o
■

o
一

379，712
100 o

’

3，960，316 69．4． 5，708．428
100

△1，748．112 一 1，2ユ5，182 ⊥

（単位＝千円・％）

14　　　年　　　　度 13　　　年　　　度

金　　　　額 指数 金　　　　額 指数

137，996．087 二g1．邊 150，144，954．
100

137・24ユ1王34． 90．3 151，993－773
100

△7541953 … L848，819 1

99．5 …
呈01．2 1

137，996，087 91．9 王50，144，954
100

13Zg01，ユ06 90．9 王46，285，345 10．o

5，094，98ユ 王32．O 3，859，609 王。o

4王1，7工一2
1oo o I

4，683，269 王2王．3 3，859，609 王。o

96．3 一 97．4 ∵

一2正一



（3）資金事情
表（4）一般会計の各月別収支状況

（単位＝千円）

区　分
収　　　　入
@　　　㈹

支　　一・出

@　　　帽〕

月男I」収支

P0＝㈹一幅1

月末残高

@　①〕

17年4月 5，833，424 6，942，780 △王，！09，356 △ユ，109，356

5月
4，÷18，936

5，432，936 △714，OOO △1，823，356

6月 12，75ユ，905 王O，651，799 2，玉OO，106 276，750

7月 10，265，359 6，622，636 3，642，723 3，919，473

・8月一

王3紙78字 7，075，815 6，369，967 10，289，440

9月 13，210・，・579 12，282，797 927，782
1王，2土7，圭22

王。月 10，238，522 8，400，457 1・838・O戸5 13，055．身8字

11月 8，590，390 6，724，336 1，866，054 王手・9211341

12月 12，074．27昌
．．．．

P1，755，822 318，456 15，239，797

王8年1月 7，525，602 6，259，166 1，266，436 16，506，233

2月 8，238，134 6，957，989 ユ．280，145 17，786，378

3月 22，960，230 36，163，504 △13．20312㍗ 4，583，104

4月 4，58王，146 7・，789，50ユ △3，208，355 ユ，374，749

5月 4，2〒3，653 △824，496 5，098，至49 6，472，898

…十 138，÷071940 132，235，042 6，472，898 …

（注）表ほ一般会計のみの蚊皮状況であ乱月末残高が赤字とな？た月があるが、こg不足分は・会計総合（月々の資金収支に

　支障をきたすことのないように、一般会計、雑部会及び3つの特別会計の合言千額で運用するもの）の資金運営でまかなわれ
　ている一。

表（5）会計総合の月末残高及び保管状況
（．第位二千円）

区　分 萱…1債及び資産
S保証券等㈹

・普通預金及び
磨@座　預　金　1Bl

つ　り　銭　及　び
ｼ　　替」　金　　O

　　月末残高一
oD　　＝　　㈹　　十　　＝B〕　十　　｛O

17年4月
o 3，336，1王9 3，636

3，339，755一一

5月 o－

潤D

7，985．597

V，41了，078

3．616

R，616

7，989．213

V，420，6946月

7月
一〇

ユ2，38ユ，636 3，616 12，3岳5，252

8月
o ユ2．6181404

3，61β 12，622，020

9月 ユ4，969，846 3，616 14，973，462
oo

12，929，806 3，616 12，933，42210月

@0
､1月

o
16，74］，525 3，626 16，745，15王

8，755，476 3，626 12，314，998　ユ2月

P8年1月

3，555，8宮6．

3一，577，894 ．9・1則86 3，626 12，697，506

2月 1，96ユ，966 ユ4，167，757． 16，工33，34筥3．626

R，5563月 937，941 王3，044ヨ902 ユ3，986，399

4月 ．o 9，57王，622 3，578 9，575，200

5月
o

王1，759，024 3郡 王互，762，602

（注）　ユ　会計総合の採用により・各会計間の運用金の繰替は必要なくなった。

　　2。各会計と雑都金に属する全ての資金の合計である会言十総合の保管状況である月末残高は、出納整理期間の各年功月

　　　と与月には2か年度分を含むものにな乱内訳は次のとおりであ・乱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位＝・千円）一

．区　分 16年度分 17年度分 王8年度分一 計

17年4月
（出納整理期間）

@　△490．218
3，829，973

■
3，339，755

5月
（出納整理期間）

@　6，378，榊
一1，61王，07＃ 1 7，989，213

18年｛月
一

（出納整理期問）

@　4，797，277
4，777，923

9，575，2dO

5月 …

（出納整理期間）

@　8，546，738

3，215，864一
三L762・692

一22一 一23川



（4）財政構造
表（6）一般財源と特定財源の推移 （単位＝千円・％）

17年度 16年度 15年度 14年度 13年度
区 分

決算額 決算額 決算額 決算額 決算額
」 般 財 源 113，560，876 1王8，803．亘04 101，780．785 王09，726，296 108，889，782

（構成比） 8王．9 80．6 78．3 B0．O 71．6

（指数） 104．3
109．豆一

一I

№R．5 100．8
100

特 別 区 税 55，469．572 53，452，864 55，王49，074 56．O0！、242 55，997，065

地 方 譲 与 税 2，793，601 I，848，8王9 921，259 878，238 872，629

一利子割交付金
958，998 ！，034，3ユ2 1，219，章87 1．乞75．263 4，097，654

配一当割交付金 453，716 270，6ユ7 一 川 ■

株式等譲渡所箒割交付金 666，054 282．至79 … ■ 一

地方消費税交付金 5，350，19！ 5，778，668 5，137．717 4，590，638 5，264，582

自動車取得税交付金 1，070，408 1，OユO，927 1，124，779 914，74王 1，032，042

地方．特例交一 ｺ金
．4，979，21言 5，062，558 5，王70，O03 5．07管，335 5，OOO，535

特。別区財政交付金 34，017，206 29，ユ60，437 27，519，383 26，530，889 30，／68，453

交通安全対策特．剃交付金 8箇．415 87，043 92，170 86，8王9 87．799

株式配当金等（非1） 1王．295 1王，295 8，046一
4，一 W29 12

一一
ﾊ 寄 附 金

768 829 228，351
875 970

減債基金繰入金等（＊2） 1，718，800 5，579，200
o 7，000，OOO 370．OOO

繰 越 金（除＃5） 5，王84，634 5，673，356 3，960，316 5，708，427 4，493．．246

収益事業収入（曲3）
o

50，OOO 50，OOO 55，OOO ／04，795

減税補てん債（＃4） 800，ooo 9，500，OOO 呈，200．ooo 1，300，OOO 1，400，OOO

特 定 財 源 25，147，064 28，572，755 28，220，O宮9 27，514，838 43，103，991

（構成比） 一18．1 19．4 21．7 20．O 28，4

（指数） 58．3一 ・66．3 65．5 63，8
100

分担金及び負担金 1，583，218 一ユ，602，836 L158．191 1，226，至27 1，180，063

使用料及．び手数料 3，125，榊 3，O呂5，156． 3，178，130 4，193，765 ．4，305，851

国 庫 支 出 金 12，253，863　、ユ3，604，456． 12，89ユ．586 10，606，377 ユO，451，529

都 支 出 金 5，870，907 6，568，495 6，740，655 6．1ユ9，15至 7，834，857

財 産収入（除＊王） 239，905 362，708 29毛560 1，739，508 136，855

指 定 寄 附 金 2工，744 128，9王5 36，938 ・22，492 ユ7．831

繰 入 金（除＊2） 616，712・ 499，026
28L247 18，459 255．486

繰越明許費繰越金（＊5） 154，532 248，OOO 379．7王2
o 294，433

諸一 収 入（除＊3） 1，273，390 1，702，163 1，720．080 2，027、王08 ！ユ，620．340

．特 別区債（除＊4） 7，ooo 771，OOO 王．538．ggO L561，847 7，006，742

合 計 138，707，940 王47，375，859 130，OOO，874 137，241，134 15L993，773

（注）1　指数は、．13年度を100とした。
　2　（ヰ王）財産収入のうち、株式配当金・有価証券利子は一般財源で、これらを除く財産収入ぽ特定財源、（＊2）減債基

　　金・廃止した基金牟らの繰入金は一般財源、これらを除く繰入金は特定財源、（＊3）収益事業収入は一般財源、これを

　　除／諸収入は特定財源・（・・）減鱗てん劇ま一般財源・これを除／特別区債は特甲源・（．点5）繰越野琴繰越金ポ

　　特定財源、これを除く繰越金は一般財源であ乱．

　　①　一般財源の構成比は、16年度に比しユ．含．ポイント増加し・この5年間で最大になって

　　　いる。一

　　②一般財源の特別区財政交付金は、ユ6年度に比し48億5，676万9千円増となっそいる。

　　　これは、交付金の原資となる市町村民税法人分の大幅な増収と、一交付金算定の基礎とな

　　　る基準財政需要額が増額されたことによるものである。
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表（字）自主財源とその他財源の推移
（単位：千円・％）

！7年度 工6年度 15年度 14年度．　！3年．度’
へ　区　　分

決算額 決算額 決算書蔓 決算額　決算額一
自　主　財　源
@　　　（構成比）

@　　　（指数）

69，400．363

@50，0

@88．工

。72．3961348

@ヰ9，1

@91．9

66，444．645

@51，1
@84．3

77，997，835．　　　　　78，776．949

@56．8　　　　5主．8

@99．0　　　！00

特．別　区　税 55，469，572 53，452，864 55，149，074 56，O01．242　　　　　55，997．065

分担金文び負担金 1，583，218 王．、602，836 ！，158，191 1，226．／27　　　　　　1．ユ80，063

使用料及び手数料 3，125．793 3，085，156 3，178．i30 1金工93．765　　4305．852

一財　産　収　入 251，200 374，O03 302，606 1，744．336　　　　　　　　136，867

寄　．　附　　金 22，512 129，744 265．288 23．367　　　　　　　　　　18．801

繰　　入　　金 2，335，5王2 6，一078，226 281，247 7，018，459　　　，　　　　625．486

繰　　越　　金 5，33S，脇 5，921，356 4，340．028 5，708．427　　　　　　　4，787，67管

諸　　収　　入 1，273，390 1，752，ユ63 1，770，080 2，082．108　　　　　　11，725，i35

そ一

ﾌ他買オ源
@　　　（構成比）

@　　　（指数）

69，307．577

@50，0

@94．7

74，979．511

@50．9
@102．4

63，556．229

@48，9
@86．8

阻243－299．　73，216．824

@43，2　　　　　　　　　　　48，2

@80．9　　　100

地方譲与税
2，793，台01 1，848，819 921，259 ミ≡78．238　　　　　　　　872，629

利子害1」交付金 958，998 ．L034さ3王2 1，219，687 ユ，575．263　　　　　　　4，097，654

配一 槙ъ�t金 453，716 270，617 ’ ■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■

株式等譲渡所得害一交一 t金 666，054 282，王79 ’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o ．

地方消費税交付金 5，350，ユ91一 5，778，668 5，137．717　　　4，590．窃38 5，264，582

自動車取一 ｾ税交付金 至，070，408 王，010，927 1，ユ24．779　　　　　　　　914．741 1；032，042

地方特。例交付金 4，979，218 」与，O窃2，55呂 5、王70．O03　　　5，079，335 5．OOO，535．

特別・巨財政交付金 341017，206 29，160，437 27，5王9．383　　　　　　26，530，889 30，168，453

交通安全対策特別交付金 86，415 87，043 92，呈701　　8州9 87，799

国庫支＝出金 12，253，863 13，604，456 12，891．586　　　　　　10，606．377 1O．451，529

都　支　出　金 5，870，907 6，568，495 6，字40．655　　6，i19．撤 一7，834．857

807000　　　　　　工027王OOOさ　1　　一’ 2，738．989　　　2，86王．847 8，406，742

合　　計 138，707．940　　　　　147，375，859 ユ30，OOO，874　　　　　ユ37，241，！34 ユ51，993，773

（注）指数は、工3年度を100とした。

①　自主財源は、決算額で王6年度に比し29億9，598万5千円減少しているが、構成比では

　O．9ポイント増加している。

②自主財源の特別区税は、至5年度出王6年度は減少傾向にあったが、当該年度は増加に転

　じている。

③自主財源の繰入金は、ユ6隼度に比し37億4，27ユ万4千円減少し一でいる。これは、主に

　減債基金繰入金の減（38億6，040万円）によるものである。

・φ　その他財源の地方譲与税は16年度に比し今億4，478万2千円の増になっている。一これ

　は・r三位デ体改革」による所得譲与税の増（9億6，215万4千円）によるものである。
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表（8）．性質別経費の推移
（単位＝千円・％）
、　■　］　　■　■　一　一　　1一’

17年度 16年度 15年度 一三4年度 13年度
区 分

決一 Z額1決算額1決算額 決算額 決算一 z
消一

?的経費
@　　　（構成比）

@　　　（指数）

94，157．530

@71，21
@　≡@90，21　　＝

93，391．9941出OO，974
@　1．　65．8■　　　74，1

@89，5　　　　　　　　　　　　88．王　一

92，272．173

@69，4

@88．4

王04，364．574

@71．3
@100

　　≡41，245，042！

i28，893，897）

41，855，889

i29，433，595）

43，061，465一

i30，工06，403）

43，909，539

i3王，881，890）

45，634，401

i32，735，857）

22，6王1，192 21，975，753 21，508，972 221334，226 32，576，667

．人　　件　　費

@（職一一員給）

齦ｨ　件　費
ﾛ持補修費
}　　助　　費

竢部?．等

1，027，606 1，066，923 963，293一 940，476 1，303，882

22，O01，444 21，045，584　　　　－　19，工02，144 王7，780．574 17，2ユ2，759

ア，272，246 7，447，845 7，265，200 7，307，358 7，636，865

投資的経費
@　　　．（構成比）

@　　　（指数）

7，554．544

@5，7

@42．O

10，5字2．721

@7，4
@58．8

11，061．256

@8，9
@61．5

工O，024．846

@7，5
@55．7

17，993．865

@12．3
@100

普通華設一事業費 7，458，250 101572，7睾1 11，061．256 10，024，846 17，993，865

災害復1日事業費 96，294
o o o o

その他経費
@　　　（構成比）

@　　　（指数）

�@　債　　賢

30，522，968

@．睾3．1

@127．6

38，071．978

@26．8

@159．1

2王，王17．286

@17．O

@・88．3

30，604．087

@23，O
Dユ27・．9

23，926，906

@一王6．4

@100
9，342，874 22，171，749 9，脇，685 9，999，058 9，953，946一

一9，278，187 4，886，478 330，996 10，994，709 4，609，441

投資及び出資・貸付金 王61，674 184，332 252．258 一4省4，944 283．529

繰 出 金 11，740，233 10，829，419　・10，968，3垂7 9，145，376 9，079，990

合 計 131，235．0421，142，036．693　124，079．517　132，901，106 146，285，345

（注）指数は、13年度幸ユOOとした。

　　①消師経費は、1・年度から見て増加傾向にあり、当該年度は1・年度に次いで多／な二

　　ている。
　　②1出費的経費の人織1・畔度か1見て減少！続けて／べれば・主に甲員数の減≒

　　少によるものである。

③て㌘費は’干度間の差が大干いカ＼決㍗成比と年この5朝下訓こなつ

・二！1一．

表（9）義務的経費と政策的経費の推移
（単位＝千円・％）
、　！　山　■　＝　一　一　　■1」

一分 ユ7年度 16年度 15年度 14年度 13年度
区

決算」額 決算額 決算額 決算額 決算額．

義 務的 経費・
i構成比）

i指数）

72，589．360

@54，9

@99．7

85，073．222

@59．9

@116．9

7ユ．729．294

@57．自

@98．5

711689，i7！

@53，9

@98．5

72，801．106

@49．8

@王。o
人 件． 費 41，245．042 41，855，889 43，06L・465 43，909，539 45，634，40王

扶一一 助 費 22，O01，444． 21，045．5β4 ユ邊，102，144 17，780，574 17，212，759

債 費 9，342，87卑 22，171，749 9，565，685 9，999，058 9・郷・94石

政 策的 経費
i構成比）

i指数）

一59，645．682

@45．王

@81．2

56・戸63，47王

@40．工

@77．5

52，350．223

@42，2

@71，2

61，21王，935

@46．ユ

@83，3

73，484．239

@50．2

@工。o
物 件 費 22，611，192 21，975，753 21，508，一 W73

22，334，226 32，576，667

維持補修費
1，027，606 1，066，晦 963，293 一940．476 1，303．882

補 勤 費 箏 7，272，246 7，447，845 一7，265，200 7，307，358 7，636，865

普通建設事業費等 7，554，544 10，572，721 1ユ．06王，256 10，024，846 1ア1993．865

≡　．

積 立 金 9，278，187 4，886．478 330，996 10，994．709 4，609，44王

投資及び一 o資・貸付．金 至61，674 184，332 252，258 464．944 睾芦3・529

繰 一出 金 1王，740，233 10，829，419 10，9石8，347・ 9，145，376 9，079，090

合 計 王32，235．042 142，036，693 124．07邊，517 132，901，106 146，285，345

・（注）指数は、！3年度を100とし走。

　　①　義務的経費は・ユ6年度に比し至24億8・38g万2千円減少したが・決算額・構成比ともこ

　　　の5年間の中位となっている。

　　一②　義務的経費の扶助費は、13年度から見て増加し続けている。これは主に生活保養費の

　　　増に幸一るものである。

　　．③一義務的経費の公債費は・ユ6年度に比し128億1，88・万1千円減少し・こg．5年間で最小

　　　にな一でいるll・年即減税構てん債の倍娃え・一減甲補てん債の一括償還等の影尋によ

　　　り突出していた。．

④、練∴ユr年度と蝉少し㍗6年度に1加に転ら当該年度も26億

　　．⑤政策的経費め積立金ぽ・1・年度に比し・1億・・1・q万1千円増加した。これは・主1こ施

　　　設整備基金、財政調整基金へあ積立金の増…こよるものである。
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卒㌧⊥uソハー1†買以U撒員鍬り佃牧 （単位＝千円・人）

　　　　　　≡諱@　分　1　　　　　　I 王7年度 ！6年度 15年草 」1珪年度 13年度
人　　件　　費 41，245，042 41，855，889 43，06王，465 43，909，539 45，634，401

人件費比率 I 31．2 29，5 34．7 33．O 3ユ．2

職　　員　　数 3，945 4，046 4，ユ7ユ
屯110　1　　　　，

4，445

（5）人件嚢の状況

表（ユO）人件費及び職員数の推移

（注）　王　人件費は、一般会言千歳出の第8款「職員費」と、議員やパートタイマーの報酬1などの合計額であ乱

　　　なお、一般会計ぺ一スでの人件費は、統一した算出方法がないため他の自治体との比較は困難であ乱

　　2　職員数は、一般会計における一般職費数である。

　　②　人件費は、王3年度から見て減少し続けている。これは、主に職員数の減少によるもので

　　　ある。

　一②人件費比率は・王6年度に低下したが・当該年度は上昇．し㍍これは・人件費の減少にも

　　　かかわらず・歳出総額が大きく減少したためであ乱

　　③　職員数は、13年度から見て減少し続けている。これは、行財政改革推進計画に華づき計

　　　画的に削減しているものである。

　　（6）人口・世帯当たりの状況

　　　奉（1ユ）人口。世帯当たりの歳入歳中決算額の推移　　　　　　　　　　　（単位、千円）

人　　　　口
人ロー人当たり 人ロー人当たり

区　　分 歳入決算額 歳出決算額
歳入決算額 歳出決算額

世　帯　数
世帯当たり 世帯当た一り

歳入決算額 歳出決算額
　　　人52昌一417

262．5 250．2

王7年　度 王38－707，940 132，235，042
　　　世帯290，882

476．9 454．6

　　　人524－819

280．8 270．6

ユ6年　度 王47，375，859 ユ42，036，693
　　　世帯287，106

5ユ3．3 494．7

　　　人524，012

248．1 236．8

ユ5年　度 130，OOO，874 124，079，517
　　　世帯285．396

455．5 434．8

　　　人522，王55

262．8 254．5

14年　度 137，241，134 132，901，106
　　　世帯282，623 48516

470．2

　　　人51目！56i

292，5 281．6

13年　度 工5L993，773・ 146－285，345
　　　世帯279．017

544．7 5牲章

（注）人口及び世帯数は、当該年度末の翌日（4月ユ日）現在の住民基本会媛登録者数及び外国人登録者数の合計である。

　　①一人口及び世帯数は、工3年度から見て増加し続けている。

　　②人ロー人当たり歳入決算額・歳出決算額は、13年度から見てi5年度まで減少一し続けてい

　　　たが、王6年度は増加し、当該年度は再度減少した。世帯当たり歳入決算額・歳出決算額も・

　　　同様な動きになっている。

．一 Q8一

表（！2）人口・世帯当たgの特別区民税決算額及び特別区停年度末残高の推移（単位＝千円）

人　　口
一人ロー人当たり ’人ロー人当たり特

特別区民税 特　別　区　債
特別区民税決算額 宕一」区債年軍末残高

区　分 決　　算　　額 年度末残高
世帯数

遺構当たり 世帯当たり糊■」区

特男1」区民税決算額 債隼度末残高

（57，894，800）
　　人528，417

99．一5 （109．6）　109．6

！7年度 52コ558，892
57．8941800 2筥O，882世帯 180．7 （王99．O）　199．O

（64，763，棚）
　　人524，8i9

96．1 （王23．4）　123．4

16年度 50，430，502
6唖，763，597

287，王06世帯 ！75．7 （225．6）　225．6

（75，60王、3王2） 5皇毛012人 今9．5 （144．3）　142．3

主5年度 52，149，857
74，555，939

　　世帯285，396

王82．7 （264，9）　26ユ．2

（81，040，522）
　　人522．155

10！．6 （155．2）　15ユ．2

14年度 53，071，979
7＆939，463一 282，623世帯 187．8 （286．7）　279．3

（86，533，596）
　　人519，56王

102．O （166．6）　一160．5

13年度 53，013－269
83，366，595

279，017世帯 190．O （3ユO．王）　298．8

（注）　王　人口及び世帯数は、当該年度末の翌日（4月1一日）現在の住民基本台帳登録者数及び外国人登録者数の合計であ。る・

　　2（）内は、用地会計分を含んだものである。

　　　①入口丁人当たり、及び世帯当たりの特別区民税決算竿はともに、ユ3年霞から見て16年

　　　　度まで減少し続けていたが、当該年度は増加に転じた。

　　　②人ロー人当たり、及び世帯当たりの特別区債年度末残高はともに、ユ3年度か．ら見て減

　　　　少し続けている。

　　（7）　債務負担行為

　　一表（互3）債務負担行為の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単硅＝千円）

当該年度債務負担 翌年度以降の支出件数

区　　分
行為件数及び限度額

及び予定額
（当該年度分の支出後）．

ユ7＝

N度 8件　　　595，O00 19件　　32，呂36，909

16年度 5件　　工．292，000 王9件　　34，025，884

15年度 6件　　95一，OOO 20件　　33，84王，813

14年度 一8件　30，274，OOO 25件　　35，膏87，O19

ユ3年度 9件　　2，975，OOO 20件　　．8，544，346

（注）杉並区土地開発公社の借入金に対する利子並びに金融棒関に対する債務保証は含んでいない。

　　　①一債務負担行為は、下井草駅周辺の施設整備事業（2億6，O00万円）、方南小学校改築

　　　　（仮校舎賃借）（三億5CO万円）、荻窪駅エレベーター設養助成（1億円）等で串る。

　　　②王4年度の債務阜担限度額・及び翌年度以降支出予定額の増加は・主に公会堂PFI事

　　　　業（290億3，一600万円）によるものである。このPFI事業では、ユ8年度から30年間、平

　　　　準化した経費を各年度予算に言十上して支出することとな乱

　　　③杉並区土地誌発公社が事業資金として借入れた倦入金に対する利子並びに金融機関に

　　　　対する債務保証は、当該年度末阜億5，630万4千円である。
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2　歳　　入

（1）歳入の状況
　表（14）歳入款別決算額

款　　．名
予算現額

@㈹
調定額
@⑬

収入一済額
@10

1特　別　区　税 55，O01，992 58，549，178 55，469，572

2地方譲与税
2，785，OOO 2，793，601 2，793，601

3利子割交付一金 900，ooo 958，998 958，998

4配当害1j交付金 390，OOO 453，716 453，716

5　株式等譲渡所程書1」交付金 660，ooo 666，054 666，054

6　地方消費税交付金 5，400，OOO 5，350，ユ91 5，350，1－X王

7　自動車取得税交付金 973，OOO 1，070，408 王，070，408

8地方特例交付金一 4，979，2！8 4，979，2！8 4，979，218一

9桔宕■」巨財政交付金 33，978，8王4 341017，．206． 34，O王7，206

10交通安全対策特別交付金 96，OOO 86，4ユ5 86，4！5

王1分担金及び負担金 1，600，092 1，653，426 王，583，2！8

12使用料及びチ数料 3，165，934 3，王36，79王 3，王25，793

13・国庫求出金 12，912，328 12，253，863 王2，253，863

王4都支出。金 6，389，871・ 5，870，邊07一 5，870，907

15財　産　収　入 110，491 251，200 251，200

16寄　　附　　金 36，5管7 22，512 22，512

17繰　　入　　金 2，360，7王8 2，335，512 2，335，512

i8繰　越　金 5，339，ユ66 5，339，166 5，339，166

19諸　　収　　入
1，1！3，ユ白6 2，O07，084 1，273，390

20特　別　区　債 807，OOO 807，OOO 807，OOO

17年度歳。入合計 138，999，4ユ7 142，602，銚 138，707，940

16年一度歳入合計 ・147，072，711 ！5王，749，489 147，375，859一

前年度比較増減 △8，073，294 △睾，147，043 △8，667，9王9

前　年　度　比 94．5 94．0 94．1

①．歳入全体の不納欠損額及び収入未済額の合計ぽともに前年度より減少している。

②収入済額合計1寺、一厳年度に比し86億6，79ユ万9千円（5．9％）の城となっている。対予算現額．ヰ

．収入率では、99．8％であり前年度に比しO．4ポイ．シトーの城となっている、。これは、特別区財政交

　付金、特別区税等の増があるものの、特別・区債、繰入金等の減によるものであ乱

③不納欠損額合計は、一 O年度に比し8，154万円（ユ6．7％）の．城となっている。これは、特別区税

　の不納欠損額の減少によるものである。

④収入未済額合言十は、前年度に比し3億9，684万4千円（10．2％）の城とならている。これも、

　主に特別区税あ収入未済額の減少によるものである。
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収　入　率OD1　構成上ヒ 不納天一損額 収入宋　済　額 還付未　済　額 予　算現　額　と

対予算 対調定　　健〕 値1
収入済額との差額

lG；
㈲ lO一㈹

100．9 94，7　　40．O 355，780 2，725，763 1，937 467，580

100．3
1000120

o o o
8，601

・ユ06．6 100，O　　O．7
o o o

58，998

ユ16，3 100．O　　O，3 o o o
63，716

ユ。o，9 100．o　　o．5 o o O
6，O．54

99．1 王00．O　－　3．9 o o o
△49，809

110，O 100．0　　0，8 o 一〇一 o
97，4ρ8

100．O 100．0　　3．6 o o O o

三〇〇．1
100，0　　24，5 o o o

38，392

90，o ユ。o．o　　o．i o o o
△9，585

98．9 95，8　　ユ．1 16，607 53，687 86
△16，874

98．7 99．6　　2．3 181
1ρ，818 o

△40，ユ41

94．9 100．0　　8．呂 o o o
△658，465

91．9 王・OO．0　　4．2 o． o O
△518，964

227．3
lOO．0　　0，2　　　　≡ o o o

ユ40，709

6ユ．5 100．O　　O．O o o o
△14，085

98．9 100，0　　1．7 o o o
△25，20遣

ioo．o ユOO，0　　3．8 o o o o

1王4．4 63．4　　0．9 33，919 699，780 6
ユ60，194

100．O． 100．O　　O．6 o o o o

99－8 97．3　王OO．O 406，487 3，4筥O，048 2，029　i △291，477

一100．2 97．1　100．O 488，027 3，886，892 三．289 303，148

△O．4 o．21　　一一 △81，540 △396，844 740
■

■ 83．3・ 89．8 157．4
■

一3ユー

（単位1千円・％・ポイント）



表（15）歳入款別・収入済額の前年度比較
（単イ立＝千円・％）

款　　　名 17年度収入済客鮒 1緯度収入済額1割 増減額㈹一幅1 説年度比㈹÷lB〕

1特　　別　　区　　税 55，46筍、572 53，452，864 2，016，708 ！03．8

2地　方　譲　与　税 2，793，60工 王，84畠，8工9 944，782 王5王．工

3利子害■j交付金 958，998 王，034．312 △75，314 92．7

4酉己当者1j交付金 453，716 270，617 183，099 167．7

5　株式等譲渡所得割交付金 666，054 282，179 383，875 236，O

6　地方消費税交付金． 5，350，19王 5，778，668 △428，477 92－6

7　自動車取得税交付金 王，070，408 王，010，927 59．48ユ ユ05．9

8地方特例交付金 4，979，218 5，062，558 △83，340 98．4

9　特別区財政交付金 34，017．206 29，160，437 4，856，769・ 1王6．7

10交通安全対策特別交付金 86，415 87，043 △628 99．3

1／分担金一及び負担金 王，583，2王8． 工，602，836． △19，618 98．8

12使用料及び手数料 3，王25，793一 3，085，156 40，637 101．3

ユ3国　庫　支　出　金 王2，253，863 主3，604，456 △1，350，593 90．1

ユ4都　　支　　出　金 5，870，907 6，568，495 △697，588 89．4

ユ5財　　産　　収　　入 25三，200 374，O03 △122，803 67．2

16審　　　附　　　金 22，5王2 ！29，744 △ユ07，2畠2 17．4

17繰　　入　　一金 2，335，512 6，078，226 △3，742，714 38．4

18裸一　越　　　金 5，339，166 5，92王，356 △582，190一 90．2

ユ9一

煤@　奴　　入 1，273，390 1，752，163 △478，773 72－7

20特憲一」区債 807，OOO 10，271，OOO △9，464，OOO 7．筍

合　　一　　　一計 138，707，940 147，375，859 △8，667，91管 94．1

①収入済額の合計は、・前年度に比し5，9％の城となっている。

＜増となる主な款＞

　r特別区財政交付金48億5，676万9千円（16．7％）増（交付金の．原資となる市町村民税法人分の大

　　幅な増収と、交付金算定・の基礎となる基準財政需要額の増額）

　・特別区税20億至，670万8千円（3・8％）増（特別区民税の納税義務者数の増及び区民所得の回復

　　等による所得割の増）

　・地方譲与税9億4，478万2千円（51．1％）増（「三位一体改革」による所得譲与税の大幅な増）

＜前年度比増となる主な款＞

　由株式等譲渡所得害佼付金玉36．O％（3億8，387万5千円）増（景気回復等の影響）

　。配当割交付金　67．7％（1億8，309万9千円）増（企業収益の回復等の影響）

＜一

ｸとなる主な款＞

　・特別区債94億6，400万円（92．ユ％）減（減税補てん債に係る倦換債の皆減、減税補・てん．債の圧縮）

　。．繰入金37億4，271万4千円（6ユ．6％）滅（減債基金からの繰入金の減）

＜前年度比減となる主な款＞

　・寄附金　82．6％（1億723万2千円）．減（社会福祉基金寄附金の大幅な減）

　岨財産収入32．8％（i億2，280万4千円）減一（土地売払収入め滅）
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表（16）款別収入済額（多額瀬）及び指数の推移
㌔　　一　■　I　　■　　　一　　一　一」

款　　　　名 工7年度　　　　　16年度 15年度 14年度 13年度

特　　房ij　区　　競
傘頚．．．．．．．．．．亜≡｛榊了葦．．．．．．．．．．．．．巨榊星、幽．．

一括数

．．．与亘1．ユ牡岬．．．

．．．

ｻ叫一．葦｛2．．．
．．

D里理エ三．ゆ．．

99．工 95，5 98．5 ユ。o．o 互。o

特居■」巨財政交付金
．全頚． ．．．．払町μ蔓．．． ．．．皇皇μq≡叡．． 」．；エ≡．百ユ里、榊．．．

指数

．．．．坦剛。理．．、

．．．

v．哩≡．興．．

王ユ2．8 96．7 91．2 87．9 王00

国　塵　支　出　金
．全額

．指数一

．．．μ≡興理量．．． ．．．ユ皇理“阪． 、．、工2≡．曼皇ユ、卿．．．

．．．

^榊。切．」．
．．

R理！、理．．
1王7．2 工30．2 123．3 101．5 100

．都　支　　出　一金
．全頚． ．．互…蔓エ亘理エ．．．

．．

梶B卵4里亘．．．

指数

．．．蔓！．エ仙螂．．． ．．．皇旦岬一理．．． ．．工理…．興．．

74．9 83．8 86．O 78．至 ユ。o

地方消費税交付金
．全頚、 、．互≡旦叫喚．．． ．．．巨∬§…榊．、． ．．旦．叫町．．．

指数

．．．全榊。岬．．． ．．旦．挫≡．理．．

10ユ．6 109．8 97．6 87．2 100

繰　　　越　　　金
．全額． ．．旦旦岨岬．．．．

．．．

j理L榊．．． ．．．．．｛≡．皇似岬．．．

指数

．．．与、エ哩理．．． ．．ム乃エ…、岬．．．

11王．5 123，7 90．6 n9．2 100

地方特例交付金
．全頚．括数 ．．．4≡星エ乳製．．二．

．．．

?μ21卵．．． ．．．旦岬、岬．．．

．．

摎｢鞭．．． ．．．…。卿…興．．．

99．6 王Oユ．2 103．4 10ユ．6 ユ。o

使用料友び手数料
．全額． ．．提坦了蔓蔓．．．．

．．

?暎≡珊．．． ．．．旦≡、岬“q．．．

指数

．．．生理一用．．．． ．．．μP皇！．興．．．

72，6 7王．7 73．8 97，4 100

地　方　譲　与　税
．全頚」 、．ム弾、製．．．．

．．．

謗O顯！婁ユ旦．．．

指数

．．．1．ψ’甥．．． ．、、岬。葦蔓賓．．．． ．．．靴2。理．．．

320．王 2ユ1．9 105．6 ユOO．6 100

繰　　．入　　　金
金額

一石薮一

．．2≡量屯ψ．．．

．．．

_略興．．． ．．．．．．星§L岬．．． ．．．ア≡ρ坦俄．二．

．．．

艨c蜥．、．

373．4 971．8 45．O ユ，工22．1 1oo

分担金及び負担金
．全額． ．．、L榊μ蔓．．．．

．．．

k榊！顯．．． ．．．．三≡．理、典．．．

指数

．．三μ｝η．．．． ．．．L理≡岬．．．

134．2 工35．8 鯛．ユ 103．曹 100

諸　　　収　　　入
．全額、 ．．．工≡岬。理．．．．

．．．

kエ巨著…理．．、 ．．．工〃q理q．．．

指数

．．2≡P興三q旦．．．． ．．．工Lη旦！ユ亜．．．

ユq．9 ユ4．邊 15．1 ユ7．8 ユ。o

一自動車取得税交付金
金額

一掃薮一

．．ム卿μ§．．．． ．．．三ミ岬…興．．． ．．．1三．ψ〃2．．． ．．製。μ．．．． ．、．期2、ゆ．．．

103．7 98．O 109．o 88．6 100

利子割交付金
金頚．一手融

．．．旦興顯．．．．

．．．

k哩！興．．． ．．L戦蜥、．． ．．工！岬。榊．．．． ．．．ψ冒ア。蝦．．、

23．4 25．2 29．8 38．4 100

特別一区・債
．傘頚． ．．．§岨qqq．、．． ．．．ユ岬τ阜！岬．．． ．．η週顯．．．

指数

．．2！§管ユμエ．．．． ．．．蔓4q今…エ皿．．．

9，6 122．2 32，6 34．O loo

株式等譲渡所得割交付金
．全額． ．．．鮒一喝．．．． ．．．幽…岬．．．

一 一 一
・指数 236．o 100

■ 一 一

配当善1」交付金
．全額． ．．．理〃葦．．．．

．．

D．〃μエ、、 ■ 一　　　。

一

指数 167．7 100
■ 一 一　■

財　産．収　　入
金額

一再薮一

．．．2叫署9q．．．． ．．．呈τ｛≡岬、． ．．．蔓P2、榊．．． ．．．ユ”生理．．1． ．．．岬！．葦町．．．

1．83，5 273．3．・ 22ユ．正 1，274．5． 100

交通安全対策特別交付金
全額．指数 ．．．賓皇4旦．、． ．．．飢岬．．． ．．．蔓呈…η、．． ．．的州．．．． ．．珂≡．理、．．

98．4 99．王 105．O 98．9 ユOO

寄　　　附一　　金
金額 ．．．2旦珂呈．．．． ．．岬！エ坐．．． 205，289
指数L 一一

黹ﾎ百一一’一一一一

2争理．．．．’1’統一3

．．．！§1．叫．．．

1鍋．7 6宮O，1 100

合　　一　　計
全頚． ．、理…エ町寧｛q、．．．

．．．

ｿ曼厄量残．．． ．．．．1s9≡．ρPP三郷．．．

指数

」．．ユ量7、理一．！蔓｛．．．．． ．．惧理≡．エz旦、、．

9王．3 97．O 85．5 冒。．3 ユ。o

（単位一千円）

（注）指数は、13年度を三〇〇とした。（株式等譲渡所得翻交付金、配当割交付金の指数は、16年度を100とした）

①諸収入は・旦4年度に大幅に減少している。こ杣辛、国民年金収納事務の国への移管等によるものである。

②財産収入は、王4年度に急増している。これは、．主に土地売却額の影琴たよるもので卒る。

③繰入金は、ユ4年度に急増している。これは、用地取弩基金廃止の影響によるものである。

④　寄附金は、15年度に急癌している。これは、（財）杉並区さんあい公社の解散の影響によるものである。

⑤特男枢債の減は、減税補てん債に係る借換債の皆減、減税構てん債の圧縮等によるもので牟り、16干度に

　急増しているのは、減税補てん債の倍換え等の影響によるものである。

⑥地方譲与税の増は、国の地方への税源移譲の一環として工6年度に新設された所得義与税が大幅に増加した

　ことによるものである』

⑦株式等譲渡所得害佼付金の増は、景気回復等の影響によるものである。
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　（2）款別決算概要

第1款　特　別　区一税

　　表（ユ7）特別区税（現年課税分パ滞納繰越分別）調定区分別決算状況

区　　　　分
予算現額

@㈹

　調　　定　　額

焉@　額　　件　数
@旧〕　　　　lO

　収一入済額

焉@　額　　件　　数

@o　　　　　o

　収　入率

ﾎ予算　　対調定
n〕÷㈹　　①〕÷帽〕

現年度分 特別区民税

y自動車税
ﾁ別区たばこ税

5i，C44．286

@120．918

Q，805，011

52，1ユ1，901

@i30．270

Q，784，740

996，4王。

S9，457

@－123

5！，330．340

@120．999

Q，784，740

941．292

S4．814

@123

王。o．6

P00，0

X9．3

9畠．5

X2．8

P00．O

計 53，970，2ユ5一 55，026，911 1，045，990 54，235，979 986，229 100．5 98．6

現年課税分

過年度分 特男1」区民税

y自動車税
ﾁ別区たばこ税

372．022

@　0

@　0

388．215

@133

@　0

3．562

@63

@0

348．653

@114

@　0

3．556

@54

@0

93．7

@■

@■

89，8

W5，7

@一

書十 372，022 388，348 3，625 348，767 3，610 93．7 89．8

小　　　計 54，342，237 55，415，259 1，049，615 54，584，746 989，839 100．4 98．5。

滞納繰越分 特勇一」区民税

y自動車税
ﾁ彊1」区たばこ税

655．285

@4．434

@　36

3，ユ04，18王

@29．636

@　1q2

工63．175

P5．222

@　1士

879．899

@4．927

@　0

45．409

Q．276

@　0

134，3

P王1．至

@o．o

28，3

P6．6

O．o

小　　　計 659，755 3，133，9王9 王78，408 884，826 47，685 134．王 28．2

17　年　度　合一計 55，001，992 一58，549，178 1，228，023 55，469，戸72 1，037，524 100．9 94．7

16　年　度　合　計 53，588，622 57，052，048 1，2！8，365 53，452，864 1，022，549一 冒9．7 93．7

前年度上ヒ較増減 1，4王3，370 ！、497，130 9，658 2，016，708 14，975 1．2 ！．O

前　　年　　度　　比 102．6 王02．6 100．8 ！03．8 王01．5 0 L

①一特別区税めネ納欠損額及び収入未済額はともに前年度より減少している。これは、主に特

　別区民税の口座振替め加入促進、夜間・休日の電話による納税相談の実施、区独自の不動産

　公売などの滞納整理の促進によるものである。

表（18）特別区税不納欠損額内訳

督促状発付指定期日から 一部納付等により時効中断から 執行停止後の期間経過等

区　　　　分 5年経過のため時効完成 5年経埠のため時効完成 による納税義務の消滅

金　額 件数 金　額 件数 金　　額 件数

現年課税分 特男1」区民税
o 0 o o o o

特別」区民税
461446

2，522 ユ32，4ユ4 7，806 56，849 1，752

滞納繰越分 3，969 2，110 o o 439 249

特別区たばこ税
o O o o o o

合　　　　　計 50，415 4，632 王32，4王4 7，806 57，288
身，O01

一34一

一

不納欠損額一 収入未済額 還付未済額

金　額　　件数 対調定 金　額 件数 金　額 件数

予箏現額と収入済額との差額　o一㈹

1．087　　89

@0　　　0

@0　　　0

O．0

O．o

潤Do

781，邊42

X．472

@0

55，1王5

S．677

@0

ユ，468

P01

@0

86

R4

O

286，054

@△1宮

｢20，271

1．087　　89 o．o 79ユ，4i4 5阜。792 王，569 ユ20 265，76目

6　一・一　1

O－

@　　o

潤@　　o

o．o－

潤Do

｡

39，564

|19

@0

6邊。 700
！00

△23．369

@114

@　0
6　　　1 O．O 39，583

i5 7 1
△23，255

王，093　　　90 o，o 830，997一 59，807 1，576 12王 242，509

350．279　！4．934

S．408　　2，359．

@o　－　o　　■

1工．3

P4，9

O10

1，874．351

@20．313

@102

102．857

P0，5宮3

@11

一34呂

P3

@0

25

U0

224．614

@493

@△36

章54．687　　17，293・ 工1．3 1，894，766 ユ王3，461 361 31
225，07王

355．780　　17，383 o，6 2，725，763 i73，268 1，目37 152
467，580

459，724　王7，092 O．8 3，140，708 178，774 王コ249 50 △ユ35，7島8

△103．944　　　　　　　　291
一 △414，945 △5，506

77．4　－101，7 一 86，8一 ．舳

688

P55．ユ

102　　　　　　－

R04．O　　　　　　一

（単位＝千円・件）

執行停止による即時の

納税義務．の消滅
合 計

金　　額 件数 金 額 件数
1，093 90 ユ，093 90

王14，570 2さ苧54 350．一279 14，934

o o
4，408 2，359

o o O o

1至5，663 2，944 355，780 1〒、383

一35一

（単位＝千円・件・％・ポイント）



表（工9）項別・節別収入済額の前年度比較
（単位1『＝・円・％）

区 分 工7年度 ユ6年度 増減額 前年度上ヒ

特 男1」

区 民 税 52，558，892 50，430，502 2，王28，390 王04．2

現 年 課 税 分 5三，678，9目3 49，547，646 2，呈3王，347 王04．3

滞 納 繰 越 分 879，899 882，856 △2，957 99－7

軽 自一 動 車 税 ユ25，940 123，779 2，161 王O王．7

現 年 ・課 税 分 121，Oユ3 1王8，519 2，494 王02，1

溝 納 繰 越 分 4，927 与，260 △333 93．7

特 碧1j 区 た ぱ こ 税 2，784，740 2，898，583 一△113，843 96．I

■

現 年 ．課 税・ 分 2，784，7蜘 2，898，574 △113，834 96．1

滞 納 繰 越 分 o 9
△9 o．o

合 計 55，469，572． 53，452，864 2，016，708 103．8

①特別区民税は、前年度に埣し2ユ億2，839万円（4－2％）の増となっている。これは、納税義務者数

　の増及び区民所得の回復等による所得割の増（20億8，268万4千．円）などの影響によるものである。

②　特別区たばこ税は、成年度に比し1億1，384万3千円（3．9％）の城となっている。これは、

　売り上げ本数の減少により減収となったものであ私

第2款　地方譲与税
表（2C）節別収入済額の推移　　　　　　・　　　　　　　（単位＝r二円）

節　　　　　名 17年度 16年度 15年度 14年度 13年度
地　方　譲　与　税 2，793，60ユ 至，848，819 92L259 878，238 872，629．

自動車重量．譲与税

n方道路譲与税
梶@得　譲　与　税

709．744

Q47．820

P，836，037

7王8．268

Q56．668

W73，883

685．846

Q35，4ユ3

@　一

539．534

R38，704

@　一

547．959

R24，670

@　■

（注〕ユ6年度から、・国の三位一体改革による地方への税源移譲の一環として、所得譲与税が新設された。

①地方譲与税は、三6年度に比し9億4，478万2千円．（51．ユ％）の増となっている・これは国の地

　方への税源移譲の一環として16年度に新設された所得譲与税の増（9億6，2ユ5万4千円）によ

　るものである。

第3款　利子割交付金
　　　表（2ユ）収入済額の推移

（単位＝千円）

款　　　名　　　　　　　17年度一 16年度　　　15年度　　　14年度　　　13年度．
利・干割交付金　　　　　　　958，膏98 1・03制1　L219・榊　　1・5旧63　　4・097・・654

①利子割交付金は、ユ6年度に比し7，53三万4千円（7．3％）の城となっている。これは、ユ6年度

　にも増して高金利時代の郵便貯金の満期至■」来が減少したためである。また、ユ3年度に高額になっ

　ているのは、3年度の高金利時代の郵便貯金等が満期を迎えたことにより、一時的に収入額が

　増加したものである。
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策4款　　配当割交付金

　　　表（22）収入済額の推移
（単位1『＝円）

款　名　　　　　　17年度 ユ6隼度　　　　15年度
酉己当書」交付金 453，7王6 270，617

（注）工6年度から・国の三位一体改革による地方への税源移譲の一環として新設された。

①配当割交付金1ヰ、前年度に比し1億8，309万9千円（67．7％）の増となっている。これは、

　　企業収益の回復等の影響によるものである。

第5．款　　株式等譲渡所得割交付金

　　　表（23）．収入済額の推移
（単位＝千円）

款　名　　　　　　17年度 一16年度　　　　王5年度
株式等譲渡所得害1J交付金 666，054 282・王791

（注）16干度から、国の三年一体改革による地方への税源移譲の一環として新設．された。

・①　株式等譲渡所得割交付金は、前年度に比し3億8，387万5千円（王36．O％）の増となってい

　　る。これは、景気回復等の影響による一ものである。

第6款　地方消費税交付金

　　　表（24）収入済額の推移
（単位＝千円）

款　名　　　　17年度 王6年度 15年度　　14年度　　ユ3年度
地方消費税交付金ミ　　　5，350，191． 一一一 T，778，668 5・．王37・7王7　　　4－590．638　　　5，264，582

①地方消費税交付金は、王6年度｛こ比し4偉2，847万7千円（7－4％）の城とならている。これ

　㌣ま・景気の回復傾向を反映し消費が伸びたものの・払込期日の関係から前年度13ケ月分の交

　付が通常の！2ヶ月分となった影響によるものである。

第7款　　自動車取得税交付金

　　　表（25）収入済額の推移
（単位＝千円）

款　名　　　　17年度 ！6年度 王5年度　　王4年度　　13隼廣一
自動車取得税交｛立金　　　　十，070，408≡ 王，OユO．927　　1・王241779　　　，914－74王　　1，032，042

第8款　地方特例交付金

　　　表（26）収入済額の推移
（単位＝千円）

　款　名　　　　17年一度
地方特例交付金1　・，…，・1・

王6年　度

　．5，062，558

王5年度　　工4年度　　13一年度
　5，王70．003　　　5，079．335　　　5．OOO，535

・（注）地方特例交付金は・11年度以降の恒久的な減税に伴う地方禎の減収額の一部を補てんするため、将来の税制の抜本的見直

　し等が行われるまでの間交付されるものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一37一



衣しz一り即万≡」似八狩韻）リー惟核
（単位＝千円）

節　　　名 17年度 王6年度 15年一 x ユ4年度 13年度

特別区財政交付金 34，017，206 29，160，437 27．5王9，383 26，530，889 30．王68，453

普通交付金

搨j1」交付金

33，514，2ユ5

@502，冒91

28，770．282

@390，155

27，ユ64，竃24

@354，759

26．d77．478

@453，41！

29，604，王68

@564，285

一①普通交付金は、王6年度に比し47億4，393万3千円（16．5％）の増となっている。これは、交

第9款　特別区財政交付金

　　表（27）節別収入済額の・推移一

①普通交付金は、王6年度に比し47億4，393万3千円（165％）の増となっている。これは、交

　付金の原資となる市町村民税法人分の大幅な増収と、交付金算定の．基礎となる基準財政需要一

　額が増額されたことによるものである。

表（32）主な節別収入未済額の前年度比較

節　　　　名 17年度 16年一x
増　減

収入未済額 27，606

保育園費負担金
30，675一 △3，069

件　　数 2，308 2，508 △200

民営保育園費負担金一
収入未済額 王31542 主4，526 △984

ユ，242 1，308 △66

収入未済額 5，385

老人福祉費負担金．
12，475 △7，090

件　　　数 王60 365
△205

．収入未済額． 5，245 5，288 △43

学童クラフ費負担金
件　　　数 2，391 3，046 △655

（単位＝千円・件）

（注）　収入未済額500万円以上

第10款　　交通安全対策特別交付金

　　表（28）収入済額の推移

款　　名　　　　17年度

一交通安全対策特別交付金

16年度　　15年．度　　14年度

　　　　　　　　　　　．第12款一使用料及ぴ手数料
（単位＝一『二円）

13年度　　　　　　　　　　　奉（33）．収入済額の推移

86．415　　　　87．043　　　　92．170　　　　86．819　　　　87，799

第11款　　分担金及ぴ負担金

　　表（29）収入済額の推移

款　　名

分担金及び負担金

（単位＝．千円）

i7年度．　16年度　　15年度　　14年度　　王3年度
王，583，2ユ8　　　　　　　　I，602．836　　　　　　　1，158，191　，　一　　　一1，226．127　　　　　　　1，！80，063

表（30）主な節別収入済額の前年度比較

節　　　　名

保育一 ?費一負担金

心身障害者支援費負担金

（注）　収入済額3億円以上

王7年度

864，369

355，798一

表（3王）主な節別不納欠損額の前年度比較

16年度一

819，808

444，092

（単位＝千円）

増減一額．。

44，561

△88，294

≠～　しd⊥ソ　ニ’二’よ員口万■」イ、市内人士買香」貝の目1」ユ≡P」又」：〔敬
（単位＝千円・件）

節　　　　　名 17年度 16年度 増　　減

老人福祉費負担金
不納欠損額 7．085 6，032 1，053

件　　　数
176 125

51一

保育園費負担金
不納欠損額 5，089 7，355 △2，266

件　　　数
396 533 △工37

不納欠損額 2，275
102

心身障害者福祉費負担金
2，！73

件　　　数 100 12 一88

不納欠損額 1，5I2 2，178 △666
民営保育園費負担金

件　　　数
157 154 3

款　　名　　　17年度　　　16年。度　　　15年度

使用料及び手数料　　　　　3，ユ25．793　　　　3，085．156　　　　3，王78．130

（単位＝千円〕

14年度一　13年度
4，193．766　　　　　　　　4，305，852

1　　一

節　　　名　　　　！7年度 16年度 増減額

道路占用料　　916．083 919，244 △3，161

自転車駐車場使南斜　　　58畠，339 556，7i9 31，620

廃棄物処・理手数料　　　357，556　　　　　　　　　　　　　　　　　≡ 363，287 △5，731
1

表（34）主な節別収入済額の前年度比較
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位＝千円）

（注）　収入済細3・億円以上

．表（35）主な節別不納欠損額の前年度比較

節　　　名 17隼一 x
至6年度 増　減

不納欠損額 ．102 120

幼稚園使用料
△王8

件　　数 一17 20
△3

不．納欠損額． 74 o

廃棄物処理手数料
74

件　　数
13 o 1皇・

（注）　不納欠損額5万円以上

（単位＝千円・件）

（注〕　不納欠損額ユ。o万円以上
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表（36）主な節別収入未済額の前年度比較
（単位＝千円・件）

節　　　　名 ．17年度 ユ6年．度 増　減

収入未済額 6，083 7，626 △1，543

区営住宅使用料
件　．数

46 43 3

収入未済額 2，734 3，466 △732

区民住宅使用料一
件・　数

5 4 1

収入未済額
988 642 346

幼稚園使用料 件　　数 至29
88 4至一

収入未済額
510 555 △45

高齢者住宅使用料
侑・　　数 ユ。

8 2

（注）　収入未済薯鯛。万円以上

第13款　　国　庫　支　出　金

　　表（37）収入済額の推移 （単位＝千円）

款　　名　　　17年度 至6年度　　15年度　　．14年度．　13年度
国庫支出金　　　　　　王2，253，863 13，604．456　　12，89i，586　　10，606，377　　王O，45L530

①国庫支出金は、16年度に比しユ3億5，059万3千円（9．9％）の城となっている。

＜城となる主な事由＞

　。密集住宅市街地整備促進事業補助金（10億4，978万3千円減）（天沼三丁目地区土地取得補

　　助金者減などの影響）

　・国民健康保険保険基盤安定負担金（3億8，969万9千円減）（保険基盤安定詣渡の国と都の

　　負担割合変更などの影響）．

　．。公園建設費補助金（3億6，300万円減）（柏の宮公園建一設費補助金者減）

表（38）一一主な節別収入済額の前年度比較
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位．：千円）

節　　　　名 17年度 16年度一 増減額
7，907，494 7，501，。ユ36． 406’358

S0，992

生活保護費負担金
S身障害者支援費負担金 744，187 703195　，

児童手当費負担金
」7王3，314・・ 一678，624 34，690

児軍扶養手当一費負担金 620，520 60色，390 14，王30

Q3，559心．身障害者支援費補助金． 412，202 388，6鯛

（注、）　収入済額3億1そ以上

・第14款　　都　支　出　金

　　　表（39）収入済額の推移
（単位＝千円）

款　名　　王7年度　　ユ6年度　　ユ5。。年度 工4年度　　13年度
者撞支出金　　　　　　　　　　　　5，870．907　　　　　　　　6，568．495　　　　　　　　6，740，655 6，王19．152　　　　　　　　7，834，858

表（40）主な節別収入済額の前年度比較
（単位＝千円）

節　　　　名

都税徴収費委託金
国民健康保険保険基盤安定負担金

生活保一護費．負担金

17年度
706，244

687，349

399．740

王6年度」

王，322，370

263，404

一423，975

増減額
△616，126

423，945

△24，235

（注）．収入済額3億円以上

①都税徴収費委託金は・前年度に比し6億i，612万6千円（46．6％）の減と．なってい乱これ

　は、後期分都税徴収費委託金を18年度会計で収納・した影響によるものセある。

・②．国民健康保険保険基盤安定負担平は・前年度に比し4億2，394万5千円．（！60・9％）の増と

　なっている。これは、保険基盤安定制度の国と都の負担害。合変更などの影響によるものであ

　る。

第15款　　財　産　収　入

　　表（4王）収入済額の推移
（単位＝千円）

款名　　17年度　16年度　亘5年度 14年度　　ユ3年度
財産収入　　　　　　　251．200　　　　　374，O03　　　　　302，606． 1，744，336　　　　　　　　　　王36，867

①　財産収入は、14年度に急増している。これは、清水二丁目用地（u億2，300万円）等の売

　却があったことによる一もので・ある。

第16款　寄　　附　　金

　　表（42）収入済額の推移
（単位＝千円）

款　　名　　　17年度 16隼度　　15年度　　ユ4年度　　13年度
寄附金 22，5至2　　　129，744　　　－265．289　　　23，368一　　　ユ8，80主

①寄附金は・ユ5年度に急増してい乱これは、（財）杉並区さんあい公祥の解散に伴う寄附

　金（皇億2，737万5千円．）の影響によるものである。
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第17款　繰　　入　　金

　　表（43）収入済額の推移
（単位＝千円）

款　名　　ユ7年度　　！6年度　　15年度 14年度　　13一年度
繰入金　　　2，335，5王2　　6，078，一2身6　　　281，247 7，018．459　　　　625，487・

①繰入金はユ4年度及び16年度は大幅増となっているが、王4年度は用地取得基金廃止に伴う繰

　入金（70億円）、斗6年度ぽ減税補てん隼の二括償還に併せて繰くれた減債基金から．の繰入金

　（55億7，920万円）などの影響によるものである。

表（47）主な節別不納欠損額の前年度比較
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位＝千円）

節　　　名 17年度　16年度一 増減額

生活保護費弁償金 12，704．　　　4，791 7，913

応急小口資金貸付金返還金 醐1　・・ 6，445

そ　の　他　雑　入 5．986　　　　　　　　　　4，968 1，018

生業資金貸付金返還幸 4．662　　　　　　　　　　1，83王 2，831

一（注）不納欠損額400万円以上

　①その他雑人の主なものは、生活保護費過払金の返還金（5王ユ万7千円）である。

第18・款　　繰　　　越　　　金

　　表（44）収入済額の推移
（単位＝千円）

款　　名　　　王7年度 16年度　　妬年度　　14年度　　13年度
繰越金　　　一5，339．王66　　5，921．356　　4，340，028 5，708．428　　　　　　　　4，787．679

第19款　　諸　　　収　　　入

　　表（45）収入済額の推移

　款　　名　　　17年度

　…者収入　　　王，273，390

表（48）主な節別収入未済額の前年度比較
（単位＝千円）

①諸収入は、ユ6年度に比し4億7，877万3千円（27．3％）の城となっている。これは、東京都・一

　特別区駐車場整備基金貸付金返還金（3億3，500万円）の皆減などの影響によるものである。

　また、王4年度に大幅に減少している。これは、国民年金収納事務の国への移管等1ヒよるもの

　である。

節　　　　名 王7年度 16年度 増減額

生活保護費弁償金 266，908 22！，550 45，358

生業資金貸一付金返還金 132，088 14王，632 △邊，544

奨学資金貸付金返還金 89，ユ63 84，2字7 4，88石

そ　　の　　他　　雑．入 81，429 74，956 6，473

応急小口資金・貸付金返還金 ．54，848 61，984 △7．王36一

女性福祉資金貸付金返還金 53，013 56，955 △3．942

（注）収入未済額5，ooo万円以上

①その他雑人の主なものは、生活保護費過払金の返還金（7，482万6千円）である。

表（46）主な前脳収入済額の前年度比較
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位＝千円）

第20款特別区債
　　表（49）特別区債額及び歳入に占苧る割合の推移

（単位＝千円・％）

区分

金額

書1j合

17年度
807，OOO

o．6

16．年度

10，27i，OOO

7．O

15年度
2，738．一990

2．1

14年度
2，861，847

2．ユ

至3年度

8，406，742

5．5

（注）収入済額3億円以上

①その他雑人の主なものは、資源回収に伴う不要晶売払収入（三億1，909万5千円）、高齢

・者専用居室利用料（2，島60万3千円）などである。

①特別区債は、ユ6年度に比し94億6，400万円（92．1％）の城となっている。これは、一減税補て

　ん債に係る倦換債の皆減、減税補てん債の圧縮などの影響よるものである。また、ユ6年度に

　急増したのは、減税補てん債の倦換えに伴う増（84億円）ρ影響であり、13年度に高額になっ

　ているのは、柏の官公園新設に伴う土木債（60億2，600万円）の影響である。
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3歳一 @出

　（1）歳出の状況
　表（50）歳出款別決算額

款　　名
予　算　額

@㈹・

継続費及び
J越事業費
J　越　額

@⑭

予備費充当額 予算現額
ﾖ：㈹十⑱十（O

1議　会　章 681，203
o o

681，203

2．総　務　」費 14，389，390
o

1，500 ユ4，390，890

3生活経済費 3，595，305 o一 60，OOO 31655・305．

4　保健橿一社費 46，639，637
o

2，248 46，641，885

5都市整備費 7，88G，607 ユ42，408
O 8，023，015

6。環境清掃費 6，046，工79
o o 6，046，ユ79

7教　育　費
玉ユ1048，163 ユ2125．， o 11，060，288

8職　員　費 38，915，963
o o

38，915，963

9公　債　・費一 9，348，435
o O 9，348，435

10諸支出金
ﾊ1子　備　費

　2
R00，OOO

oo

　o
｢63，748

　2
Q36，252

17年度歳出合計 三38，844，884 至54，533
O ユ38，999，4ユ7

ユ6年度歳出合計 1顯亭4・711 248，OOO
o 147072711，　　　，

前年度比較増減 △7，979，827 △93，467
o △呂，073，294

前　年一度　比 ・94．6 62．3 ．■ 94，5

（注）17年度の繰越事業費繰越額は端数調整を行？ている。

①生活経済費の執行率は、80．4％にとどまった。．これは、商工費に係る事業の執行率が

　低かったこと等によるものである。

②　都市整備費のr継続養及び繰越事業費繰越額」三億4，240万8千円は、r都市計画道路」一

　事業（都市計南道路補助第13ユ号線）の繰越明許費であり・「翌年度繰越額」の繰越明許

　費4億8，王Oρ万円は、「ふれあい道路の整備」、「駅周辺の施設整備」、「水防対策」であるぺ

③公債費の構一成比は7．1％であり、前年度に比し大幅一に減少したが、これは、減税補て

　ん債の借換えの皆減と、減．税補てん債の一括償還の減等によるものであ孔

支出済額 執行率 構成比 翌年度繰越額日 不　用　額
⑭ ω三1E〕÷① o

継続費逓次繰越 繰越明許費 事赦繰越し
（トq－lE〕一制

阜68，233 98．1 O，5 o o o
12，970

13，987，OOO 97．2 ユO．6 o o o
403，890

2，938，424 80，4 2．2 o o o
7ユ6，88工

43，958，531 94．2 33．2 o o o
2，683，354

6，802，126 84，8 5．ユ o
48王，OOO ．o 。739，889

5，770，23グ 95．4 4．4 O o o
275，942

10，157，工50 9王．8 7．7 o o o
一903，138

38，606，586 99．2 2宮．2 o o
⑪ 309，377

9，346，755 100．O 7．1 o一 o o
1，680

□o o
O．O o O o 2

O o
o．o o o o

236，252

132，235千042 95，1 100．O O
481，OOO o

6，283，375

142，036，693 96．6 100．O O
工54，532． o

4，88i，486

△9，801，651 A王．5 o o 一326，468 o
王刈1，889．

93．1
■ u ■　　　。 31ユ．3

一 128．7

（単位　千円・％・ポイント）

④　「予備費充当額」△6，374万8千円の内訳は、総務費のr総務事務」及び生活経法費

　の「過誤納還付」・・保健福祉費の「国民健康保険高額療養費資金貸付基金繰出金」事業

　である。

⑤　全体の不用額は、前年度に比し大幅に増加している。これは、保健福祉費の不用額の

　増等によるものである。・
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　　（2）　款別決算概要

第1款　議　　会　　費

　　　表（5ユ）議会費の支出済額の前年度比較と不用額

款　名一

議会費

王7年度

I予算現額（A）　支出ヨ済額（B）

681，203　　　欄，233一

王6年度

支出済額（C）

702，755

増減額

（B）一（C）

△34，522

前年度比

（B）÷（C）

95．1

単位＝千円・％）

17年度一不用額

（A）一（B）

12，970

①　議会費は、前年度に比し3，452万2千円（4．9％）の城となっている。これは、次の理

　由によるものである。

＜城となる主な事業＞

　・議員報酬．（2，839万1千円減）（議員の辞職に伴う報酬の減等）

　・議会運営（605万2千円減）（議員の辞職に伴う調葦研究費の減等）

②不用額は1，297万円で、予算現額に対し1．9％であり、これは主に「議会運営・」におけ

　る実績による残である。

表（52）議会費の主な事業
（．単位＝千円・％）

事　　　　　　　業　　　　　　名

議　　　　員　　　　報　　　　。酬

議　　　　会　　　　運　　　　営

支　出　済　額

・522，170

144，221

執　　行　　率一

99，9

92．2

前　一年　度一比

94．8

一96．o

（注）支出済額ユ億円以上

第2款　　総　　務　　費

　　　表（53）総務費の支出済額の前年度比較と不用額

款　一名

総　務　賢

王7年度

予算現額（A）　支出済額（B）

14，390，890　　王3，987，OOO

16年度
享出済額（C）．

9，404，627

増減額

（B）一（C）

4，582，373

　前年度比

一（B）　÷　（C）

148．7

単位＝千円．・％）

17年度不用額

（A）一（B）

句03，890

①　総務費は、前年度に比し45億8，237万3キ円（48．7％）一の増となっている。これは、次

　の理由によるものである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　千

＜増となる主な事業＞

　一・一施設整備基金積立金（18億386万4千円増）

　・財政調整基金積立金（17億1，773万5千円増）

L46一

＜城となる主な事業＞

　・地域防災無線の整備（ユ億7，529万三干円皆滅）

　・参議院議員選挙（ユ．億6，172万3千円皆減）

②不用額は4億389万円で、予算現額に対し2．8％であり、これは主に事業数値域、一落孝L

　差金、実績による残である。　　　　　　　　　一　　　　≒

表（54）総務費の主な事業
（単位＝千円・％）
、　I　山一　一　1一　　’u」

事 業 名 支出済．額． 執 行 率 前一

N度比
財政調整基金積立金

一4，803，010 100，O

施設整　備　基　金　積　立　金． 3，ユ06，581 100．O

ユ55．7

d38．5

P02．4電　子　計　算　組　織一運　営 ユ，ユ45，147． 94．2

100，o災害対策基金積立金
s政情報化の整備

1，O07．205

U62，035

15，200，7

X4．395．4

（注）支出済額上位5位まで

　　①災害対策基金積立金の前年度比15，200．7％は・災害に備えた積立額の急増によるもの

　　　である。

第3款　生活経済費
　　　表（55）生活経済費の支出済額の前年度比較と不用額

款　　名

生活経済費

17年度
予算現額（牟） 支出済額．．（B）

3，655，305 2，938，424

16年度　　増．減額、　　前年度比

支出済額（C）　　（B〕＿（C）　　（B）÷．（C）

2，866．045　　　72，37畠　　　一102．5

単位＝1＝」円・％）

j7年度不用額

（A）一　（B）一

7ユ6，881

①生活経済費は、前年度に比し7，237万9千円（2．5％）の増となっている。これは、次

　の理由によるものである。

＜増となる主な事業＞

　・国勢調査（2億7，43阜万ユ千円皆増）

　・高円寺会館改築（7，539万4千円増）（設計委託料等）

＜城となる主な事業＞

　・緊急地域雇用対策（2億5，如万．2千円皆減）

　・アニメの杜すぎな一み（9，455万6千円減）（アニメ資料館の拡充）

②　不用額は7倍1，688万i千円で、予算現額に対し19．6％であり、これは主に事業数値域、

　落札差金、実績による残である二
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衣㈹リ土佐椌槍貿り士’よ事茉 （単位＝千円・％）

事 業 名 支出済額 執 行 率 前．年度比

地域集会施設等維持管理 758，785 82．2 9工．4

国 勢 調 査 一274，391 78．1 一（皆増）

地域住民活動推進
ユ6阜，554 95．3 99．3

過 自日

c詩 納 還 付 146，608 9目．5 工40．3

民営化宿泊施設維持 105，128 80．O 107．5一

表（56）生活経済費の主な事業

（注）支出済額上位5位まで

第4款　　保健福祉費
　　表（57）保健福祉費の支出済額の前年度よヒ鮫と不用額

款　　名

保健福祉費

17年度
予算現額（A）　支出済額（B）

46，64王，885　　　　　　43，958，531

王6年度

支出済額（C）

41，368，756

増減額

（B）一（C）

2，589，775

前年度比

（B）÷（C）

106．3

単位1千円・％）

17年度不用額

（A）一（B）

2，683，354

①保健福祉費は、前年度に比し25億8，977万5千円（6．3％）の増となっている。これは、

　次の理由によるものである。．

＜増となる主な事業＞

　・生活保護費（6億3，442万5千円増）（医療扶助の増等）

　。ケアハウスP官I（4億8，273万円増）（井草ケアハウス施設購入）

＜城となる主な事業〉

　・児童館改築（ユ億3，363万8千円減）（荻窪児童館改築工事等）

　・社会福祉基金運営い億787万8千円減）（新規積立の減）

②不用額は26億き，335万4千円で、予算現額に対し5．8％であり、これは主に事業数値域、

　落札差金、実績による残である。

表（58）保健福祉費の主な事業
（．単位1千円・％）

一」一　　　I　　　　　」　　　一　　一 ’　一　’

事 ．業 名 支 1土1済 額 執． 行 率 前 年 度 化

生 活 ．保 護 費 王O，734，734 99．2． 106．3

1：逼寅健康保険事業会計繰出金 4，730，558 77．2 1王〇．2

ユ。o．o 104．4介護保険事業会計繰出金

V人保健医療会計繰出金

S身陳害者支援費

3，37王，906

2，527．243

Q，32三，865

90，9

X9．9

1王2．6

P02．6

（注）支出済額上位5位まで

．第5款　都市整備費
　　　表（59）都市整備費の支出済額の前年度比較と不用額

（単

款　　名

都市整備費

ユ7年度

予算現額（A）支出済額（B）

8，023．Oユ5 6，802，126

1．6年度

支出済額（C）

10，525，925

増一

ｸ額
（B）一（C）

∠㌧3，723，799

前年度比

（B）÷（C）

64，6

翌年度繰越額

　（D）

4君1．OOO

位：千円・％〕

17年度不用額

（A）一（B）一（D）

739，889

①一都市整備費は、前年度に比し37億2，379万9千円（35．4％）の城とな。っている。これは、

　次の理由によるものである6

＜増ξなる主な事業＞

　・道路の路面改良（2億2，636万5一千円増）（路面改良工事等）

　・一ふ㍗あい道路の整備（÷億8・195万8千円増）．（商店街カラー舗装工事等）

・＜城となる主な事業＞

　・地区整備計画（23億1，543万4千円減）（土地購入費減等）

　・地域公園整備（11億7，334万6．千円減）（土地購入費減等）

。②翌年度繰越額4億8，1dO万円は、「ふれあい道路の整備」（2，000万円）、「駅周辺の施設

　整備」（2億2，125万円）、「水防対策」（2億3，975万円）の各事業の合計である。

③不用額は7億3，988万9千円で、予算現額に対し9．2％であり、これは主に落札差金、

　事業数値域、実績による残である。

表（60）都市整備費の主な事業
㌔「一⊥］」・　一＝」　　∫u一

事 業 名 支 出・済 額 執 行 率 前 年度．比

道　路　の　．路　面　改　良

ｩ転車駐車場等一維持運営

�皷?　維　　持　　管　理

792，643

|774．425

T30，5｛9

9工．3

X5，7

X8．9

140．0

P07．0

P08．2

高齢者住宅等維持管理 462，1王O 98．O 冒8，9

狭あい 道 路 拡． 幅 整備 460，477 85．3 98．3

（注）支出済額上位5位まで

（単位＝千円・％）
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第6款　環境清掃費
　　　表（61）環境清掃費の支出済額の前年度比較と不用額

（単位＝千円・％）

款　　名

環一塊清掃費

／7年　度

予算現額（A）　支出済額（B）

6，046，王79　　5，770，237

16年度　　増減額
支出済額、（C）　　（B）一（C）

5，558．846　　　　　　　　21！，39｝

前年度比

（B）÷（C）

103，8

17年度不用額

（A）一（B）

275，942

①環境清掃費は・前年度に比し2億1・ユ39万1千円（3・8％）の増となっている？・これは・

　次の理由によるものである。

＜増とな一る主な事業〉

　・ごみ収集管理（ユ億6，300万ユ千円増）（廃プラスチック分別収集車両肩上等）

　・ごみ収集作業等（ユ，794万2千円増）（中継所機器修繕費等）．

＜城となる主な事業〉

　・普及啓発（842万．5千円減）（普及広報の減等）

　・すぎなみ環境情報館事業運営（361万7・千円減）（委託料の減等）

②不用額．は2億7，594万2千円で、予算現額に対し4．6％であり、これは主に事業数値域、

　設計差金、実績による残である。。

去（62）環境清掃費の主な事業
（．単位1『＝一円・％）

I　　　一　　　　　　一　　　　　■　　　■　　1 1　　u　　」

事 業 名 支出済額・ 執 行 率 前 年度 比

2，554，617 95，o 106．8ご　　み　　収　　集　　管　　理

齦博末ｱ組合等角握金

ｱみ収集作業等

2，後2，924 1oo．o 100．3

3ユ9，701 88．2 105．9

杉並・清掃事務所維持管理 王54，904 82．2 231，5

リ・

サ　イ ク　　ルー の　推　進 89，976 宮8，2 王04，2

（注）支出済額上位5位まで

　　①　杉並清掃事務所維持管理の支出済額はユ億5，490万4千円（前年度比23ユ．5％）である。

　　　が、これは、杉並清掃事務所方南支所を統合したこと等によるものである。

第7款　教　　育　　費

　　　表（63）教育費の支出済額の前年度比較と不用額

款　　名

数　育一費

ユ7年

予算現額（A〕

度

支出済額（B）

1王，060，288 10，157，150

16．年　度　一

支出済額（C）

9，850，705

・一

ｶ曽減額

（B）一（C）

306，445

前年度比

（B）÷（C）

103．ユ

単位＝千円・％）

1怖度不用額

（A）一（B）

903，13呂

①辞育費は、前年度に比し3倍644万5千円（3一ユ％）の増となっている。これは、次の

　理由によるもので李る。．

＜増となる主な事業＞

　・下高井戸運動場改修（三億1，308万5千円皆増）

　・学校緑化推進（1億L282万．6千円増）・（校庭緑地化校増等）

＜城となる主な事業〉

　・荻窪小学校移転改築（2億6，22芦万1千円減）（用地取得減等）

　・耐震改修．（小・中）（ユ億4，595万7千円減）（実施校減等）

②」不用額は？億・蛎・刊で・予算現額1こ対し苧・・％セあり・これは主に落ホ1差金、事

　業数値域、実績による残である。・

表（64）教育費の主な事業
（。単位：千円・％〕

事 業 名 支 出　済 額 執・ 行 率 前 年 度 ．化

学校運営管理 （小・中） 2，439，634 93．5 99，o

学校教育諸旛設整備。充実（小・中） 812，735 87．1 至05．2

財団法人杉並区スポーツ振興財□ll 754，363 03．6 96．6

私立幼稚園等教育支援 592，268 96．4 97．2

学校人事　・　給 与 事務 544，目02 97．2 ．ユ07．O

（注）．支出済額上位5位まで
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第8款　職　　員　　費

　　表（65）職員費の支出済額の前年度比較と不用額
（単位＝千円・％）

款　　名

職　員　費

17年度
予算現額（A）　支出済額（B）

38，915．963　　38，606．586

16年度
支出済額（C）

39，583，041

増減額

（B）一（C）

△976，4戸5

前年度比

（B）　÷　（C〕　・

97．5

17年度不用額

（A）一（B）

309，377

①職員費は、前年度に比し9億7，645万5千円（2．5％）の城となっている。これは、次

　の理由によるものである。

＜増となる主な節・細節＞

　・時間外勤務手当（一般職）．（ユ億1，649万3千円増）

　・非常勤職員報酬（9，255万3千円増）（嘱託員数の増等）

＜城となる主な節・細節＞

　・東京都職員．共済組合事業主負担金（一般職）（3億2，496万9千円滅）（職員数の減等）

　・給料（一般一職）（3億2，249万8千円減）（職員数の減等）一

②　不用額は3億937万7千円で・予算現額に対しO．8％であ．り・これは実績による残であ

　る。　　　　・

表（66）職員費の主な内訳・
（単位：千円・％）
⊥一　山I　一　一一　　一阯’

事 業 名 支目．1済額 執 行 率 前年度比

福祉職員人件費
13，537，199 99．9． 98，4

総務職員人件費
学校職員人件費

5，321，041．

S，071，804

97，5

X8．9

99，2

X0，8

区民生活職員一 l件費
3，161，．549 99，4 9曹．3

者1｛市整備職員人件費 2，965，667 99．4 97，8

（注）支出済額上位5位まで

州　　　　、〕　一　’　　　　’一■■　　一H」’　　■　｝■　一一■　　」　　　一　リ、　u　　L　　■州　　■　　　一　レ　｛　一　■　　uハ　　　’　　■　山　一」 （．車位＝千円・人〕

区　　　分 17年　度 I6　年　度 王5年　度 14　年　度 13年　度・

時間外勤務手当 i，061，766 945．273 932，502 888，972 呈，025，979

退　職　手　　当 3，ユ08，504 3，326，385 3，957，560 3，355，381 3，602，3工1

（定年退職者数） （60） （77） （73） （75） （87）

（勧奨退織者数） （5丁） （45） （64）． （43） （41）

（その他の退職者数） （36） （20〕 （36） （28） （26）

（退繊者数　計） （153） （142〕 （ユ73） （1捌 （154）

表（67）時間外勤務手当及び退職手当決算額の推移

一52一

策9款　公　　債　　費

　　表（68）公債費の支出済額の前年度比較と不用額

款　　名

公債　費

17年度
予算現額（A） 支出済額（B）

9，348，435 畠，346，755

王6一年．度・

支出済額、（C）

22，175，993

増減額

（B）一（C）

△王2，829，238

前年度比

（B）∵（C）

42．1

単位：千円・％）

17年度不用額

（A）一（B）

ユ，680

①公債費は、前年度に比し128億2，923万8千円（57．9％）の減一となってい亭。これは、．。

　次の理由によるものである。

＜城となる主な事業＞

　。特別区債元金償還（工23億8，754万5千円減）（減税補てん債の借換えの皆減、減税補

　　てん債の一括償埠の減等）

　・．特別区債利子支払（4億4，133万円減）

②不用額は168万円で、予算現額に対しO．O％であり、これは実績による残である。

表（69）公債費．の主な事業
（。単位＝千円・％）

事　　　　　　業

特男■j区債元金償
特別区債利子’支

還

払

支出’済額執．行率
7，675．797　　　　　　100．O

・互，667，077　　　　　　ユOO，O

前年度上ヒ．
38，3

79，1

（注）支出済額1億円以上

表（70）特別区債元利償還額の推移
（．単位：千円）

区　　分

元利償還額

王7年度
（9，342，874）

冒，342，874．

16年一 x

（23，230，749）

22，17王，749

15年度
（圭O，64呂，684）

9－565，684

14．年度

（呈三一10石，058）

9・蛾．058

13年度
（19，097，132）

9，954，202

（注）（）内は用地会計分を含む。

①ユ6年度は、減税補てん債の借換え、減税補てん債の一括償還等により大幅増となった

　ものである。

皿53一



表（7ユ）王7年度特別区債の発行・償還・利子支払状況と年度末残高（元金）の推移
（単位＝千円）
、　　一　　一　　一　　　　一　　一　　’　一

区 分 政府資金 一銀行資金
市場公募

早@金

特定資金

iNTT無和子

@貸付）

金融公庫
振興基金

剔ﾝ付金
計．

17年度発行額㈹ 800－OOO． o o o o
7，OOO 807，000

内訳 住民税等減税補てん債 800，OOO
O o o o d 一800，OOO

災害援護資金
O o ．o o o

7，O00 7，OOO

17年度元金償還額’B〕 4，368，724 3，037，520 o 至26，888 20，白69 121，996 ．7，675，797

王7年度利子支払額 王，5王O，717 128，378 3，400．
o ユO，624 13，958．王，667，077

工7年度末残高㈹十〇一幅〕 53，296，122 2，536，600 600，OOO
o

231，505 1，230，573 57，894，800

16年度末残高C〕 56，864，846 5，574，工20 600，ooo 土26，88色
252，ユ74 土，345，569 64，763，597

15　年　度 末　残
昔同 64，672，536 7，597，620 450，OOO 王26，888 271，9畠2 1，436，913 74，555，939

14　年　度 末　残
古同 67，042，910 ユO，278，700 200，ooo 至26，888 290，965 1，OOO，OOO 78，939，463

王3　年　度 末　残 吉日 68，901，738 13，395，700 「 ．
309，ユ57 760，OO083，366，595

（注）残高には用地会計分を含まない。

　　①特別区債年度末残高は、一王3年度から見て減少し続けている。

第10款

第11款

諸　友一出　金

「特別区競馬組合分担金」、「小切手支払未済償還金」の2事業とも実績はなかった。

　予　　　備　　　費

予算現額は2億3，625一万2千円、充当額は6，374万8千円で、充当率は2王．2％である。

表（72）予備費充当内訳
（単位＝千円・件）

款　　名
充当額 件数 理　　　由

項　　名

総　　務　　費． ユ，500 ユ

パキスタン北部地震災害等見舞金
政策経営費 1，500 王

生活経済費 60，ooo
3

区民税過…呉納還付金（3件）

徴税費 60，ooo 3一

保健福祉費・ 2，248
1

国民健康保険高額療養費資金貸付基金への繰出金
社会福祉費 2，248 ユ

4　不　　用　　額

　　不用額は62億8，337万5千円（前年度48億8，ユ48万6千円）で、予算現額に対し4．5％（前年

度3．3％）となっており、前年度を1．2ポイント上回っている。

＜款別の主な項目＞

　・保健福祉費　　　　　26億8，335万4千円．（対予算現頚5．8％）

　　主な事業

　　　「国民健康保険事手会き十繰出金」、「老人保健医療会計繰串金」、「生活保護費」

　・教育費一　　　　　9億313万8千円（対予算現額8．2％）

　　主な事業

　　　　「学校運営管理（小・中）」｛「学校教声諸施設整備充実（小・中）」・「図書館維持管理」

　・都市整備費　　　　　7億3，988万9千円（対予算現額9．2％）

　　一生な事業

　　　　「水防対策」、「狭あい道路拡幅整備」・「璋路の路車改良」

　・生活経済費　　　　　7億ユ，688万1千円（対予算現額王9．6％）

　　主な事業

　　　「地域集会施設等維持管理」、「商店街振興総合対策」、「国勢調査」

　・総務費　　　　　　．4億389万円（対予算現額2．8％）

　　主な事業

　　　「電子計算組織運営」、「庁．舎維持管理」、「危機管理体制の強化」

　・職員費　　　　。　　3億937万7千円（対予算現額O．8％）一

　　主な事業

　　　「総務職員人件費」、「学校職員人件費」、「区民生活織員人件費」

　・・環境清掃費　　　　　2億7，594万2千円（対予算現額4．6％）

　　主な事業

　　　「ごみ収集管理」・一「ごみ収集作業等」、「杉並清掃事務所維持管撃」・

＜節別の主な項目＞

　・繰出金

　・委託料

　・負担金補助及び交付金

一・需用費

　・扶助費

　・工事詰食費

17億3，243万5千円

13億8，164万7千円

6億2，526万8千円

4億冒。730万ユ．千円

3億2，703万4千円

2億9，817万5千円

（対予算現額12．9％）

（同9．9％）．

（同　7．6％）

（同　9．5％）

（同　1．5％）

（一 ｯ　4．7％）
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第3　国民健康保険事業会計

1財政事情
（1）　決算収支の状況

　表（73）決算収支の推移
（単位＝千円）

17年度 ユ6一年度 15年度 ユ4年度 13年度
区　　　　分

金　額 指数 金　額 指数 金　額 指数 一金　額 指数 金　額 指数

歳　入　総　額 45，023，246 126．王 41，580，31王 116．4 40，826，026 114．3 36，377，140 101．9 35，711，264
100

歳中総額 43，606，099 125，O 41，080，104 1！7．8 39，909、一761 114．4 35，673．980 ユ02．3 34，872，392
100

形式収支額
i歳入歳出差引額）

1，417，ユ47
一

500，207
一

916・．265 I 703，160 ■ 838，872 一

翌年度に繰り
zすべき財源

o
■

O
■

o u o
■

O
一

実質収支額 王，417，147
■

500，207
■

9王6，265
… 703，160 ■ 838，872 ■

単年度収一文額 916，940 一一 △416，058 ■
2工3，105

凹 △135，712 ■
ユO，157

■

（注）指数は、ユ3年度を100とした』

　　①歳入総額・歳出総額とも、！3年度以降増加し．続けている。

（2）予算執行の状況

表（74）予算執行の推移
（単位＝千円）

17年度　　16年度　　．15・年度　　14年度 13年度
区　　　分

金額・ 指数　金．額 指数金額一 指数　金額 指数 金額 指数

予一算現額

@㈹
45’551．766 124，642，316，206 1王5，841，495，760 1王3，538，822，088 106．2 36，546．842 ユGO

決算額
@1B〕

45，023，246 126，141，580，3王1 ！王6，440，826，026 u4，336－377．140 101．9 ・35，7王1，264 ユ。o

歳　　　入

差・弓1額
PBト㈹

△528，520 一一 ｢735，8冒5 一△㈱，734 一△2，444，948 一 △835，578 ■

収入率 98，8 一　　　98．3 一　　g8．4 ⊥　　g3．7． ■
97．7

’

予算現額@Cl 45，551，766 124，642，316，206 1王5．8・41，495，760 1至3，538，822．088 106．2 36，546，842 ユGO

決算額
@⑪

43，606，099 125，041，080，104 1王7．邑39，909，76ユ 1王4．43島，673，980 102．3 34，872，392 ユ。o

差弓1額
P0一①〕

1，945，667 116．2　11236，102 73．81，585，999 94．73，148，！08 188．O 1，674．450 ユ。o

翌年度繰越額

s用額

　　0

P，945，667

一　　　〇

､16．2　1，236，102

一！　　0

V3・8 FL585・辮

一　　　0

X4．73，148，108

■188．O 　　0
k674，450

■ユ。o

執行率 95，7 一　　　97．1 ■i　ga2 一　　gI．9 一一 95．4 ■

（注）指数は、13年度を100とした。

一56一

（3）資金事情
　表（75）各月別収支状況

（単位＝千円）

区　分
収　　入．

@㈹
支　　出一

@⑬
月別収支
O＝㈹一⑬

月末撃高@o
一ユ7年4月

19，5台5
263，403 △243，808 △243，808

5月 2，328，6字2 3，599，333 △旦，270，661 △エ，514，469

¶。

6月 2，453，047 3，窃10，084 △1，王57，037 △2，671，506

7月 4，074，呈38・ 3・了16・451 357，687 △2，313，819

8月 2，824。王ア7 3，486，831 △6舳54． △2・976・4了3

9月
2，96…，286

3，536，334 △573，048 △3，549，521

ム179，888 ・△3，729，409且。月

?１月

．3・5 P1．978

Q，844，580

3，701．866

R，4土5，655 △57王，075 △4，300三484

且2月 2，869，038 3，553，025 △683，987 △4，984，471

ユ8年ユ月． 3，ユ28，042 3，723，625 △595，583一 △5，580，054

2月．

R．月

3・軌215．一

P2，245；525

3，555．241

S，288，762

△呂O，02台

V，956，769

△5・阜阜9・080

Q，296，683

4月 3，367，489 ．3，153，1坊
214，3山

2，511，027

5月・ △1，091，536 2，344一 △エ，093，880 1，417，147

詞」 45，023，246 43・苧06・099 1，4王7，147
■

（注）収支状況についてみると、月末残高が赤字となった月があるが、こρ不足分は、会計総合（月々の資金収支に支障を　一

　きたすことのないように、一般会計、雑部会及び3つの特別会計の合計額で運用するもの）の資金運営でまかなわれて

　いる。
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・2歳　　．入

（1）歳入の状況

表（76）歳入款別決算額

区一 @　　　分
予　算　現　額

@　　㈹

調　定　育頂

@　　1B

収　入　済　額

@　　10

1国民健康保険．料 王7，146，414 22，020，390 17，029，348

2一部負．担金
2 ．o

o

3使用料及び手数料
60 王p2

102

4国庫一一．一

x出傘
1ユ，890，1宮4 12，237，443一 1身，237，443

5　療養給付費等交付金 6，292，292 6，237，129 苧，237，王29

6　都　　支　　出　　金 1，437，437 2，265．069 。2，265，069

7一 ､同事業交付金
9i3，659 839，邊91 839，991

8　繰　　　入　　　金 7，318．373 5，838，836 5，838，836

9　繰　　　越　　　金 500，207 500，207 500，2P台

10諸　　　．収　　　人一 53，王98 105，46王 75，122。

17年度歳入合計． 45－551，766 50；G44，628 45，023，246

16年産歳入合計 42，316，206 46，272，937 41‘580，311

前．．年　度　比　較　蛙　減 3，235，560 3，77ユ、691 3，442，935

前一年　∴度　　比 工07．6 王08．2 108，3

（注）ユ

4

5

　国民健康保険料は、保険者としての区が、被保険者を対象に世帯を単位に賦課徴収する・・ものである。また、．王2年度か

ら介護保険第2号被保険者（40歳から64歳の方〕の介護分保険料を上乗せして徴収されている。

．出庫支出金は・国民健康保険法に基づき・当該年度は・国から保険給付費の36％相当額の交付を受gる療養給付費等

負担金、・財政調整のため交付．を受ける調整交付金及び高額医療費共同事業負担金等で・あ乱

療養給付費等交付金は、社会保険診療報酬支払基金から、一 ﾞ職者医療に係る費用額の保険料相当額を控除した額が交

付される・ものである・。

　都支出金は、高額医療費共同事業負担金と部費補助金が交付されるものである。

　共同事業交付金は、国民健康保険法により；国民健康保険団体連合会から高額医療費に対して交付されるものであ乱

一

収一　入　　率・ 構成比
@o

不納欠損額

@　o対予算C〕÷㈹ 対調定0÷⑬

収入未済額

@　1F〕

還付未済額

@　o

予算現額と
茁?済額との差額

@10一㈹
99．3 77．3 37，8 856，308 4，160，711 25，977 △117，066

． … 一
o o o

△2

170．O 100．0． ．〇一〇 o o o 42

」102・9 100，O 27．2 o o o
347，319

99，1 ユOO．O 13．8 q o o
△55，163

ユ57．6 100．O 5．O o一 o o
827，632

9王．9 100．O 1．9 o o o
△73，668

79．8

P00．O一

100，0

P0d．0

工3．0

Pr1

oo oo
．o △1，479，537

@　△1
ユ41．2 7i．2 o，2 4，175 26，163 o

2！，924

98．8 90．o ユ。o，o 8町483一 4，18箇，874 25．977 △528．5201

98，3 89．9 10d．O 796，9囎 3，畠2王，539 25－861 △735，895

0．5 O．1
一 63，535 一265，335 ユ16

’ ■ 一 108．O 106．8 100．4．

一■

（単位＝千円・％・ポイント〕

①収入済額の合計は、．前年度に比し34億4，2台3万5千円（8．3％）の増となっている。

②不納欠損額の合計は、前年度に比し6，353万5千円（8．O％）の増となっている。

③収入未済額の合計は、．前年度に比し2億6，533万5千円．（6．8尭）の増となってい。る。
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表（77）歳入款脳収入済額の推移
（単位＝千円）

！7年度 16年度 王5年度 14年度 13年度
款　　　名

金額 指数 金額 指数 金額 指数 金額． 指数． 金額 指数

王　国民健康保険料 17，029，348 工14，8 ユ6，335≡688 110．！ 16－035，128 108．1 15，382，202 103．7 14，834．509 王OO

2一部負担金
o o

一
O

■
o

一
O I

3　使用料及び手数料
102 工37．8 79 王06．8 77 104．1

79
106．8

74 王。o

4国庫支出金 12コ237，443 105．6 ユ2，423，985 王07，2 12，558，632 108．4 11，4ユ6．6王5 98．5 1王，588，923 王。o

5　療養給｛寸費等交付金 6，237，129 176．4 5，406，052 王52．9 4，468，王50 126．4 3，365，585 95．2 3，535，103 正。o

6都支出金
2，265，06畠 一958，8 320．525 至35．7 328．868 ．！39．2 ！86，063 78．8 236，247

100

7連合会支出金
O 1 O

．
o

■
o 1 52，582 100

一8　共同事業交付金 839，991 179，1 776，624 王65．6 758，759 161．8 464，902 99．1 468，938
100

9繰　入　金 5，838，836 王4王．9 5，354，653 工30．2 5，9ユ1，891 ！43．7 4，681，虹6 113．8 一4，113，771 ！00

10繰　越　金 500，206 一60．4 一筍16，265 王ユO．6 703，王60 84．8 蝉，872一 10ユ．2 828，715 ！00

1王諸　収　入 75，122 王43，4 46，440 88．6 6L361 1ユ7．ユ 41，406 79．o 52，402 ・！00

合　　計 45，023，246 主26．1 41，580，311
1－

P6，4 40，826，026 114．3 361377，140 ユO王．9 35，7王1．264 100

（注）指数は、13年度を王OOとした。

　　①都支出金は大幅に増加している。これは、都財政調整交付金の増等によるものである。

　　②　療養給付費等交付金は、ユ4年度から見て増加している。これは、15年度から実施した

　　　退職者医療制度の制度適用にっし．「ての施行規則等の改正の影響による一ものである。

　　③共同事業交付金は、14年度から見て増加している。これは、一15年度に高額な医療費の

　　　負担を都道府県単位で調整する高額医療費共同事業の拡充。制度化を図る法改正があっ．

　　　たことによるものである。

表（78）一国民健康保険料（医療分及び介護分、一現年分・滞納繰越分別）。決算額状況

予算現額
@㈹

調定額@幅1
収入．率区　　。．　分 収入済額@10

対予算10÷㈹ 対調定10÷⑧

現　年　分 14，795，362 ！6，948，984 ユ4，645，883 99．o 86．4

医療分「萩 ．王，119，27王 3，477，010 1，206，069 至O了．8 34，7

計一 ユ5，914，633・ 20，425，994 王5，85工．952 99．6 77．6

現　年　分 王，152，644 至，285，710 。L・ユ10，045 96，3 86，3

介護分 滞納繰越分 79，王37 308，686 67，35王 85．1 21，8

計・ 王，231，781」 王，594，396 1，ユ77，396 95．6 73，8

17年度合計 17，146，414 一22，020，390 王7，029，348 99，3 77．3

王6年．度合計 16，634，249 20，995，861 王6，335，688 98．2 77．8

前年度比較増減 512，165 1，024，529 693．660 一1．ユ △O．5

前　年　度　比 103．1 104．9一 104－2

（単位　予円・％・ポイント）

不納欠損額

@　o

　収入未済額
@　個〕＝
掾l一10－O⊃〕十／F〕

還付未済額
@　㈲

一居所不明分
@（再一掃）

@　o

不納欠損率
Do÷幅〕

収入未済率
@⑭÷幅〕

収納　率
oCHF〕｝÷
@　｛帽〕一G｝

o
2，326，146 23，045 17，王04

o 13，7 86．4

804，039一 1，468，423 1，52王 25，957 23．1・ 42．2 34．9

804，039 3，794，5草g 24，566 一43，061 3．9 18，6 77，7

o 王76，966 1，30王 2，700 o．o 13．8 86．4

52，269 ､89，176 且王。 一3，718 16，9 6王．3 22．O

52，睾69 366，142 1，4王1 6，418 3．3 23，O 74，1

邑56，308一 4，工6C，7n 25，977 49，479 3．9 一18．9 77．4

789，070 3，896，964 25，861 ．3王，425．
3一 D8 18，6 77．8

67，238 263，747 ・工16 18，054 O．1 O．3一 △O，4．

工08．5 106．8 100．4 i57，5 I I L

①国民健康保険料の不納欠損額の合計は、前年度に比し6，723万8千円（8．5％）の増と

　なっている。これは、16年度に介護分の滞納繰越分の不納欠損額が一時的に減少した影

　響によるものである。一

②国民健康保険料の収入未済額の合計は、前年度に比し2億6，374万7千円（6．8％）の

　増となっている。
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3　歳　　　　．出

　（1）歳出の状況

　　表（79）歳出款別決算額

（単位＝千円・％・ポイント）

款　　名
予算現額

@㈹
支出済額
@1B〕

執行率　　構成此値〕÷㈹

不用額
l一幅〕

1総　務　賢一 ．851．872 761，9！0 89．4　　　　　I，7 89，962．

2保険給付費 ．28！498・王80一 D一 27，273，311 臼5，7　　　　　　　　　　　62，6 1，224，869

3　老人保健拠出金
1王，O色3，77王

王1，073，943 畠9，9　　　　　　　　　　　　25．4 9，828

4介護納付金 2’813！365 2，804，908 99．7　　　　　6．4 8，457

5　共同事業拠出金 959，422 895，472 93．3　　　　　2．1 ．63，950

6保健事業費 22，314 19，128

。。．。1　　。．。　≡

3，186・

7諸支出金 777，532 777，427 100．O　　　　　　　　　　　工．8

@　i一

105

8子　　備　費 545，3王O
（充当361，755）

@　　　o
（充当率39．9）

@　　o
一〇．0 54阜，310

17年度歳出台計 伍55ユ，766 43，606，099 95．7　　　　　　　　　　　　100．O 1，945，667

I6年度歳出合計 42，316，206 41，080，104 97．！　　　　　　　　　　　　100．O 1，236，102

前年度比較増減

O　年　度　比

3，235．560

@10テ．6

2，525，995・

@王06、圭

△1．。1　一一
@　＝　　一

709．565

P57．4

（注）1

　　2
　　3
　　4
　　5
　　6

総務費の主なものは、「職員人件費」である。

保険給付費の主なものは、「療養の給付」である。

老人保健拠出金は、老人保健医療事業に要する費用に充てるため、社会保険診療報酬支払基金に納付するものである。

介護納付金は、一 諟?保険事業に要する費用に充てるため、社会保険診療報酬支払基金に納付するものである。

共同事業拠出金は、高額医療費共同事業の費用に充てるため；東京都国民健康保険団体導合会に納付するものである。

保健事業費は、保養施設の借上げや医療費通知郵送料等に要する費用である。

①予備費充当は8件で・保険料の過誤納還付等に充当してい乱

表．（80）歳出款別支出済額の推移
（単位＝千円）

17年度 16年度 15年度 14年度 13年度
款　　　　名

金　額　　指数 金　額．指数 金　額　　指数 金　額　　指数 金歯　指数

1総　務　費 761，9ユ0100．7 728．10696．2 718．266　9ヰ．9 763．338100．9 756．525　100

2保険給付費 27，273，3王1130．6 25，・097，2王4王20．1 23108L650ユ1O．5 ユ9，409，O至5　92．9 20，8寧g．269　王OO

3　老入保健提出金 1王，073．94399．O
　　　≡
P1・924・9211ユ06・7 i3，224，997王18．3 工3，．46王，291王20．4 u，ユ80，442　ユOO

4　介護納付金．． 2，80÷，90山6王。5 2，404，606王38．5 ユ，963，876王13．1

1，6邊5．302197．6　　　■

1，736．294　100

5　共同事業拠出金 895．472372，O 840．360349．ユ 7曹2．859329．3 22ユ，1729ユ，9 240！746　100

6　保健事業費 斗gユ28109・8 17．918102，9 18．443105，9 工6，150曹2，7一 17．4！5　100

7　≡者支出金 777，427王503．7 66．979129．6 ．109．670212．1 ユO了，．7ユ2208．3 51，70王　王OO

8　予　備　費
（充当36i，755）　　　　　　L

@　　　o

（充当5，163）　　　　　一

@　　〇

（充当1斗295）　　　　　　■　　　　o （充当86，874）　　　　　　一

@　　　〇
O　　一

合　　　計 43狐0991王25・O 4ユ、080，104王17．8 39，909，76王114．ヰ 35，673，980王02．3

・・，・1睾，…㌦　　　　i

（注）指数は、ユ3年度を100とした。

　　　①　介護納付金は、14年度か．ら見て毎年増加している。これは、介護給付費め見込額の増

　　　　の影響等によるものである。

　　　②共同事業拠出金は、15年度から急増して．いる。これは、ユ5年度に高額医療費共同事業

　　　　が法制化されたことによるものである。

表（8ユ）保険給付費の主な給付状況
（単位＝千円・件）

療養の給付 療養費の支給 高額療養費の支給

区　　　分
金一額 件　数 金　額 件　数 金　額　　件　数

17

N度

一般被保険者

ﾞ職被保険者等

17，547．757

U，554，948

1，539．128

S9王，275

463．995

P28，178

57，518

奄Q，775

王．506．781　　　　　　　18．334

T06．725　　　6，727

計 ．24，102，705 2，030，403 592，173 70，293 2，013，506－　　　　　　　25，061

16　一年　　度 22，031，431 1，883，O08 5価799 63，647 ユ，922．085　　　　　　　2王，750

ユ5　　年　　度 20，204，6章4 1，763，882 462，835 56，534 1，847，ユ69　　　　　　　ユ9，590

14　　年　　度 16，803，665 1，47i，831 387，097 47，663． 1，646，122　　　　　　　呈7，971

13　　年　　度 工8，319，935 王，562，988 348，644 44，王45 1，棚．521　　　！7，8ユ7．

（注）1

　　2

　件数は延べ件数である。

　「療養の給付」は、被保険者が病院等の医療機関で診療を受けるときに、保険者（区）・から医療機関に支払われる給
付である。。

　「療養費の支給」は、医白南の診断等により一治療用の補装具を作成した場合や骨折、ねんざなどで接骨院の柔道整復師

の施術を受けたと．き等一に被爆険者に給付されるものであ乱

　「高額療養費の支給」は、医療機関で被保険者の支払った一部負担金が算定基準額を超えたときに超えた部分につい

て被保険者に弄台付されるものである。

①　療養の給付、療養費の支給および高額療養費の支給とも、．14年度から見て毎年増加し

　ている。

一62一 一63一



第4　老人保健医療会計

1財政事情
（1）決算収支の状況

　表（82）決算収支の推移 （単位＝千円）

17年度 工6年度 ！5年度 14年度 13年度
区　　　分

金額 指数 金額　指数 金・額　指数． 金．．額　指数 金額　指数

歳入。総．額 40，458，672 9ユ．．7 40，838．33692．6。 4L264．909　93．5 42，849．123　97．1 44，呈1工，8ユ0　100

歳出総額 40，398，106 9ユ、8 40，728．02892．5 41，203．38293．6 42，328，66ユ　96．1 44，026．459　100

形一

ｮ収支額
i歳入歳出差引額）

60，566 ■ 110，308　一 61，527　一 520，462　一 85，351　一

翌年度に繰り
zすべき財源

o
■ o　一・ o　一 o　一 o　一

実質収支額 60，566
■ 110，308　一 61，527　一 520，462　一 85，35！　一

単年度収支額 △49，742 ■ 48，781　一 △459，9書5．　一 ．435，111　一 △226，333　一

（注）指数は、13年度を100とした。

　　①歳入総額・歳出総額とも、毎年減少し続けている。．これ帖、老人保健法の制度改正等

　　　の影響によるものである。

　（2）予算執行の状況

　　表（83）予算執行の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位＝千円）

ユ7隼度　・一1窃年度　　15年度　　ユ4年度　　ユ3年度
区　　分

金額 指数金額 指数金額． 指数金額 指数金．額 指数

予算現額

@㈹
41，487，430 86，741，315，640 86，342，972，623 89，843，615，730 91．ユ47，865，715

100

決算額
@⑬

40，458，672 9ユ．740，838，336 92．64ユ．264．909 93，54Z宮49，123． 97，144，111，810
100

歳　　　入

差引額
PB〕二㈹

△1．02鼻，75号 一△447，304 一△王，707，714 一△766．607 一△3，753，骨05 …

収入率 97．5 二　　g8．8 一　　g6．o 一　　98．2 ．■ @92・2 ■

予算現額 41，487，430 86・741。苧15・640 86，342，972，623
89．8－ S3，615，730 91，147，865，715

100

決算額 40，3宮8，106 9ユ．840，728，028 92．54ユ．203，382 93，642，328．661 96，144，026，459
100

差引額
B一⑪

1，089，324 28．4　587，612
15・3い・769千24至　＝

46．1．1，287，069 33．5　3，839，256
100

一　　　〇 一　　　〇翌年度繰越額

s用額
　○
､，089，324

一　　　0
Q8・41587．6ユ2　≡

一　　　〇 一

1。．。一 P1，。職1
46．11・287・O骨g 　iR3．5≡3，83冒，256 ユ。o

執行率 97，4
，■■■1　　98．6

・一 @　g5；9 一　　97．O
C

一　　92．o I

（注）指数は、13年度を100とした。

一64一

（3．）資金事情

表（84）各月別収支状況
（単位＝千円）

区　分
収　　　入

@　㈹

支　　出一

@　⑬

月別収支
b〕＝㈹一幅〕

月一末残高@o
王7年4月 1，王75，699 ．150，678

王，Oう5，G21．．
ユ，025．021

5月 3，097，917 3，482，195 △384，27呂 640，743

6月 3，王93，758
3，38与，3＋O △19王，6王2． 449，131

7月 3，082，699 3，356，4王7 △273，718 王75，4王3

早月 3，085，782 3，406，895 △321，！13 △145，700

9月 3，166，466 3，321，672 △155，206 △300，905

10月 3，102，660 3，390，621 △287，961 △588，邑67

11月 3・王381手g1 3，286．249 △147，958
ム736，825

ユ2月 2，945，247 3，361，845 △416，598 △1，153，423

王8年王月． 3，221．692 3，452，607 △230，915 △1，384，338

2月 3，387，906 3，413．172 △25，266 △ユ，409，604

3月 5，925，472 3，302，52プ 2，622，945 ユ，2！3，341

4月 2，187．9王4 3，087，888 △899．974 3ユ戸・367

5月 △252，831 △30 △252，80王 60，566

戸† 40，458，672 40，398，106 60，566．
皿

．（注）収支状況についてみると、月末残高が赤字となった月があるが・この不足分は・会計総台（月々の資金収支に支障を

　きたすことのないように、一般会計、雑部会及び3つの特別会計の合計額で運用するも一の）の資金運営でまかなわれて

　いる。
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2歳一 @入
　（1）歳入の状況

　表（85）歳入款別決算額

款　　　　　　名
予　算　現　額

@　　㈹

調　　定　　額

@　　1Bl

収　入　済　額

@　　C〕

1・支払基金交付金 26，ユ36，241 25，842，497一 25，842，497

2国　庫　支　出　金 10，055，243 9，525，537 9，525，537

3。都　　支　　出　　金 2，5ユ3，802 2，416，646 2，4！6，646

4繰　　　入　　　金 2，781，140 2，527，243 2，527，243

5　繰　　　越　　　金
1

1！0，308 110，308

6　諸　　　収　　　入 2，O03 38，071 36。，44王

ユ7年度歳入合計 4王，487，430 40，460，302 40，458，672

16年度歳入合計 4王，3！5，640 40，841，394 40，838，336

一前年度比較増減 171，790 △381，092 △379，664

一前　　年　．．度　　比 100．4 99．1 99．1

（注）1　支払基金交付金は、医療保険各法の保険者の拠出金幸財源として、社会保険診療報醗1支払基金から交付き。れるもので

　　ある。
　　2　国庫支出金は、医療費の実績に応じて、負担率に基づき交付されるものである。

　　3　都支出金は、医療費の実績に応じて、負担率に基づき交付され亭ものである。

　　①収入済額の合計は、前年度に比し3億7，966万4千円（0－9％）の城となってい．る。。

　　②不納欠損額の合計は、前年度に比し皆減となっている。

　　③収入未済額の合計は・前年度に比し3万円（エ・8％）の城となってい弘

一表（86）歳入款塙1」収入済額の状況
（単位：千円）

17年度 王6年度 15年度 14。年度 13年度
款　名

金額 指数 金額一 指数 金。額 指数 金額 指数 金額 指数

1支払募金交付金 25，842，497 8書．2 27，791，194 90．6 28，807，653 邊3．9 30，030，．218 97．9 30，688，730 王。o

2国庫支出金 9，525，537 109．8 8，493，773 97．9 7．β王5，149 邊〇一1 8，551，434一 99．6 8，676，242 ユ。o

3都支出金 2，4王6，646 109，7 2，229，013 101．2 三．955，703 88．8 2．ユ3L542 96．8 2，202，053
100

4裸一 ?? 2，527，243 115．6 2，244，O．17 102．7 2，1．37，122 97．8 2，023，888 92．6 ．2，185，309 1むO

5繰越金 110，308 35，4 6王，527 王9．7 520，462 167．O 85，351 27．4 3ユL684
100

6諸収入 36，440 76．2 18，812 39．4 2＆820一 一60．3 26，690 55，8 47．792 ．100

合　計 40，458，672 91．7 40，838，33窃 92．6 4王，264，909 93．5 42，849，123 豆7，1 44．1ユL810
100

（’注）一ま旨数は、王3年度を王。oとした。

’

収　　入　　率 構成比@o 不納欠損額
@一恒〕

収入未済額

@便〕対予算C〕÷㈹ 対調走C〕÷lB〕

還付未済額@G 予算現額と
茁?済額との差苔頁

@　Cl一側
98．9 王。o，o 63，9 o一一 o o

△293，7幽

94．7 100，o 23．5 o o o
△529，706

96．王 100．0 6．O o o o
△97，王56

90．9 100．O 6－2 O o
o・ △252，897

11，030，800．O 100，O． O．3 o o o
1ユ0，307

1，8ユ9，3 95．7 o．ユ o
1，631 o

34，438。

97．5 100．O 100．O
o一

ユ，631 o △1，02』，758

98．8 王。o，o 10q．O 一王、397 王、661 o
△477，304

△1，3 o
■

△1，397． △30
O

止 ■ ■ 1 98．2
一

一■

（単位　千円・％・ポイノト）

一66一 一67一



3　歳　　　　出

　（1）歳出の状況

　　表（87）歳出款別決算額 （単位＝千円・％・ポイント）

予算現額 支出済額 執行率 構成比
不　用　額

．款　　　名 ㈹ 膀〕 ⑬÷㈹ ㈹一⑧

1医療諸費
一40，675，862一 40，286，899 99．o 99，7 388，963

2諸支出金 112，307 王ユ1，207 99，o． O．3 王ヨ王。o

3予　億一費 699，261一
（充当110，307） （充当率1＆6） o 699，26王

o o

17年度歳出合計 4王，487，430 40，398，106。 97．4 100．O 1，089，324

16年度歳出合計 41，315，640 40，728，028 98，6 100．O 587，612

前年度比較増減． 171，790 △329，922 △！．2 ⊥
501，7王2

前年度比
100．4 ．99・2

■
1 185．4

（注〕医療諸費の内訳は、「療養の給付」、「療養費の支給」、「診療報酬審査・支払手数料」であ乱

　　①予備費充当は2件で、国庫支出金等超過交付分の返納金割と充当してい乱

表（89）医療諸費の主な給付状況
（単位＝一千円・件）

療養の給付 療養費の支給
区　　分

金　　額 件　　数一 金　　額　　　　　　．件　　数

17年　度 38，934，095 至，736，393 1，王61．975　　　　　　104，817

16年　度 39，318，403 1，767；343 皇，153，281　　　　　－10王，502

ユ5年　度 39，372，074 王．808，649 1，m，408　　　　　　96，至91

14年　度 4ユ，244，200 1，島35．319 793，9丁2　　　　　45，230

13年　度 ．42，893，脳 1，785．355　　　　　　618．湘　　　　　一31，700

（注）件数は、延べ件数である。

　　①一「療養の給付」の金額・件数は・14年度から見て減少し続け下いる．。これはく工4年度

　　　に国民健康保険制度及び老人傑娃制度の改正が行われ、老入保健の対象者が減少したこ・

　　　とによるものである。

　　　　また、「療養費の支給」の金額・件数は、この5年間毎隼増加し続けている。これは、

　　　同制度改正により芦額医療費制度が拡充されたこ一となどによるものである。

表（鼻8）歳出款別支出済額の推移 （単位＝千円）

17年度 i6年度 15年度 14年度 13年度
款　　名

金　額　　指数 金　額　　指数 金　額　　指数 金　額　　指数 金　一額　　指数

1　医療諸費 40，286，899・92．2

　　　　■40，665．77193．O

40，68王，974　93．1 42，．243．08196．6 43，714，775　王OO

2　諸支出金 u！，20735，7 62．257　20．O 521．408167．3 畠5．58027．5 3ユ1，684－ P00

（充当110，307）1＿ （充当64，707） （充当11王，973） （充当85．．350）　＿ （充当311，684）

一3　予備費 ■ ⊥o o o o o

合　　計 40，398．10691．8 40，728．028192．5

@　　　…
41，203．382　93．6 42，328．66196．1 44，026．459　！00

（注）指数は、工3年度を100とした。
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第5　介護保険事業会計

｛貝オ政事情
（1）．決算収支の状況

　表（90）決算収支の推移
（単位＝千円）

ユ7年一度 16年度 15年度 14年度 13．年度．

区　　　　分
一金　額　指数 金　額 指数 金　額 指数 金　額 帯数・ 金　一額・ 指数

歳　入　総　額 23，747，183 ！42．1 22，865，270 13審．9 20・809・6♀2 124．6 18，41王，190 1iO．2 16，706，797
100

歳　出　総　額 23，151，056 ユ39，6 22；436，812 135．3 20，630，257 124．4 18，353，463 1ユO．7 16，583，962 100

形式収支額
i歳入歳出養弓1額）

596，王27 … 428，458 一 王79，365 ． 57．727 I 王22，835一
■

翌年度に繰り
zすべき財源

o
■

O
一

o
一

O
一

o
一

実質収支額 596，127 一 428，458 一 工79，365 ． 57－727 I 王2Z835 一

単年度収支額 王67，6草g
■ 249，093 一 121，638一

」 △65，108 L △459，048 ■

（注）指数は、13年度を100とした。

①・歳入総額。歳出総額とも、互2年度の制度発足以来増加し続けてい乱

（2）　予算執行の状況

表（9ユ）予算執行の推移
（単位＝千円）

17年度　．　斗6年度 15年度　　14．年度　　13年度
区　　分

金額 指数　金額 指数 幸額 指数金額 指数　金額一 指数

予算現額
@㈹

24，070，046 142，323，014，754 136．1 21，180，611 125，318，684，328 1工O一．516，910，286 100
歳　　　入

決一算　額
@一⑬

23，747，王83 ユ42，122，865，270 136，9 20，809．622 124，618，41L190 110，216－706，797
100

差　引　額
@⑧一㈹

△322，863 ■△手49・484 L △370，989 一△273，138 一△203，489 L

収　入　率 一98．7 一・一 @　99，4 』 98．2 一一 @　98．5 一　　98．8 L

予算現額@10 2毛6ユ8・戸12 145，623，Oユ4，754 王36．王
2i，一

P80，611 ユ25，318，684，328 王10，516，910．286 王00

決算額
@①〕

23ヨ1与1，056 139，622，436，812 王35．3 20，630，257 至24，418，353，463 ！10，716，583．9百2
100

差　目1　額
@C〕皿1D〕

王，467，5戸6 449．7　577，942 177．1 550．354 王6畳．7　330，865 101．4　326，324
100

歳　　　　　出

翌年度繰越額
o

一一 @　〇 ■
o

一　　　〇 一　　　〇 ’

不　用一額 一1，467，弼 。449．7　577，942 177．1 550，354 168．7　330，865 10至．4　326，324
1bO

執　行一率 94．o 一　　97．5ﾟ I． g7－4 一　　98．2 一　　98．1 I

（注）指数は、13年度を100とした。

皿70一

（3）資金事。情．

表（92）各月別収支状況
（単位＝．千円）

区　分
収　　入

@㈹
支　　出一

@⑬
月別j収支

P0＝㈹一1Bj

月末残高@O
ユ7，450 ユ6，892． 558

17年4月

@　5月 2，156，．399 1，860，161 296，238

　558，

Q96，796－

P31，0516月 1，722，557 至、888，302 △165，745

7月 1，754，226 1，891，609 △137，383

8月 王，994，215 1，936，576 57，639

△6．332

T1，307

9月
1，766，9全8

2，015，577 △248，649 △197，342

王。月 1，302，691 1，960，24苗 △657・555． △854，897

1ユ月 1，820，019 1，9！3．，032 △93，O至3 △947，9王。

12月 王，286，426 ．王，915，163 △628，737 △1，576，047

18年1月

@　2月

1，809，784 ！，897，1ユ8 △87，3亭4 △ユ，663，981

1，290，756 ．1，907，324 △616，568 △2，280，549

3月

S月

5，839，523 2，169．241 3，670，282 1．3891733

980，936 1，772，腕 △79王，629 598，104

5月

v

・5r273 7，250 △1，977 596，王27

23，747，183 23，151，056． 596，127 一

（注）収支状況についてみると、月末残高が赤字となった月があるが、この不足分は、会計総合（月々の資金収支に支障を

　きたすことのないように、一般会計、雑部会及び3つの特別会言十の合計額で運用する一もの〕の資金運営でまかなわれて

　いる。
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2．歳 入

（1）歳入の状況

表（93）歳入款別決算額．

款　　　名 予算現額 調　定　額 収入済額一

ユ介護保険料 3，67王，296 3，788，633一 3，6王4，299

2使用料及び手数料
王

o．
o一

3国庫支出金 5，705，682 5，696．230 5，696，230

4支払基金交付金 7，400，968 7，220，567 7，220，567

5者把．支　出　金一 2，891，O03 2，8王3，077 皇，813，077

6財一産収入
！，！79 3，393 3，393

，7。寄　　　附　　　金．．
1 o

o’

8繰　　入　．金一 3，967，5王O 31967150畠． 3，967，509

．9繰　越　金 428，458． 428，458 428，458

10諸　収　入 3，948．
81245

3，650

。17年度歳入合計 24，OτO，046 23，926，n2 23，7獅，183

16年度歳入合計 一23，O王4，754・ 23，030，840 22，865，270

前年度比較増減 1，055，292 895，272 881，9王3

前　年　一度　比 104．6 工03．9 103．9

（注）1　介護保険料は、第1号被保険者．（65歳以上の方）を対象に賦課徴収するもので、当該年度は所得に応じて5段階に分

　　かれている。また、年金から差し引かれる特別徴収と直接納める普通徴収がある。

　　2　国庫支出金は、介護保険法に基づき二国から、介護給付及び予防給付に要する費用の20％相当額の交付を受ける介護

　　給付費負担金と財政調整のため同じく5％相当額の交付を受ける調整交付金等である。
　　3　支払基金交付金は、社会保険診療報酬1支払基金から、介…糞給付及び予防給付に要する費用額に第2号被保険者（40歳

　　から64歳の方）の負担率を乗じた額が交付されるものであ乱
　　4　都支出金は、介護保険法に基づき、者匿から、介護給付及び予防給付に要する費用の12．5％相当額の交付を受ける介護

　　給付費負担金である。

　　5　財産収入は・介護給付費準備基金利子であ乱

（単位＝千円・％・ポイント）

収　　八　　率 構成比@o 不納欠損額
@　旧〕

収入未済額
@　1F〕

還付未済額
@　G

予算現額と
茁?済額との差額
@一C〕一㈹対予算C〕÷㈹ 対調定C〕÷／B〕

98．4 95．4 15．2 45，257 王3章，116 7，039 △56，997

… 皿 ］
o o o

△1

99．8 100，O 24．O
o

o＝
O

△9，452

97．6 100．O 30．4
o o o

△I80，401

97．3 100，O 王1．9 o o o一 △77，926

287，8 100．O o．o o 0 o
2，214

一 ■ ■
o o o

△ユ

王。o．o 100，O 王6．7 o． O o
△ユ

王。o．o 100，O 1．8 O o o o

92．5 44．3・ o．o O
4，595

o
△298

98．7 9臼．3 100．O 45，257 140，711 7，039 △322，863

99．4 99．3 100．O 4王コ403 132，3G6 8，工39 △王49，484

△O．7 O．O・ 一 3，854 8，405 △1，100 I

1 一 一
ユ09．3 ユ06．4 86．5

■

①不納欠損額の合計は、前年度に比し385万4千円（9．3％）の増となっている。

②収入未済額の合言責はく前年度に比し84C万5千円．（6．4％）の増となっている。
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表（94）歳入款別収入済額の推移
（単位＝千円）　一

17年度 ユ6年度 工5年度 王4隼度 王3年度
款名

金額指数 金額指数 　　！煌z1指数　　≡ 金額指数 金額指数

1介護保険料 睾，614．299145，2 3，560，329．王43・O 　　：R，529，321≡141．8　　≡ 3，369．724135．4 2，489．074　100

2　使用料及び手数料 o　一 o　一 o　一ﾟ
iol　一

O　一

3出庫束出金 5，696．230148．7 5，460．447142．6 4，964，664ユ2日．6 4，436．229115－8 3，829．819　100

4　支払基金交付金 一7，220．567143．9 7，06睾，至30140．9 ・6，454，413王28．6 5，805．873115．7 5，018．502　100

5者匿支出’金 2，813．077145．7　　i 2，775．388143，8 2・5ρ6・848ユ29・9 2，232．9101王5，7 ユ，930．273100

6財産収入
　！R・3131111・9 5．142813．6 2，ユ67342．9 1．085171，7 632　一

7寄　附　金 o　一 o　一 o　一・ o　一 o．　皿

8繰　入　金 3，967．509138．9 3，8王O，592133．4 3，286．062115．O 2，440，07ユ85．4 2，856，551．100

9繰　越　金 428コ45873．6 17g，36530．8 57．727　9．9 至22．8352！．1 ・581，884　一

三〇。諸収一入 3．6505887．1 一4．8777866，！ 8，420．13580．6 2．4633972，6 62　王OO

合　計 23，747，ユ83142．！ 22，8石5．270136．9 20，809，622，124．6 18，41王．190110．2 王6，706，797　王OO

（注）指数は、i3年率を100とした。

　　①介護保険料の歳入は、12年度の制度発足以来増加し続けている。

　　②国庫支出金、支払基金交付金及び都支出金も制度発足以来増加し続けている。・

一表（95）介護保険料（現年度分及び滞納繰越分、特別徴収・普通徴収別）決算額状況

収入済額
収一

?率区　　分
予．算現額

@㈹ 調定額@旧〕 苅予算Cト㈹ 対調定C〕÷⑬

特男1」徴収 2，950，557 2，898，759 2，薯03，719 98．4 冒8．o
現年度分

普通徴収 685，821 763，319 684，269 99．8 89．6

計 3，636，378一

@■　■

3，662，078

@■

3，587，988

@一

蜂7

｡

98．o

｡

17

N度 特勇一」徴収
滞納一繰越分

普通徴収 34，918 土26，555 26．31！ 75．4 20．8

言下 34，918 126，555 一26．311 75．4 20．8

合　　　計 3，671，296 3，788，633 3，β14，2畠9 98．4 95．4

王6年度合計1 3，7ユ1，778 3，721．305 3．5601329 95，9 95．7

前一
N度比較土曽滅 △40，482 67，328 53，97q 2．5 △O．3

前　年　度　比．
98．9． 王01，8 101．5 一 一

（単位＝千円・％・ポイント）
一　　　　　　　■　　　　　一　　　■　　　一 ■　　… 一

不納．欠損額
@　健〕

収入未済額
@　1Eト
撃aトC〕■Dl＋lF〕

還付未済額
@　制

居所不明．分

@　G
不納欠損率
@o÷lB〕

収入未済率
@1E〕÷⑬

収納率
olO－lF〕｝÷

@旧一0〕
o O・・ 4，960

o
o．

o
100，O

o
8王，041 1，992 一〇

o
10．6 89．4

o
8王，041 6，952 o o 2．2 97．8

一 一 ■ ■ 一 一 ■

45，257 55，075
87 o

35．8 43．5 20．7

45，257 55，075
87 o 35，8 43．5 20－7

45，257 13石，116 7，039’ o 1．2 3．6 95．2

4王，403 127，712 8，王39 o 1．王 3．4 95．5

3，854 8，404 △1，三〇〇 o o．王 o．2 △o．3

ユ09．3 ユ06．6 86．5
■ 一 ■　　　　　■ …

①介護保険料の収入済額の合計は、前年度に比し5，397万円（1．5％）の増となっている。
一一

A介護保険料の不納欠損額の合計は、前年度に比し385万4千円（9．3％）の増となっている。．

③介護保険料の収入未済額の合言十は、前年度に比し840万4千円（6．6％）の増とならている。
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3歳　．　出
一（1）歳出の状況

　表（96）一歳出款別決算額
（単位：千円・％・ポイント）

款　　　名
予算現額

@㈹
支出済額
@1B〕

執行率
L÷㈹ 構成比 不用額

決黶^B〕

・ユ総　　務　　費 297，550 268，78ユ 90．3 王．2 28，769

2　保．険　給　付　・費 23，128，024 22，430，478 97．0 96．9 697，546

3　財政年定化基金拠出金 2王，72王 2王，721 100．O o．ユ o

4基金積立金 36，320 32，018 88・字 0．O 4，302

．5．諸支出金 509，195 ．398，058 78．2 ユ．8 1／1，j37

6予　　備　．費 77，236
（充当122，764）

@　　O
（充当率61．4）

@　o．o
一〇．o 77，23台

17年度歳出合計 24，一070，046 23，151，056 96．2 100．O 918，990

ユ6年度歳出合計 23，014，754 22，436，812 97．5 工。o．o 577，942

前年度比較±由減 1，055，292 714，244 △1．3 ⊥ 341，048

前　年　度　比 104，6． ／03．2 L ⊥ 159．O

（注）1　総務費の主、なものは、「認定調査費」及び「介護認定審査会費」である。

　　2　保険給付費の生」なものは、「介護サービス等諸費」である。

　　3　財政安定化基金拠出金は、東ユ；工部介護保険財政安定化基金に対する拠出金である。

　　・。基金積立金は1腕の均昨保つために設置された・杉並区介護保険給付費準備基金への積立金で狐

　　ρ予備費充当は3件で、介護給付費交付金の返納金等に充当している1

表（97）歳出款別支出済額の推移
一（単位＝千円）

17年度 16年度 15年度 ユ4年度 13年度
款名

金額 指数 金額 指数 金一一額 指数 金額 指数 金額 指数

1総　務　費 268．781 1王7．8 292，622 128，3 294，506 124，7 268，362． 117．6 228，王54 工。o

2保健給付費 22，430，478 147．9 身1，838，73ユ 144．O 20，026，250 132．O 且7，79王，088 117．3 王5，重68，793

3紬安定化基金鮎金 21，721 23．7 2王7211 23，7 2ユ，72王 23．7 91，792 100．O 9王，792

100

P00

P00

P00

4基金積立金 32，O呈8 5．5 5，254 O．9 206，673 35．6 8α065 13．8 580，200

5諸支出金 398．058 丁7・3 278，484 54．工 9ユ，107 ユ7．7 ユ22，王56 一23．7． 515．023

6千　備　費
（充当ユ22，764）

@　O
一

（充当12，475）

@　o
L

（充当9，326）

@　O
I ■ ■ 一 二

合　計 23，151，056 139．6 22，436，812 ユ35．3 20，630，257 124．4 18，353，463
且主O．7 ユ6，583，962 ユ。o

（注）　指数は、ユ3年度を100と。した。

　　①保険給付費は、12年度の制度発足以来増加し続けている。

表（98）保険給付費の主な支給状況
（単位：千円・イ牛）

介護サービス等諸費 支援サービス等諸費 高額介護サービス費等給付費

区　　分

金　　　額 件　　　数 金　　　額 件　　　数 金　　　額一 件　　　数

ユ7年　度 21．O02，346 369，938 902，797 53，834 207，428 29，655

ユ6年　度 20，751，744 346，516 875，343 50，502 王74，317 28，242

王5年　度 19，1i5，308 319，868 72王，318 40，954 工47，838 23，8ユ8

14年　度 17・ユ1戸・728 276，536 523，056 3工，297 118，673 ユ9，375

工3年度 14，597，429 工7自，879 173，879 18，769 122223　，

20，650

（注）　件数は、延べ件数である。

　　①　介護サービス等諸費及び支援サービス等諸費は、ユ2年度の制度発足以来増加し続けて

　　　いる。

　　　　また・高額介護サービス費等給付費は・工4年度から見て増中噸向にあ乱
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第6　財　　　　産

1　公一有　財　産

（1）土地及び建物

　　表（99）保有数量の前年度比較
（単位：㎡）

土地（地積） ．建一物（延面積）

区　　　分
王7年度 16年度 増　減 17年度 王6年度 増　減

公　　用 83，621．47 84，065．24 △443．77 94，363．BO． 94，363．30 o．oo

行政財産 公共用 1，374，7・工5．63 1，365，234．OO 9，48！．63 660，412．32 656，898．42 3，5王3．90

計 ユ，458，337．王O 1，449，299．24 9，037．86 754，775．62 75エ，26王．72 3，5主3．90

宅地等 25，084．82 26，758．44 △1，6字3．62 o．oo O，OO o．oo

職員厚生施設 6，782．82 6，782．82 o．oo 5，275．OO 5，275．OO o．oo

普通財産
その他の施設 233，575．93一 233，王74．56 401．3ア 37，738．23 34，078．6王 3，章59．62

計 265，443．57 2章6，715．82 △1，272．25 43，Oユ3．23 39，353．6王 3，659，62

合　　　　計 1，723，780，67一 1，716，015，06 7，765．61 797，788．85 790，615．33 7，173．52

（注）．道路・橋梁・二［作物及び立木竹については、記載を除外した。

①行政財．産のうち、公用財産は、本庁舎、福祉事務所、保健所、土木事務所及び公園緑

　地事務前等の土地、建物であり、公共用財産は、保育園、公園、小・中学校及び幼稚園

　等の土地、建物である。

②土地の行政財産のうち、公魚財産の減は、土木材料置場（遊び場）を公共用財産に変．

　更したことよるものであり、公共用財産の増の主なものは、区営久我山五丁目第二アパー

　ト用地及び区営松！木二丁目第三アパート用地ρ譲与によ一るものである。

③建物の行政財産のうち、．公共用財産の増の主な．ものは、区営久我山五丁目第二アパー

　ト尾び区営松ノ木二丁目。第三アパートの譲与によるものである。

④土地g普通財産のうち、宅地等の減の主なものは、方南図書館用地及び福祉・文化施

　設岬地を行政財産にしたことによるもgであり、そg艦の施設の増の主なものは、びま

　わり作業蕨の民営イビにより普通財産に変更したことによる一ものである。

⑤　建物の普通財産のうち、その飽の施設には職員厚生施設以外の建物が該当し、その増

　の主なものは、井草ケアハウスを購入したこと及びひまわり作業所の民営化により普通

　財産に変更したことによるものである。
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表（100）土地の増減説明
（単位1㎡〕

区　分

行

産

公

用

財．

産

公

共

財

産

名　　称　・　理

普

通

教職員研修所

済美教育’センター

　所管換

用途変更

　所奮換

用途変更

小 計

高円寺南保育園

高円寺北保育園

和泉北学童クラブ

区営松ノ木二丁目

第三．アパート

区営久我山五丁目一

一策ニアパート

高円寺自転車集積所

高円寺自転車集積所

（仮称）≡売書の森公園

済美小学校

荻窪小学校移転用地

方南図書館用地

下井草駅南北自由

通路用地

　　弓1受

　所属換一

用途変更

　所属換

用途変更

　　譲与

　　譲与

　　引受

　　購入

　　引受

　譲与
　購入
　　引受

　所管換

用途変更

小 計

計

地

職
員
厚
生
施
設

そ
の
他
の
施
設

高円寺南保育園
旧一n区計画道蕗用地

旧まちづくり用地

購入

引受

弓1受

荻窪三丁目用地　　　　寄附受領

永福三丁目認知症高齢者　　弓1受

グループホーム用地
地区計画道路用地　　　　　’購入

地区計画道路用地　　　　　購入

地区計画道路甲地　　　　　購入

小 言十

小 計

ひまわり作業所 用拳廃止

小 計

計

台　　　　　　　．計

画　　積

2，237，35

6，669．至7

8，906．52

132，23

1，497．96

443，77

2，889，69

3，183．52

王，099．25

　60．王1

1，786－91

187．59－

　9，22
1，877．62

133．51

．13．30L38

22，207．90

王32，23

　6．20

82．42

1，391．87

390．38

　10，21

　3，59

　1－96

2，018．86

o，oo

O，OO

2，I88．28

21188．28

4，207．14

26，4王5．04

名　　称　・理　　由　　　面　　積

教職員研修所

済美教育センター

土木材料置場（遊び場）

　蕨管換

用途変更

　所管換

用途変更

　所属換

用途変更

△2，237．35

△6，669．ユ7

△443．77

・」、　　　　　　　　　　　　　　書十　　　　　　△9，350，29

ひまわり作業所　　　　用途廃止　　△2，王8宮．28

．高円寺北幼稚園　　　　　所属換　　△1，497．96

　　　　　　　　　　用途変更

下井草駅南北自由　　　　所管換　　△133．51

通路用地　　　　　　　用途変更

小　　　　　　計　　△3，819，75一

言十　　　　　△13，王70，04

高円寺南保育園

地区計画道路用地

1日地区計画道路用地

地区書手画道路用地

1日まちづくり用地

方南図書館用地

福祉・文化施設用地

．永福三丁目用地

地区計画道路用地

地区計画道路用地

地区計画道路南地

　　引継

　　引継

　　売払

　　引継

　　売払

　　引継

　　引継

　　引継

用途変更
（医道〕

用途変更
（医道）

用途変更
（医道）

　△1畠2．23

　△6．20

　△6．20

　△82．42

　△82，42

△主，877．62

△1，099．25

△390．38

　△王。．2ユ

　・△3．59

　△1．96

’」、　　　　　　　　　　　　　　　言十　　　　　　△3，692，48

o．oo

小　　　　　　計　　　　　o．oo

荻窪三丁目用堆　　　　　　引継　　△王，786．9ユ

小　　　　　　計　　△1，786．9！

一計　　　△5，4丁g．3目1

合計△18，649．43

増　減

面　　積

△443．77

一9，481，63

9，037，86

△王，673，62

O．OO

40ユ．37

△王，272．25　一

7，765．6ユ
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表（王Oユ）建物の増減説明
（単位＝㎡）

増 滅 増 減
区 分

名 称　・ 理　　由 面　　穫 名 称 ・　理　　由 面　　積 面 積

教職員研修所 所管換 1，179．56 教職員破修所 所管換 △ユ，179．56

公 用途変更 用途変更

用

財
済美教育センター 所管換 2，998．53 済美教育センター 所管換 △2，998．53

産 用途変更 用途変更

小 計 4，178，09 小 計 △4，178．09 O．OO

高円寺北保育園 所属換 719．86 高円寺北幼稚園 所属換 △7王9．86

用途変更 用途変更

松ノ木小学童クラフ 新築 ユ38．41 ひまわ一 闕?業蕨 用途廃止 △王、350．31．

区営上井草三丁目 増築 ．50．37 ひまわり作業所 用途廃止 △王2．oo

アパート 自転車置場

区営松ノ木二丁目第三 譲与 1，551．27 （1目）荻寵児童館 取壊し △332．49

アパート（1号棟） 永福町北第一自転車 取壊し △2．40

区営松ノ木二丁目第三 譲与 70，03 駐車場事務室

アパート（集会所） 下井草北第二自転車 取壊し △5．18

区営松ノ木二丁目第三 譲与 29．02 駐軍場事務室

アパート（自転車置場） 西田児童遊園便所 取壊し △3．75

区営松ノ木二丁目第三 譲与 6．88 杉並第四小学校 用途変更 △543．57

行
了パート（ゴミ容器置場） 松ノ木小学校学童 用途廃止 △82，34

区営久我山五コ■日第二． 譲与 王．546．83 クラブ

アパート（王号棟）

’区営久我山五丁目第二 譲与 993．36

政 公
アパート（2号棟）

区営久我山五丁目第二 譲与 17．坐

アパート（自転車置場1）
共

区営久我山五丁目第二 譲与 12．96

アパート（自転車置場2）
財 用 区営久我山五丁目第二 譲与 14．28

アパートー iゴミ容器置場）
貝オ

中野富士見町自転車駐車場 新築 ！7．王8

（管理事務所）

産 産 高円寺自転車集積所 新築 20．28

（管理事務所）

浜田山南自転車駐車場 新築 王、58

（管理小屋）

荻窪西第二自転車駐車場 新築 1．58

．（管理小屋）

高円寺東高架下自転車 ．新築 1．25

駐軍場（管理小屋）

荻窪北第三自転車駐車場 新築

1・

8．ユO
1

（管理事務所）

下井草北第二自転車 新築 1．25

駐車場（管理小屋）

永福北第一自転車駐車場 新築 5．王7

（管理棟）

高円寺北幼稚園 用途変更 543．57

方南図書館 新築 815．16

小 計 6，565。阜O 小 計 △3，051，90 3，5ユ3．90

計 10，743．89 計 △7，229．99．． 3，5王3，90

宅
O．OO O．OO

地

等
小　　　　　　　　計 o．oq 小　　　　　　　　計 O．00 o．oo

織目

員
O．OO O．00

厚
生
施・

設
小　　　　　　　　計 o．oo 小　　　　　　　　言十 o．oo o．oo

松ノ木小学校学童　　　用途廃止 82．34 松ノ木小学校学童　　　　取壊し △82．34

普
　0　　　　　　』

Nラフ クラブ

一ひまわり作業所　　　　用途廃止 1，350．3王 （仮称）天沼公園事業　　　取壊し △12．52

ひまわり作業所自転車　用途廃止 用地家屋1一

置場 i2．OO （仮称）天沼公園事業　　　取壊し △4．95

通 そ
用地家屋2

（仮称）天沼公園事業　　　取壊し △至64．99

用地家屋3
の．

（仮称）天沼公園事業　一　取壊し △252．63

財
用地象屡4

絶
（仮称）天沼公園事業　　誤謬訂正 415．OO （仮称）天沼公園事業　　誤謬訂正 △415．OO

用地家屋4 用地家屋4
の （仮称）天沼公園事業　　　取壊し △24．93

用地家屋5
産 施 荻窪三丁目用地（母屋）　寄附受領 287．82 （仮称）天沼公園事業　　　取壊し △305．67。

用地家屋6

設 荻窪三丁目用地（離れ）　寄附受領 59．38 （仮称）天沼公園事業　　　取壊し △124．王7

用地家屋7
仮称方南保育園　　　　　。。引受1 362，69 仮称方南保育園　　　　　　引継 △362．69一

仮称方南保育園　　　　　　新築 362．69

井草ケアハウス　　　　　　購入 2，477．28

小　　　　　　　　計． 5，409．51 小　　　’　　　　計 △1，749．89 3，659．62

計　。 5，409．51 計 △1，749，89 3，659．62

合　　　　　　　　　　　　計 王6！15単一40 合　　　　　　　　言十 △8，979．88 7，ユ73．52
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（2）物　　　　・権

　表（102）保有数量の前年度比較

①富士学園の給・排水管に係る地役権であ乱

（3）無体財産権

　表（103）保有件数の前年度比較

①冊子「外来語・役所ことば言い換え帳」の著作権である。

（4）有価証券
表（104）保有価格の前年度比較

（単位：千円）
一　　　川　　　　　　一　　　　　■　　　一　　I　」

区 分
17

隼　度
16

年　度 増 滅

株券 ジェイコム東京 40，OOO 40，OOO o　・

株券 下井草駅整備㈱ 5，OOOl 5．ooo
o

地方債 東京都公募公債 250，OOO 250，OOO
o

合 言千 295，OOO 295．OOO ・o

①。地方債の東京都公募公竿．（2億5，OOO万円）は、（財）杉並区さんあい公社の解散に伴

　い、平成王5年度に寄附受領したものである。

（5）　出資による権利

表．（！05）保有価格の前年度比較
（単位：千円）

区　　　　　分 17　年　度 16　年一度 増　　減

㈱東京者再高齢者事業振興財団 5－OOO 5，ooo
o

㈱東京労働者共同保証協会 2．ooo 2，ooo
o

㈱東京都農林水産振興財団 2，395 2，395一 o

杉並区土地開一．発公社 10－OOO 王。，ooo o．

（開国有財産管理調査センター 王，ooo LOOO o

㈱道路管理センター 3，354 3．354
o

一㈱　暴力団追放運動推進都民センター 王5，2ユ7 王5，217
o

㈱杉並区勤労者福祉協会 300，ooo 300，ooo
o

㈱杉並区スポーツ振興財団 530，OOO 530，ooo
o

㈱　杉並区障害者雇用支援事業団 500．ooo 500，OOO
o

有限責任中間法人杉並区成年後見センター 2，000
o

2．OOO

合一 @　　　言十 王．370．筍66 1，368，966 ．2，ooo

一①有限責任中間法人杉並区成年後見センターは、成年後見制度の利用を促進するために設

　直したものである。
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2　物　　　　品

　　表（ユ06）保有数量の前年度比較
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位＝点）

　区　分　　17年度　16一年。度　増一　滅
」重要物品　　・　　　3．193　　　　　3，175　　　　　　ユ8

（注）重要物品とは・収入役が指定した1点50万円以上の物品で華乱

　　①決算年度中！8点の増は・不用晶組換え等による減（13！点）があるものの、購入等に

　　　よる増（！49点）によ一一るものである一。

3横　　　　権

　表（10－7）保有価格の前年度比較

区　　　分 17年度　　、16年度 増　減

生一 ﾆ．資金貸付金 142．469　　　　16エ，896 △王9，427

応急小口資金貸付金 67，3王7　　　　　　69，439 △2，i22

奨学。資金貸。付金 自呂9．461　　　　　854，王21 35，340

女性福祉資金貸付金 ユ80さ919　，　　　！85，293一 △41374

NPO等介護保険事業者資金貸付金 72，297　・　　　74，b1o △1，713

私立保育所施課整備資金貸付金 戸1000　　．　　4．OOO 一〇

杉並区土地開発公社貸付金 18，897一　　　　　　　　　　　　　ユ3，874 5，023

精神障害者共同作業所設立連営資金貸付金 42．418　　　　　　　　　　　　　　　42，4王8 o

福祉人材修学資金貸付一
v

68．394　　　　　　127，415 △59，021・

障害者まちなか生法支援事業資金貸付金 1，800　　　　　一一〇 1，800

災。．害援護資金貸付金 7，ooo　　－　　q 7，OOO

温　泉　配　湯　保　証　金 6．500　　　　　　　9，OOO △2，500

建物等賃貸借保証金 423．937　　　　　　428，137 △4，．200

建物等軍資倦敷金 4ユ5，172　　　　，427，3ユ4 △12，ユ42

合　　　計 2さ340．58王　　　2．3軍6．917 △56，336

（単位：千円）

（注）この他に、東京都競馬株式会社の無償譲渡に関する覚書に基づく株式配当相当額の請求権がある。

①福祉人材修学資金貸付金の減（5，902万ユ千円）は、平成王4年度から新規貸付を停止

　したことによるものである。

②　障害者ま一ちなか生活支援事業資金貸付金は、障害者の地域での自立した生活を実現す

　る牟めの貸付事業である。

③災害援護資金貸付金は、平成17年9月4日の集中豪雨により被害を被っ．た世帯への災

　害援護資金貸付事業である。
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4　基　　　　金

　表（108）積立基金及び運用基金額の推移

区　　　　　　分一
17年一度 16・年度

決算額 指数 決算額 指数

財　政　調　整　基　金 ユ9，589，516 236．O ユ4，786，505 178．1

災　害　対．策　基　金 2，439，433 113，7 1，807，988 84．2・

社　会　福　祉　基　金 1，172，1石2 108、王 1’174，0ユ1 108．3

区営住宅整備基金
1，229，112 156．8一 1，119，9ユ4 142．9

施　設　整　騰　基一金 16，744，263 139．3 ユ3，637，682 113，4

介護探険給付費準備基金 393，337 24．4 956，922 ・59．4

19，157一 478．8 2，944 73．6

減　一債　　基　　金 4G5．135 5．5 1，965，146 26．9

み　ど　り　の　基　金 56，538 1，410．3 5，952 149．与

計 42，048，643 ！62．O． 35，457，O白4 136．6

国民健康保険高額療養費資金貸付基金 40，OOO 川
40，ooo

■

公共料金支払基金
650，ooo ■ 650，OOO 一

連用基金

用　地　取　得　基　金． ． 一 ’ ．

介護保険高額介護サービス費等資金貸付基金 30，ooo I 30，ooo
’

国一民健康保険出産費資金貸付基金 50，OOO 一
50，OOO

■

計一 ・770，OOO L 770，OOO
■

合　　　　　言千 42，818，643
一

36，227，06季
一

（注）指数は、工3年度を王OOとした。ただし、NPO支援基金、減債基傘及びみどりg基金は、14年度を100とした。

①5年間の推移を見ると、一財政調整基金、区営住宅整備基金及び施設整備基金は、13年

　度から見て増加し続けている。また、積立基金の総額は、14年度と17年度は増加してい

　一るが、ユ5年度及び16年度は若干の城となっている。・・

②財政調整基金は、16年度に比し48億30！万1千円の大幅増となっている。これは、47

　億5，OOO万円の新規積立て及び5，30三万ユ千円の利子押当分の一積立てミこよるものである。

③災害対策基金は、16年度に比し6億3，144万5千円の大幅増となっている。これは、一

　ユO億79万4千円の新規積立て、641万ユ千円の利子相当分の積立て及び水防情報システ

．．ム改修・警幸艮局新設等の竿傭に充．てるため3億7，576万円を取り崩したことに参るもの

　である・。

④　社会福祉基傘は・．16年度に比し185万9千円の城となっている。これは・N　P　O等分

　護保険事業者資金貸付等に充てるため1，ユ92万9千円を取り崩したこと及び1，O07万円の

　新規積立てによるものである。

⑤区営住宅整備基金は、i6年度に上≒しユ億9ユ9万8千円の増とな？ている。これは、ユ

　億2，022万7千円の新規積立て、397万三千円の利子相当分の積立て及び区営上井草三丁

　目アパートエレベーター設置に充てるためユ，500万円を取り崩したことに．よるものであ

　る。

王5　年　　度 14　年　　度 ユ3　年　　度

決　算　額 指　数 決　算　額 指　数 ・決算一 z 指　数

1王，70王，23王 141，O ユ1，564，083 139．3 8，301，492 100

1，973，562 91．9 2，147，810 100．1 2，146，364 100

1，094，563 100．9 1，074，186 99．ユ 1，084，4王3 工。o

王．O02，854 127．9 898，060 1王4．6 783．846
100

ユ2，334，964 ユG2．6 12，3！9，工畠2 102．5 12，022，224 王。o

1，531．512 95．o 1，691，568 105．O 1，6ユ1，503 〕．00

3，445 86．王 4，O01 ユ。o

一 ■
7．3工4，275 王OO．1 7，304，917 100

一 ■
5．693 142．O 4，O09 ユOO

一 ’
36，962，099 ．142，4 37，O07，8ユ6 142．6 25，949，842

100

40，ooo
■

40，OOO
■ 40，OOO

…

650，OOO 凸 650，OOO
． 650，OOO

一

■ 一 ■ ■ 7，OOO，OOO
』

30，OOO
．

30，O00
■ 30，OOO

■

50，OOO L 50，OOO
■ 50，OOO

一
770，OOO

一 770，OOO
■ 7，770，OOO

一
37，732，099 一　　　37，777，816 凹 33，719．842

■

（単位＝千円）

⑥施設整備基金は、！6年摩に比し3ユ億658万三千円の大幅増となっている。これは、30

　億5，822万3千円の新規積立て及び4，835万8千円の禾1序相当分の積立によるものである。

⑦介護保険給付費準備基金は、王6年度に比し5億6，358万5千円．の大幅減となっている。

　これは、介護保険会計に繰り入れるために5億9，560万3千円を取り崩し、2，862万5千

　円あ新規璋立て及び339万3千円の利子相当分の積立てをしたことによるものである。

⑧NPO支援基金は・16年度に比し1，62ユ万3千円の大幅増となって。いる、これは、一1，774・

　万円の新規積立て、8千円g利子相当分の積立て及びNPO等の団体補助に充てるため

　153万5千円を取り崩したことによるものである。

⑨減債基金は、16年度に比しユ5億6，OOユ万ユ千円の大幅減となっている。これは、減税補

　てん債の一括償還に充てるためユ7億ユ，880万円を取り崩し、1億5，200万円の新規積立て

　及び678万9千円の利子相当分の積立てをしたことによるものである。

⑩みどりの基金は、ユ6年度に比し5，058万6千円の大幅増となっている6これは、5，056

　万5千円の新規積立て及び2万ユ千円の利手椙当分の積立てによる．ものである。

※　運用基金については、基金運用状況で述べる。
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基金運用状況審査意見書
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第1　審査の対象、期間及ぴ方法

1　審査の対象

（工）平成王7年度杉並区国民健康保険高額療養費資金貸付基金運用状況報告

（2）平成王7年度杉並区公共料傘支払基金運用状況報告

．（3）平成至7年度杉並区介護保険高額介護サービス費等資金貸付基金連用状況報告

（4）平成王7年度杉並区国民健康保険出産費資金貸付基金運用状況報告

2　審査の期間

　平成18年β月2日から平成王8年9月5日まで

3　審査の方法

　各基金運用状況の審査にあたっては、原資運用の合法性・妥当性、基金管理の適正性及び

計数の正確性など1干主眼をおき、関坪諸寝簿や証書類牛の照合を行い、関係部課カ、らの説明

聴取と資料め提出を求めて実施した。

第2　審査の結果

ユ　各基金運用状況の言十数は、出納簿等関係諸帳簿と照合した結果、誤りのないことを確認し

た。

2一 ~基金とも、基金に属する現金は、指定金融機関に預金されており、管理は適正であり、

また・運用益金の処理についても・適正で華ると認められれ

3　各基金とも、原資は良好に運用されていると認められた。
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基金運用状況審査の概要
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第1　国民健康保険局額療養費資金貸付基金

高額療養費が支給さ㍗るま下の間・．当面碓金を貸し付けるための基金で弧・件当

たりの貸付限度額は、高額療養費支給見込額の9割で、償還は、．その後支給される高額療

．養養を充当し清算する。

　基金の額は4，000万円で、利用件数は496件である。

表（ユ）基金現在額
（単位＝千円）

第2 公共料金支払基金

杉並区の各施設の公共料金支払事務を。、円滑かっ効率的に行うための基金である。基金

から、一公共料金支払い専濡口座に支出し、回収は、各課から2か月毎に竹やれる。

　基金が対象とする公共料金は、電気料金、ガス料金、上一下水道料金、電信電話料金及び

日本放送協会の放送受信料の5種類である。

　基金の額は6億5，OOO万円で、支払い件数は29，537件である。

現　　　金

23．326

当初未償還額
　　1B〕

20，292

賛　付　額
　　10

69，285

。償　還　額．

　　①1

70，655

未償還額
恒〕ヨC〕一①一

△1，370

期末未償還額
｛F〕＝｛B〕十｛E〕

16，674

（注）現金は、一般会計繰入金224万8千円を含み、期末未償還額1，667万4千円は、不納欠損額224万8『≒円の処理後の額である。

表（4）基金現在額
（単位＝千円〕

305，982

未．　回　　収　　額

344，018

合 計．

650，000

表（2）各四半期別運用状況
（単位＝千円）

表（5）各四半押弓1」運用状況
（単位＝千円〕

㌧丁山　・　　■　一　■」

期 男1」 貸 付 額 償 還 額 未償還額

第　1 四半期 21，673 17，OOO
4，ら73．

第　2 四半期 17，259 20，9ユ4 △睾，655一

第　3 四半期 13，254 17，螂 △4，2王2

第　4 四半期 ・17・O字g ユ5，275 ユ，824

△□　． 計 69．285　1　　　一 70，655 △1，370

表（3）華金回転数の推移
（単位：回転）

期　　　男1」 回　収　額 支　払　．額 期末残額 未回一 菶e噴

第1四半期 756，785 577，677 4％，794 工53，20竃

第．2四半期 299，181 榊，98呂 26工、987 388，013

第3　四半期 717，19宮 475，252 503，934 146，066

第一

S四半期
309，b23 ・506，975 305，982 344，018

合一 @計 2，082，ユ88 2，093，892 一 一

表（6）基金回転数の推移

年　　度

回転数

17予度

王．73

16年度

　　2．ユ2

15年度一

．2．18

14年 度　　　　王3年　度

ユ．65　　　　　　　　　　　　　1．畠4

（注）基金回転数＝貸付額÷基金の額

（単位＝。回転）

年　度

回転数

工7年度

3．22

16年度

3．30

15年度　　　　　14年度

3，19　　　　　　　　　　　3．32

ユ3年度

下半期1．76　　　上半期王．33

（注）1

　　2

基金回転数＝支払額÷基金の額

基金額は、13年11月の条例改正により、10億円から6億5，OOO万円に改められた。
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第3　介護保険高額介護サービス費等資金貸付基金 第4　国民健康保険出産費資金貸付基金

　高額介護サービス費等が支給されるまその悶、当面の資金を貸し付けるための基金であ

る。1件当たりの貸付限度額璋、高嶺介護サービス費については支給見込額の9割、住宅

改修費、福祉用具購入養については支給見込額の10割で、償還は、その後支給される高額

介護サービス費等を充当し清算する。

　基金の額は3，O00万円で、利用件数は！3件である。

表（7）基金現在額
（単位1千円）

現　　　金

29，655

当初未償還額

　jB
360

一貸　付　額
　　C〕

王，272

償　還　額
　o⊃1

1，287

未償還額
〔E〕＝｛O一｛D

△主5

期末未償還額
1Fト⑬十⑭

345

表（8）各四半期別運用状況
（単・位＝千円）

期　　別 貸　付　額 償　還　額 夫償還．額

第1四半期
475 o 一475

第2四半期
180 o 180

第3四半期
560

1，287 △727

第4四半期
57 O 57

合　　言十 1，272 1，287 △15

・表（9）基金回転数の推移
．（単位：回転）

年　　度

回転数

17年度

。．04

16年筆

。．o臼

王5年度

O．1ユ

。14年度

O．17

13年度

O，14

．（注）基金回転数＝貸付額÷基金の額

一92一

　出産育児一時金が支給され亭まであ間、当面φ．資金を貸し付けるための基金である。1件

当たりの貸付限度額は、出産育児一時金の8割で、償還は、・その後支給される出産育児一時

金を充当し清算する。

　基金の額は5，OOO万円で、利用件数ぽ93件で奉る。

表（10）基金現在額
．（単位＝千円）

．現　　金

　㈹
46，430．

当初未償還額

　1B〕

2，240

貸　付　額

　10

25，960

償　還　額
　．o

24，630

未償還額
｛E〕呈C－O

1，330

期末未償還額
＝F〕＝帽〕十｛E〕

3，570

表（11）各四半期別運用状況
（単位＝千円）

期　一　男1」 貸　付　額 償　還　額 未償還一
ﾞ

第　1四半期 5，600 3，640 1，960

節2四半期 7，OOO 5，980 ユ，ユ20・

第3四半期 5，520 6，360 △840

第4四一半期 7，840 8，750 △9王。

合　　　計 25，960 24，630 1，330

表（ユ2）基金回転数の推移
（単位＝回転〕

年　　度

回転数

17年度

。．50

16年・度

O．43

15年度

O．46一

14年度

O．38

13一年度

O，33

（注）基金日転数＝貸付額÷基金の額　．
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